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第１部 現状とその背景  
 

1 資産管理 
私たちはみな、資産管理者です。農業者や漁業者、林業者や鉱山業者、一般家庭や企業、政府や

地域社会などは、それぞれがアクセスできる資産を、自分の動機に沿ってできる限り管理します。

しかし、私たち一人ひとりが自分のポートフォリオで最善を尽くしても、結果的には資産全体の

グローバルなポートフォリオを管理することはできず、集団的には大失敗に終わるかもしれませ

ん。例えるなら、大勢の人がそれぞれ吊り橋の上でバランスを取ろうとして、結果的には橋が崩

れ落ちてしまうようなものです。本レビューは、ここ数十年の間に、人間が、最も貴重な資産で

ある自然環境を、かつてないほどの速度で劣化させていることが相次いで明らかになっているこ

とを受けて、実施しました。同時に、世界の平均的な人々の物質的生活水準はかつてないほど高

く、今日ほど恵まれたことはありません1。しかし、現在に至る過程で、人類は生物圏を劣化させ、

自然から得ようとする資源やサービスの量は、持続可能に供給する能力をはるかに超えてしまい

ました。このことは、私たちが最高かつ最悪の時代を生きていることを示唆しています。 

経済発展への道は持続可能であるべきというのはよくある主張です（Box 1）。しかし、持続可能

な発展の考え方は、私たちの自然への依存が持続可能となるために私たちが何をすべきかを理解

しない限り、実際に使うことはできません2。本レビューは、移動手段として使う車や生活するた

めの住居、オフィスや工場に備える機械器具など、私たちのポートフォリオにある多くの資産と

関連づけて自然界を考察していきます。しかし、自然は教育や健康と同じように、単なる経済財

以上のものです。自然は私たちを育み、恵みを与えてくれます。使用価値があるというだけでは

なく、本源的な価値もあるかもしれない、永続的な実体として資産を考えていきます。こうした

拡大解釈を図ることで、生物多様性の経済学はポートフォリオ管理として研究対象になるのです。 

もちろん、自然物のすべてが人間にとって正の価値を持つわけではありません。病原体や害虫は

人間や農作物、動物の健康被害を及ぼすだけでなく、原生林や漁場をも破壊するため、人間はこ

れらの発生を抑制しようとします。病原体や害虫の発生は自然界のプロセスに内在する特徴の一

つであるからといって、私たちの自然界のプロセスに対する態度を変えることにはなりません。

私たち人間も、こうしたプロセスから出現した自然界の特徴の一つだからです。本レビューでは、

環境劣化によって、病原体や害虫がより頻繁に人間の経済活動のなかに出現するようになってい

ることを確認します。新型コロナウイルスは最も直近に出現した特徴の一つにすぎません。 

汚染は、人間の活動の副産物かつ廃棄物で、これらも負の価値を持ちます。質量保存の法則は、

人間が生み出す廃棄物はどこかに捨てなくてはならないということを意味します。排出物は自然

環境の悪化を引き起こします。酸性雨は森林を枯らし、二酸化炭素の大気への放出は熱を閉じ込

めます。また、産業廃液の漏出・排出は河川や地下貯留層の水質低下を招き、硫黄酸化物の排出

は構造物を腐食させ、また人体に健康被害を及ぼします。さまざまな種類の資源（建物、森林、

大気、漁場、人の健康）への被害は、その資産の減価と解釈すべきです。汚染は保全の逆です。 

  

 
1 人類の功績を記した最近の書籍には、Micklethwait and Wooldridge (2000)、Ridley (2010)、Lomborg (2013)、Norberg (2016)、

Pinker (2018)などがある。しかし、幸福度や生活満足度などの主観的な福祉の指標の時系列からは、別のストーリーが浮かび上

がる（レビュー第 11 章）。 
2 ここでは、自然、自然の世界、自然環境、生物圏、自然資本（Nature、natural world、natural environment、biosphere、natural 

capital）という用語を同じ意味で使う。 
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本レビューでは、人間が選択する経済発展の道筋が持続可能かどうかを判断するためには、各国

が自国の富の包括的な測定値を記録する経済会計システムを採用しなくてはならないことを実証

しています。国内総生産（GDP）を使って経済パフォーマンスを判断する現代の慣行は、経済学

の誤った適用方法です。包括的な富がストック（経済における資産ポートフォリオ全体の社会的

価値）であるのに対し、GDP はフロー（市場通貨ドルで示される、年間生産量）です。関連して、

GDP には自然環境の劣化など資産価値の下落が含まれていません（GDP の「G」は最終財・サー

ビスの総生産であり、資産の減価を差し引いたものではないことを意味します）。経済活動の指

標としての GDP は、短期的なマクロ経済分析や経営には欠かせませんが、投資プロジェクトの評

価や持続可能な開発を見極めるのにはまったく不向きです。これらは、GDP を生み出した経済学

者らが意図した使用方法でもないのです。経済は資産を減耗することで高い GDP 成長率を記録で

きるかもしれませんが、それを国の統計から知ることはできません3。本レビューでは、自然資産

の浸食がまさに過去数十年間、世界経済がよく「経済成長」としてもてはやされるものを享受す

るために使ってきた手段であること、また、持続可能な経済成長には GDP と異なる尺度が必要で

あることを示します。 

私たちが管理する資産のポートフォリオは状況に応じて大きく異なります。今日、世界人口の半

分以上が都市部に暮らしており、2050 年には 70%に達すると予測されています。都市に暮らすこ

とで、人間と自然との距離が生まれます。低所得国の農村部は高所得国の都市部の世帯に比べて

自然により近いところにいます。アフリカ農村部の日常生活には地元の土地から得られる財・サ

ービスが必要です。これに対して、ヨーロッパ都市部の人々はやはり自然に依存し、自然からよ

り多くを得ていますが、いくつかの段階を飛ばして、しばしば世界のはるか彼方からの自然資源

に依存しています。ドイツの街に暮らす世帯と対照的に、ニジェールの村落世帯の多くには、飲

み水や洗濯、料理に使う水道水がなく、電気へのアクセスもありません。そして、彼らの土地は

持続可能でない消費によって劣化していきます。低所得地域の農村部が直面する資源劣化の一つ

の指標は、家庭内生産に必要な時間が増えていることです。同じような土地に移住すれば済むと

は限りません。近隣の村も資源不足に直面しており、当然ながら歓迎されないからです。だから

こそ、広がっていく大都市のスラム街で大勢の人々がひしめき合う様子が見慣れた光景となった

のです。 

一方、遠く離れた土地で自然の劣化が進んでも高所得国の人々の暮らしにほとんど、あるいはま

ったく影響がありません。少なくとも今は、世界の別の地域が代替供給源になります。例えば、

Pendrill et al.（2019）は欧州連合（EU）の平均的食事のカーボンフットプリント（二酸化炭素排

出量）のおよそ 6分の 1が熱帯国の森林破壊に直接関連している可能性があると推定しています。 

本レビューは、自然との関わり方を理解するための文法を構築することで、持続可能な開発の考

え方を展開しています。それは、私たちは自然から何を得て、どのように変化させて自然に戻す

のか、この数十年、なぜ、どのようにして自然のプロセスを破壊し、自身や子孫の生活に悪影響

を及ぼしてきたのか、そして方向性を変えるために何ができるのか、といった自然との関わり方

です。 

本書はグローバル・レビューなので、人間の自然に対する要求について言及することが多いかと

思います。しかし、より小規模な地域と自然との関わり方に着目することも多くなります。地域

社会によって暮らし方に違いがあるということは、人々が資源の希少性の高まりを同じようには

経験していないということです。衣食住、飲料水、きれいな空気、帰属意識、地域社会での人と

の関わり合い、希望などは普遍的ニーズであることは間違いありませんが、自然が供給する財や

サービスに対して人々が重視する点は世界各地で異なります。 

 

 
3 国連の「人間開発指数」（UNDP, 1990）も同じ弱点をもつ。 
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南アジアやサブサハラ・アフリカの農業従事者にとっては、地球温暖化に起因する水源減少や降

雨量変化の増大が最大の懸念かもしれません。アマゾン川流域の先住民にとっては、自分たちの

住んでいるところでもあり、聖なる地でもあるところからの立ち退きが最大の懸念かもしれませ

ん。各国各地のスラム街に暮らす人々にとっては、じかに接している下水溝を経路とする感染症

が心配事です。英国郊外の人々にとっては庭からハチやチョウがいなくなることだったり、大都

市圏の住民が心配するのは大気汚染だったりします。多国籍企業にとっては、生物圏の崩壊は従

来の第一次産品の供給源の不安定化と投資のリスク高を招くため、サプライチェーンに関する懸

念が高まるでしょう。各国政府は子供を含む国民からの地球温暖化対策への要求の高まり、そし

て人類は新型コロナウイルスのパンデミックなど環境問題の帰結をさまざまなかたちで経験する

ことが大きな懸念材料です。自然の劣化は、皆が同じように経験するわけではないのです。 

 

Box 1 

持続可能な開発目標と持続可能な開発の考え方 

国連総会は 2015 年 9 月、加盟国における持続可能な開発のためのアジェンダを採択。各国は、

持続可能な開発目標（SDGs）として 17 の目標を 2030 年までに達成することを目指すこととな

った（図 1）。当然ながら定量的ターゲットにおいては、社会的な目的と達成手段の区別はな

い。目標 1～6までは目的と考えるべきであり、一方の目標 7、9、17は目標達成の手段であり、

目標 8 は目的と手段の両方を示している。SDGs には 169 の社会経済的ターゲットが含まれる。

これらターゲットの進捗を測るため、240 を超える社会経済的指標を設定、計測することが提案

された（United Nations, 2015）。 
 

 

出典：United Nations（2015） 

SDGs が国際的合意を見たことは驚くべきことで、崇高でさえある。というのも、同目標には人
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間が豊かに暮らすための要素が取り上げられていないからだ。一方、問題はある。 

SDGs には、仮に目標が達成されたとしても、それが持続可能かどうかは検討されていないから

だ。「ブルントラント委員会」（1987）では持続可能な開発を「将来の世代のニーズを満たす

能力を損なうことなく、今日の世代のニーズを満たすような開発」と定義している。これは、各

世代が各々の人口動態に応じて、少なくとも前世代から受け継いだもの以上の生産基盤を次世代

に遺すべき、と解釈されるべきであろう。実際そうなれば、次世代の経済的可能性は、現世代が

前世代から生産基盤を受け継いだ時の経済可能性と同程度となるはずである。 

本レビューでは、経済の生産基盤が包括的な富の指標であることを示す（この考え方については

第 17 章で示す）。すると、「ブルントラント委員会」の提言は、「包括的な富が増加している

ならば、開発は持続可能である」と言い換えることができよう。経済学を創始した著作のタイト

ルは「国の富」であり、「国の GDP」ではない。本レビューで述べる富の考え方は、アダム・

スミスが当時明確に表現できた富よりもずっと広範囲に及ぶが、彼が資産に着目したのは正鵠を

得ていた。 

 

2 生物多様性と生態系サービス 

「生物多様性」とは、生物がさまざまな形で多様性に富んでいることを指します。とは言え通常

は、地球上に生息する種の数と考えます。今日、染色体という形で遺伝物質を格納する核を持つ

細胞から成る生物は 800～2000 万種、おそらくそれ以上あります（これらは真核生物と呼ばれま

す）。今のところ、認知され、名前のある真核生物は 200 万種程度です。その他、はるかに多く

の数の名もない古細菌や細菌が存在しますが、これらは細胞核を持ちません（原核生物と呼ばれ

ます）。また、ウイルスを生存生物とみなすべきかどうかを含め、私たちにはほんの一部のこと

しかわかっていません4。 

しかし生物多様性にはさらなる側面があります。たとえば、こうした生物が持つ遺伝子や、以下

で見るように、生態系の機能的特徴などです。地球上の植物、藻類、多数の細菌による化学反応

が、日光と栄養分を食物、利用可能なエネルギーなど生命の基礎的要素に転換し、廃棄物を再生

し、生命を維持します。こうした光合成を行う生物は一次生産者と呼ばれます。一次生産者は大

抵、音も立てず、私たちの見えないところで活動しますが、生態系を機能させ、私たちが依存す

る多数のサービスを提供します。だからこそ、生物多様性の経済学は生物圏の経済学なのです。 

地球の中で生物が存在する部分は生物圏と呼ばれ、再生します。季節への反応といった周期的変

動、つまり、リズムが生物界の再生パターンを形作ります。そしてその生きている系が生物圏に

おいて非生存・非生物的物質を使用、変換します。水、炭素、窒素循環はその現れです。再生能

力は生態系の特徴の一つですから、生物圏の再生は人間の営みの持続可能性の鍵となります。 

「移動性」は生物圏に広くみられる特徴です。風は吹き、川は流れ、鳥や昆虫は飛び回り、海洋

は循環します。また大陸でさえ動くことが知られています。南極氷床は各地の人間活動〔を通じ

た地球温暖化〕により弱体化し、リンを多く含む排水が米国中北部の農場から流出することでミ

シシッピ川河口に死水域が発生し、肥料や農薬がヒンドゥスターン平野を流れる河川や地下水を

汚染します。  

 
4 例えば Hubbell（2015）は、熱帯地方には 40,000 から 53,000 の樹種が存在するという最近の推定値は、非常に小さな森林パッ

チのサンプルに基づいていると指摘している。ピーター・レイヴンは、熱帯地方の樹種はもちろんのこと、種の数に関する我々

の知識が非常に不確実であることを、私たちとのやり取りの中で強調してくれた。さらに、種の数の分布には太い裾（テール）

がある、つまり個体数規模の小さい種の割合が非常に大きい。Pimm and Raven (2019)には、私たちが知っていることの要約が

載っている。 
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インド亜大陸の家の台所から排出される煤は季節風の循環に影響を及ぼし、北海の魚はバハマの

市場から出るマイクロプラスチックを食べてしまいます5。 

より目に見えないところでは、植物が枯死し、自らもやがて死んでいく運命である微生物たちの

働きで土に還るといった変化があります。こうした変換のプロセスは、ほとんどの場合、肉眼で

は確認できません。地中に棲んでいる細菌を肉眼で見ることはできませんが、細菌たちがそこに

棲んでいなければ私たちが知っている生命の存在などありえないのです。細菌の活動は人間の耳

には聞こえません。移動性、不可視性、無音という自然のこれらの 3つの特徴は生物多様性の経済

学に大きな意味を持っています（Box 2）。 

 
 

 

生態系は生物圏の構成要素です。生態系は、非生物的環境と動植物、菌類、微生物のコミュニテ

ィとを結びつけ、私たちの身の回りを形成するさまざまな自然プロセスをコントロールする生命

体の複合体を形作ります。生態系は厳格な原則に基づいて明確に定義されるものではありません。

流域、湿地、サンゴ礁、マングローブ林は生態系であり、農地、内水面漁場、淡水湖、雨林、沿

岸漁場、河口域、海域も生態系です。 

生態系は強固に結合した存在ではなく、複数の生態系が相互に融合したものです。アンゴラ高原

を水源とするオカヴァンゴ川はジンバブエ北部の草地を潤します、河川の勢いが失われると草地

は灌木に代わり、さらにオカヴァンゴ川自体の水が地中に染み込んで流れが消えると、灌木地帯

から小石の多いカラハリ砂漠へと移り変わります。一方で生態系の中には、エジプトのオアシス

と砂漠の切れ目が明瞭なように、構成要素内の相互作用は強いが、境界を越えた相互作用は弱い

ものもあります。境界を越えると、物質組成、有機体分布、土壌型、水域深度などの点で際立っ

た違いを示すことがあります。 

生態系の空間的範囲および変動周期はさまざまです（アマゾン熱帯雨林も川を泳ぐイルカの消化

管の中の微生物の集まりも生態系です。変動周期で見ると、細菌コロニーは数分ですが、寒帯林

 
5 2014 年にマリーナ海溝の奥深くで発見された新種の甲殻類は、適切にも「Eurythenes plasticus」と命名された（The New 

Yorker, 18 May 2020, p.15 に掲載）。 
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のそれは数十年です）。 

地域全体に及ぶ生態系もあり（ガンジス・ブラマプトラ川流域）、火山島の生態系も多く（ミク

ロネシア）、都市の集団の場合もあれば（エチオピア高原の小規模流域）、一村落に限定された

生態系もあります（バングラデシュ・バリサルの村落池）6。 

私たち一人ひとりの人間も多くの生態系の一要素です。また、私たちそれぞれが微生物生態系を

体内に持っています。生物圏は人間を要素として含む最大の生態系で、それは私たちの家でもあ

ります。人間は生物圏に埋め込まれており、完全に依存しています。それは単に生き延びるだけ

でなく、豊かな暮らしにとってもそうです。自然の財・サービスは私たちの経済の基盤です。こ

れには、私たちが収穫、採取する財（食物、水、繊維、木材、薬）を供給する供給サービス、そ

して娯楽だけでなく、気晴らし、療養のために訪れる庭園、公園、海岸などの文化的サービスが

含まれます。自然プロセスはまた、遺伝子ライブラリーの維持、土壌の保全と再生、治水、汚染

物質のろ過、廃棄物の吸収、農作物の授粉、水循環の維持、気候制御など、他にも無数の機能を

備えています。こうした調整・維持サービスなくして、私たちの暮らしは成り立ちません7。 

減価（価値の下落）とは時間の経過とともに、ある資産の量または質が低下することです。生態

系の場合、減価は収穫速度と再生速度の差となります。再生率を超えて生態系の供給サービスを

採取すると、その生態系の価値は低下します。汚染物質による減価とは、汚染物質が生物圏に排

出される速度と生物圏が汚染物質を分解し、大地や水に同化させる速度との差です。ですから究

極的には、私たちと自然との関わりの持続可能性とは、生物圏の生物的部分だけでなく生物圏全

体の機能の持続可能性のことなのです。 

生物多様性とは生態系の特徴の一つです。生物多様性によって生態系は育まれ、ここまで言及し

てきたサービスの数々を供給できるのです。人間社会に例えると、生態系における生物多様性と

は人と人との信頼関係のようなものです。経済の繁栄には才能の多様性が不可欠ということと似

ているかもしれません。金融の観点から見ると、ポートフォリオにおける金融資産の多様性がリ

スクと不確実性を低下させるように、生物多の様性は自然の衝撃からの回復力を高め、私たちが

依存している生態系サービスへのリスクを低下させます。また、自動車などのまとまった物に例

えると、生物多様性が交換部品を供給し、その結果として生態系は回復力を高め、変わりゆく環

境に適応し、生産的でいられるということです。生物多様性を低下させると、一般に生態系の健

全さも低下します8。 

しかし、生産性という考え方には大きな注意点があります。現代農業では、かつては考えられな

いほどの 1ヘクタール当たり生産性を実現しています。しかし、これは生物多様性の犠牲の上に成

り立っているのです。見渡す限り広がる農地は生産性が高いといえますが、それはあくまで単一

作物で見た生産性であって、種や生態系の多様性はおろか、作物遺伝子の多様性さえ保てていま

せん。牧場や放牧地として使われている土地も生産性が高いと言えますが、それは羊や牛の生産

性という意味です。アブラヤシや大豆のプランテーション農園も生産性が高いのですが、生物の

多様性は乏しいです。今日私たちが目にする田畑はかつて、草原、湿地、森林、熱帯雨林、沼地

など、程度の差こそあれ種の多様性に富んだ生態系でした。さらに、農業自体も農地の内外で生

物多様性の低下を招いています。工業的に作られた肥料、殺虫剤、農薬は土壌の生物多様性を破

壊し、はるか彼方の河口までも死水域に変えてしまいます。田畑の耕起（すき起し）は土壌中の

生命を滅ぼしています（Box 2）9。  

 
6 Levin (1999) は、進化する生物圏の空間的特性を形成するプロセスについての深い考察である。著者は、自然のモジュール構造

の生命にとっての意義を説明している。 
7 生態系サービスを供給サービス、文化サービス、調整・維持サービスに分類するのは、先駆的なミレニアム生態系評価（MA, 

2005 a-d）で構築された分類を応用した生態系サービス国際共通分類（CICES）に従っている。 
8 これに関する科学文献は膨大にある。興味のある方は、生態系機能における生物多様性の役割に関する知見を報告しているレ

ビュー本編（第 2 章）を参照されたい。 
9 耕作が土壌に与える影響について、英国ノーフォーク州の有機農家ティッド・モートン氏と議論できた。同氏に感謝する。 
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現代農業にあるのは、ある生産インプット（土壌養分）を別のインプット（化学肥料）で代替す

る考え方です。食料、水、木材、繊維、鉱物そして水供給と発電用ダムに対する人間の需要は明

らかに生物多様性を破壊するものです。自然の景観を切り裂く採鉱・採石も生物多様性が失われ

る大きな要因です。自然資本（生態系）を人工資本（道路、建物、港湾、機械）で代替すること

は、私たちの投資活動の特徴であるだけでなく、経済的進歩の考え方を形作ってきたのです。 
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Box 2 

土壌 

生態学者の間で土壌圏と呼ばれる土壌は、陸域、海域生態系に比べて生物多様性の議論に登場す

ることはずっと少ない。Beach, Luzzadder-Beach, and Dunning（2019）は土壌を「ダークマタ

ー生物多様性」と呼んでいる。土壌はそのおよそ半分が空気と水で、鉱物が 45%、有機物質が

5%を占める。その 5%のうちわずか 10%が生命体だが、その 10%に生物圏最大の生物多様性が

含まれている。ある推計によると、土壌には陸域炭素の 80%近くが含まれており、これに基づ

くと、地球上の炭素の流れに関する不確実性の最大 25%が土壌侵食に起因するとの推定も必然

的に成り立つ。 

土壌有機体にはミミズ、線形動物、節足動物、原生生物、菌類、細菌が含まれるが、圧倒的に多

いのは菌類および細菌である。これら有機体は食物網を形成し、食物網は養分循環、炭素隔離、

窒素貯留、水質浄化といった土壌生物圏のプロセスを促す、地球規模での物質、エネルギー、養

分循環の重要な構成要素である。分子遺伝学の進歩により、食物根に関連した菌類、細菌に膨大

な多様性があることが明らかになっている。これら菌類、細菌は例えば、養分を高め、草食動物

や病原体から守ることで植物の成長を促すなど、さまざまな役割を担う（Orgiazzi et al. 

2016）。ある推計によると、地球上の種の 25%以上が土壌または土くずに生息している。 

「2016 年 地球土壌生物多様性アトラス」は土壌生物を世界規模で地図化した最初の試みである

（図 4）。土壌生物多様性は熱帯雨林で最も高く、砂漠で最も低い。土壌は歴史的に世界最大の

二酸化炭素吸収源（カーボンシンク）だった。しかし、最近の研究では、地球温暖化に起因し、

動植物から養分を取り込む有機体の呼吸量が増加することで、土壌の炭素排出量が純増に転換す

る可能性が指摘されている（Lugato, Leip, and Jones, 2018）。 

土壌はまた、植物や陸域生物多様性に必要な水分の大半を供給している。土壌水分は世界の淡水

の 65%を占め、世界の農業生産の 90%の源であり、また、人間の食料カロリーの 99%以上を供

給している（Pimental and Burgess, 2013）。土壌中の動きは植物から始まる。落ち葉は、地表

そして根分泌物や土壌微生物の影響を受けた土壌の狭い範囲に落ちる。大きな菌類網によって細

根がさまざまな土壌養分と水分に結合し、窒素を固定する（調整サービス）。窒素は食物連鎖に

不可欠な多量養素の一つである。 

土壌はまた薬の主要な貯蔵庫でもある（供給サービス）。Pepper et al.（2009）は、抗菌薬の

75%以上、1983 年～1994 年に承認された新しいがん治療薬の 60%は土壌由来であり、1989 年

～1995 年に承認された新薬全体の 60%も同様に土壌由来であると報告している。 

土壌生物多様性の脅威を地図上に示すと、高リスクの地域は土壌生物多様性に最も富んだ地域に

重なることがわかる（図 4）。土壌の健康を脅かす 8 つの要因を組合せたリスク指標が設定され

た。8 つの要因とは、地上多様性の喪失、汚染および過剰な栄養負荷、過剰放牧、集約農業、火

災、土壌侵食、砂漠化、そして気候変動である（Orgiazzi et al. 2016）。 

土壌生物多様性が完全に喪失すると、土地を基盤とする食料システムは機能不全に陥るだろう。

Wagg et al.（2014）によると、測定対象とした生態系機能すべてと土壌生物多様性の指標の間

には強い直線的な関係があるという。土壌生物多様性の劣化は、淡水域の過剰な栄養負荷（富栄

養化）、地上生物多様性の劣化、地球温暖化など、さまざまな環境問題を引き起こす。また、不

可欠な自然プロセスのパフォーマンス低下にもつながる。 
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出典：Orgiazzi et al.(2016). 

 国連ミレニアム生態系評価（MA, 2005a-d）は、生態系サービス 24項目を評価し、そのうち 15項

目で劣化が認められたと報告しています。 「生物多様性及び生態系サービスに関する政府間プラ

ットフォーム」が最近実施した地球規模評価（IPBES, 2019）は、1970 年以降、自然の財・サー

ビス 18 項目中 14 項目が減少していると報告しています。これら国際レベルの調査がいずれも、

人間による供給サービスの利用・採取量は増加している一方、調整・維持サービスの供給が減少

していると指摘しています。これらの調査では、文化的サービスの低下も報告されています。 

人間の供給サービスに対する需要と、調整・機能および文化的サービスに対するニーズの間には

緊張関係があります。ここで重要なのは、自然を利用することと自然に依存することの違いです。

二つの緊張関係が顕在化したのはここ数百年のことですが、世界規模では徐々にでしかありませ

んでした。以下で確認するように、緊張関係が強まったのは 20 世紀中頃以降のことです。生物圏

の調整・維持サービスは人間社会の基盤です。だからこそ、基盤が回復不能なほど崩壊しては、

物質的生活水準の向上はストップしてしまうでしょう。 

 

3 自然の複雑性 
生態系には自己調整機能が備わっていますが、それは体系内でのみ機能します。生物圏は調整サ

ービスを結合生産物として提供しますが、生態系プロセスは相互に補完的です。プロセスの一つ

を大きく乱すと、他のプロセスに悪影響が及びます。Lovejoy and Nobre（2018）の観察によると、

例えば、アマゾン熱帯雨林では、気団が大西洋から流域を横切り西に向かう際に、水分を 5～6 回

リサイクルすることで降水量の半分を生み出しているそうです。同論文は、森林伐採がさらに 20

～30%進むとアマゾン熱帯雨林の中央部、南部、東部地域で降水量の減少と乾期の長期化が生じ、

熱帯雨林がサバンナの植生に変貌する（ティッピングが起こる）と推定しています。このような

変化は気流に影響を及ぼし、はるか彼方の米国中部の農業条件まで変えてしまうことが予測され

ます。 

こうした事象の連鎖によって、生態系のふるまい方がある一つの様式からまったく異なる様式に
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変わってしまうことになるのですが、これは「分断化」から始まることがあります。生息地の分

断化は生態系の重要な機能を損ない、養分循環を変え、生物多様性を劣化させることが研究結果

からわかっています。最たる例はダムによる河川システムの分断で、魚類のライフサイクルを破

壊しています（Box 3）。アマゾン熱帯雨林における長期研究プログラムにおいて、Laurance et al.

（2002）、Laurance et al.（2011）、Lovejoy and Hannah（2019）は、道路網の敷設が招いた分

断が森林の微気象、樹木の寿命、炭素貯蔵、動物相に影響を及ぼしていることを示しています。

彼らが「エッジ効果」と呼ぶものの強度は、生態系のエッジ（または境界部分）の年代や近隣の

境界の数といった要因に影響を受けます。一生態系の生産性は、分断化されたその生態系の断片

の生産性の総和より大きい、と解釈できるでしょう。数学者に言わせると、生態系プロセスは非

線形(比例関係にない状態)なのです。 

生物は分断化によって、火災、病気、侵入種といった厳しい環境条件にさらされます。その結果、

生態系が崩壊することなく混乱に耐えうる能力、すなわち回復力が低下します。回復力の低下は

生物多様性の喪失を伴います。つまり相互の因果関係が働きます。古生物学者は、生息地の分断

化が生物多様性の喪失や生態系の崩壊のかなり正確な早期警告であることを見出しています。回

復力を失った生態系では、昔であれば吸収できたであろう偶発的な事象によって突発的、劇的な

変化が生じたり、生態系の持つ完全性が失われることになります10。 

自然プロセス間の協働効果を理解する上では、庭池など浅水域が良い例でしょう。透き通った池

の水が富栄養化する最大要因は、芝生に与える肥料のリンの流入です。リンの流入量がわずかで

あれば池の水は透明度を保てますが、そうでない場合は混濁します。農場から染み出るリンが流

入すれば、淡水湖も同じ運命を辿ることになります。小さな圧力の積み重ね（湖への定期的な流

入）で湖水は富栄養化します11。 

こうした劇的な変貌（生態学者は「レジームシフト」と呼ぶ）に要する時間は、生態系の特徴

（例えば規模など）によりさまざまです。熱帯雨林がサバンナ化するには数十年の時を要するか

もしれませんが、草原は数年で灌木地に変貌することが知られています。また、庭池の水はほん

の数時間で富栄養化します（図 5）。流れを元に戻すにはコストが掛かります。生態系の歴史がそ

の現在の状態に刷り込まれているからです。生態系には記憶があるのです12。過去に近い状態に戻

す方法はありますが、これもコストが発生します。こうした現象は「ヒステレシス（履歴効果）」

として知られています。具体例は山ほどあります。富栄養化した池を透明な状態に回復させるこ

とは可能ですが、代価を支払う必要があります。サバンナ化した熱帯雨林は回復できません。流

れは実質的に不可逆的です。ですから、他の条件を一定にした場合、回復は保全よりも高くつく

ことになります13。およそ 1 万 1,000 年前に農業が確立されてから人類が作り上げてきた制度、物

理的インフラ、社会慣行にもヒステレシスが見られます。これらは全般的には安定している生物

圏の条件下で形成されてきたのです。安定した状況に突発的な変化を加えるにはコストがかかり

ます。過去の投資を逆行させるのは困難だからです。金融の世界ではこの現象は一般的に「座礁

資産」として知られています。再生可能エネルギーや低炭素エネルギーへの移行に伴い時代遅れ

となってしまった石油やガスのプラント設備への投資などがあります。 

  

 
10 生態系の分断が、動物から人間に感染するウイルス、すなわち人獣共通感染症ウイルスの拡散に関係していることは、今や広

く認識されつつある。熱帯雨林には大きな生物多様性がある。森林伐採は分断化をもたらす。多くの場合、ウイルスは断片の端

から発生し、人間が最初に森の動物と出合う場所となる。COVID-19 は、コウモリから人間へ、中間の動物を介して渡ったと考

えられている。Daily and Ehrlich (1996)は、生物多様性の損失とパンデミックの頻度と強度との関係についての、初期の優れた研

究である。 
11 Carpenter, Ludwig, Brock (1999)を参照。栄養分や動物が豊富で、藻類が成長し、バクテリアによって分解されて酸素が著しく

減少する水域は、富栄養化状態にあると言われる。 
12 大ざっぱなたとえをすると、私たちは学んだことを意識的に忘れることができず、以前の状態に戻ることができないことに似

ている。 
13 私たち自身、生態系でもあり、複数の安定的なレジームを持っている。人間の健康に関する古い格言「予防は治療に勝る」と

いうのも、同じ特徴に基づいている。 
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出典：Folke et al.(2004).Annual Reviews, Inc.からの転用 

 
 

Box 3 

河川へのダム建設 

生息地の分断化は、移動性生物のライフサイクルに応じた行動パターンを妨げかねない。これは

種の絶滅につながる。ダム建設は淡水生物の多様性の喪失の主原因の一つである。堤高のある巨

大ダム建設は灌漑の拡大、エネルギー供給、治水といった理由で国の経済計画策定者に好まれる

事業である。問題はダムが淡水生態系を分断するため、その水循環をも阻害してしまうことであ

る14。淡水生態系の分断によって生物の産卵や餌の確保に不可欠な移動経路が遮断され、生物の

移動が制限されてしまう。 

淡水生息域は地表のわずか 0.8%にすぎないが、魚類種の約 40%を含む脊椎動物の 3 分の 1 が淡

水に生息している。Barbarossa et al.（2020）は生物の発生範囲と水循環、ダムの設置場所を組

み合せて河川水の連結度指標を構築した。分断化は指標の低下と見ることができる。現在世界に

存在する巨大ダムおよそ 4 万基が水流制御や分断化により河川水の 50%の流れを変えており、

建設中の巨大ダム約 3,700 基が完成すると、その割合は 90%を超えると報告している15。 

  

 
14 他にも、協議や補償なしにコミュニティが移転してしまうなどの問題がある。 
15 ハイダムとは、高さが 15 メートルを超えるダムと定義される。世界に存在するハイダムの数を示す 4 万という数字は、おそら

く過小評価されていると思われるが、大規模な破壊が起きているときでも、保守的な数字を使うことが有益である。 
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Barbarossa らによると、ダムによる分断化が現時点で多く見られるのは、米国、欧州、南アフ

リカ、インド、中国であるが、建設中のダムによる分断化が顕著なのは熱帯地方であり、同地域

の連結度指標はアマゾン、ニジェール、コンゴおよびメコン川流域で約 20～40%程度の低下が

想定されるという。 

堤高のある大型ダムが環境にとって有害であるなら、例え環境問題を度外視したとしても不経済

であるように思える。Ansar et al.（2014）は信頼できるデータが得られる大型水力発電ダムに

関する研究結果を報告している。1934 年～2007 年に 65 カ国で着工されたダム建設案件 245 件

を対象としている。平均建設コストは各案件の当初の実現可能性調査での見積もりから二倍に膨

れ上がっており、多くの案件で実現投資利益率は国債の利率（年率 4～5%）を下回っている。

比較的小規模なダムや魚がダムを迂回するための魚道が設置された場合、漁場の分断化リスクは

低減することがわかっている。 

 

4 資産の分類と評価 
資産には耐久性があります。もちろん永遠という訳ではありませんが、サービスと異なり資産は

一時期だけのものではありません。すべての資産を「資本財」と呼びたくなります。「資本財」

という用語は非常に魅力的で、知識（知識資本）、法律・市場システム・金融機関（制度資本）、

相互信頼関係・社会規範・集団の連帯心（社会資本）、文化・個人的規範（文化資本）、さらに

は宗教（宗教資本）までも現在では資本扱いされています。経済学者は、もう少し慎重で、測定

可能な資産にだけ「資本財」という用語を使います16。かつては今よりも厳格で、物質的（有形）

で移転可能（所有権の譲渡が可能）な資産に限って、資本財と呼んでいました。道路、建物、機

械、港湾が身近な例です。企業が所有する特許はその企業の資産ベースですから、バランスシー

トに計上されます。ですから、無形の譲渡可能資産も資本財に数えられます。これらを併せて人

工資本と呼びます。 

経済学者の用語集に載っている資本財の範囲は、長い年月を経て広がり、無形だが譲渡不可能な

資産も含まれるようになりました。たとえば健康や教育、資質・スキルなどで、これらは全体と

して人的資本を形成しています。今日の経済学者は人的資本を資本財に分類していますが、これ

は個人にとっての価値だけでなく、社会全体にとっての価値を測定する方法がわかったからです。 

経済学者はこの数十年間で、人々が自然資源につける価値の測定方法を確立しました。そこで現

在では資本財の三つ目として、自然資本があるのです。測定方法は複雑です。自然資本には植物

（有形で譲渡可能）や花粉媒介者（有形で、しばしば譲渡不可能）、海に臨む家からの景色（無

形で譲渡可能）や地球の気候（無形で譲渡不可能）まで、多岐に渡るからです。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
16 ソーシャル・キャピタルを資本と見なす傾向が強まっていることについては、Arrow (2000)や Solow (2000)が強く批判してい

る。しかし、ソーシャル・キャピタルが重要でないというわけではなく、後述するように、効果的な制度の中心的な特徴である。 
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本レビューでは、個人のインセンティブと公共が望んでいることとの不均衡が拡大する原因を探

ります。そこで資本財、とりわけ自然資本の市場価格とその「社会的価値」または「社会的希少

価値」と呼ぶべきものの違いに着目します。経済学者は「社会的価値」や「社会的希少価値」を

会計価格と呼んでいます。資本財の会計価格とは、その追加的一単位が社会的福祉（またはより

狭義に公共善）にもたらす寄与のことです17。資本財は耐久財であるため、その耐用年数にわたっ

てサービスを提供します。ですから、資本財の会計価格は、その耐用年数を通じてサービスのフ

ローが社会的福祉に与えた寄与を反映しています。Box 4 は自然資本の一形態である生態系の価値

の絶対値には、何ら意味がないことを示しています。価値は〔時間軸や空間軸での〕比較におい

てのみ、有用な情報となるのです。 

 

Box 4 

価値の絶対値には意味がない 

ポートフォリオの価値の絶対値には、何ら情報がない。他との比較においてのみ、情報がある。

生物圏の限界的な変化の価値は、人類が存続し、その変化を経験することが前提となっているか

らこそ意味がある。しかし、自然全体の価値の計測となると話は変わる。成長と発展を唱える経

済学者が自然界における人間の立場を無視してきたからかもしれないが、環境学者はかつて、自

然全体の価値を測定し、大きな経済価値があることを示したいと考えた。広く引用されている

「サイエンス」誌掲載論文によると、20 世紀末頃の生物圏サービスのグローバルフローは推定

年間 16～54 兆米ドル、点推定値は 33 兆米ドルだという（Costanza et al. 1997）。この値は

1990 年代中頃の世界 GDP よりも大きかったため、自然資本の経済的意義が認識されることにな

 
17 会計価格は「シャドー」プライス（影の価格）とも呼ばれる。 
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った。 

しかし、この推計値は、見当違いな定量化の一例である。論文執筆者らが認識しているとおり、

自然が破壊されれば生命は消滅する。しかし人類がその存亡自体と自然破壊を引き換えにするの

であれば、33 兆米ドルの年利益は一体誰が享受するのであろうか。経済学は、注意深く使え

ば、私たちの倫理的価値に供することができる。経済学の言葉を使うと、私たちも倫理的価値に

従った選択をしやすくなる。この論文の執筆者らはこの事実を認識しつつも、生物圏に価値があ

るのは、それが大きな貨幣価値を付与できるからだと主張する。本末転倒である18。 

測定に関する問題は、自然資本のさまざまなストックの推定でも多く見られる（政府は通常、国

内の水域における漁場ストックを記録していない）。しかし、資本財があたかも存在しないかの

ように、すべてを無視するのに比べたら、大雑把ではあるが簡単に測定できる数値に取り組むほ

うがはるかに良い。残念ながら、経済的可能性や国家の進歩と後退に関して私たちの考え方を形

成してきた成長および発展に関するマクロ経済理論は、人類の自然への依存を認識していない。

本レビューではその誤りを正す19。 

 

会計価格は、社会的な望ましさと社会生態学的な実現可能性が合致した経済的将来を反映してい

ます。つまり、資本財の社会的希少価値を反映しています。市場価格が会計価格に近いこともあ

りますが、以下で考察する理由から（第7章）、自然資本の形態の多くには、単純に市場がなく、

利用者はただで使える状態です。そのため、会計価格を算出する特別な方法を考える必要があり

ます。今ではさまざまな方法があります。劣化した海岸の回復にいくら支払う意思があるかを質

問したり（自然の「アメニティ価値」の推定）、渡り鳥ハクガンの渡り経路の保護につける価値

を申告してもらったり（自然の「本源的価値」の推定）、農業生産を支える花粉媒介者の生息地

としての森林の貢献度など、社会的希少性が推定できる財・サービスの保護に対する貢献度から

生態系サービスの価値を推定したり（自然サービスの「利用価値」の推定）できます。 

自然プロセスの生産性を見出すことで自然の利用価値を推定評価する方法は、生態学と経済学の

考え方を組み合わせたものになります。湖の漁場の会計価値は一定期間の漁獲量の市場価値に類

似します。また、大気・水媒介汚染の社会的コストは少なくとも部分的には、当該汚染を原因と

する人体健康の被害を測定することで推定できます。また、流域回復の最低価値は水処理設備の

建設コストから推測できます20。 

これまで、自然資本の会計価値の推定において、生態系が私たちに与えてくれる緑地の健康上の

利益が考慮されることはほとんどありませんでした。私たちが緑地から得られる精神衛生上の利

益となると、なおのことです。しかし、自然資本会計に健康上の利益を含めることが重要だとす

る認識は高まりつつあり、その価値算出を試みる研究も増えつつあります（White et al. 2016）。

人間は皮膚や消化器管、泌尿生殖器官、呼吸器官に棲む微生物相の豊かな生物多様性なくして生

存できません。微生物相は私たちがどの程度病気に罹患しやすいか、に影響を与え、変化する環

境条件下での健康維持に重要な役割を果たします。私たち自身が生態系であり、人間の体内の細

菌、ウイルス、菌類、古細菌、原生生物と自然環境に生息しているこれらの微生物たちは常に行

き来しています。私たちは多種多様な微生物相の源である自然環境との触れ合いが必要なのです。 
 

 
18 形式的には、あるもの全体の価値には意味がなく、したがって使い道がないが、その同じものに対する変化の価値（差として

表される）には意味があるだけでなく、使い道もあるというケースが存在する。 
19 自然の不在は、経済・財務省や中央銀行に情報を提供する経済成長・開発モデルにおいても顕著である。 
20 優れた解説が、Freeman（2003）の論文や、Haque, Murty and Shyamsundar（2011）のエッセイ集にある。Kareiva ら（2011）

と Vincent（2011）には、生態系サービスを提供する自然資本の生産性を推定する評価方法が明確に述べられている。 
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生物多様性の損失は、病気への抵抗力の低下など、私たちの健康に影響を与えます。都市環境に

おけるマクロ生物多様性（草花、樹木など）は微生物多様性、さらには健康なヒト細菌叢と関係

性があり、さまざまな健康状態とも関連していることを指摘する研究があります（レビュー本編

第 11 章）。自然と何度も接することで長期的な快楽的福祉（幸福感や喜び）だけでなく、人生の

満足度も高めることも証明されています。国家統計データを用いた欧州の大規模な継続的研究か

らは、暮らしに緑地が多いほど精神的な苦痛が少ないことが明らかになっています。英国在住者 1

万人を対象とした縦断的調査からは、緑地の多い都市空間に暮らす人ほど人生の満足度が高いこ

とが明らかになっています（White et al. 2013）21。 

 

 

 

知識、制度、社会資本はどうでしょう。これらも資産ではなかったでしょうか。確かにそうです

が、これらは生物多様性と同じように測定上の問題がたくさんあります（例えば、一国の「良い

ガバナンス」の価値とその首都の不動産の価値を比較できるでしょうか）。ですから、これらを

イネーブリング（促進）資産と呼び、その価値は会計価格に反映されています。イネーブリング

資産は経済の資本財に価値を与えます。まったく同じ資本財の構成を持つ社会が二つあったとし

ても、人々がお互いを信頼しているのがあたりまえの社会のほうが、お互いを疑い合っている社

会より豊かであると言えるでしょう。信頼関係はイネーブリング資産です。他の条件を一定にし

た場合、学術誌の会計価格は内乱で分裂した国より平和な国で高くなります。同じように、他の

条件を一定にした場合、生物多様性の高い生態系ほど、それがもたらす調整・保全サービスに関

して高い生産性を持ちます。よって、生物多様性もイネーブリング資産の一つということになり

ます。  

 
21 ヘドニックな福祉と生活満足度の測定法の違いについては、第 11 章を参照。 
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この関係は逆方向にも働きます。科学、技術、人文科学の知識（これらはすべてイネーブリング

資産）は形成され、習得されます。これは人々（人的資本）が人工資本（図書館や研究室）と自

然資本（原材料や生態系サービス）を組合せて作り、習得するものです。制度もまた、地域社会

の結束を促す接着剤の役割を果たす信頼関係と同じように、人々が作るものです。金融資本はこ

うした（人々の間の時間を超えた）交流を促すという点で、イネーブリング資産の一つでしょう。 

ですから、私たちの分類上の資本財には 3 つの区分とさまざまなイネーブリング資産が存在しま

す。イネーブリング資産は測定不可能かもしれませんが、問題ではありません。これらがあるた

め人間社会は正常に機能するのであり、それ自体は測定可能です。会計価格はその価値を反映し

ているのです。 

 

5 人新世（アントロポセン）におけるグローバル経済 

1950年の世界人口は約 25億人で、最終財・サービスの世界生産量（世界GDP）は 2011年基準で

約 9 兆国際ドル（購買力平価（PPP）での米ドル評価）でした22。平均的個人の所得は 3,300PPP

ドルと、歴史的に見ても高い水準でした。以来、世界はめざましく繁栄しました。1950年に 46年

であった出生時平均余命は現在 73年程度です。絶対的貧困（現在 1日あたり 1.90ドル未満）に暮

らす人々は、1950 年には世界人口の 60%近くでしたが、今日では 10%未満に減少しました

（World Bank, 2019）23。2019年現在、世界人口は 77 億人超にまで増え、1 人当たり世界 GDP は

約 16,000PPP ドル（2011 年基準）になりました。最終財・サービスの世界生産は 120 兆 PPP ド

ル強（2011 年基準）で、国際的に計測された経済活動がわずか 70 年間で 13 倍以上に増加したこ

とになります。かつて経験したことのない増加率です（図 8）。 

しかし、著しい成長は、生物圏の健康状態の著しい悪化を伴うものでした。Waters et al.（2016）

は過去 1万 1,000年間（地質学者が完新世と呼ぶ時代）の証拠を考察し、土壌窒素やリンのインベ

ントリ、堆積物や氷床コアに含まれる二酸化炭素とメタンの人為的発生状況を追跡しました。彼

らの報告によると、時系列的にみて、幅広い生物地球科学的痕跡は、およそ 250 年前まで何千年

もの間横ばい傾向を示し、その後緩やかに上昇し始め、20 世紀中頃から急激かつ加速度的に上昇

しています。上記要約や図 8 に示した過去 70 年間の世界の経済活動の傾向は、彼らの研究結果と

一致しています。彼らは、20 世紀中頃が人新世の始まりとみなすべきだと提唱しています24。付

録 1 は、「プラネタリー・バウンダリー」の概念による人新世の定義方法を示しています。 

 
 
 
  
 
 
 
 
  

 
22 国際ドル（購買力平価のドル）を作成する際には、各地域の購買力が同等になるように、米ドルに対する各通貨の公式為替レ

ートを換算する。以下では、「ドル」は「国際ドル」を意味する。 
23 世界の貧困は、COVID-19 のパンデミックにより 2020 年には急激に増加し、ここ数十年の改善が一部逆転していると考えられ

る。2020 年 10 月、世界銀行は、極度の貧困状態にある人々の数が、2020 年には 8,800 万人から 1 億 1,500 万人に増加する可能

性が高いと示唆した（World Bank, 2020a）。 
24 「アントロポセン」という言葉は、Crutzen and Stoermer (2000) によって、人間が生物圏を支配する新たな時代を示すものと

して広まった。アントロポセン・ワーキンググループは、戦後すぐの時代をアントロポセンの始まりとみなすべきだと提案して

いる（Voosen, 2016）。 
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出典：Our World in Data based on World Bank（2020a）、Maddison（2018）、Bolt et al.（2018）、本レビューにおける算出 

 

環境劣化を最も直感的に理解できるのは野生生物の種の絶滅かもしれません。人間は地球に存在

する野生生物の種数を把握しておらず、種がどれほどの速度で絶滅するかも十分把握していない

不確実な状況です（真核生物で 800 万から 2000 万種か、おそらくそれ以上。第 2 章参照）。Box 

5 で紹介する数字はこうした不確実さを考慮していますが、なぜ完新世が、地球が 6 度目の大量絶

滅期に突入し始めた時代なのかを説明しています。 

 

Box 5 

種と個体群の絶滅 

主に人間活動、すなわち、すべての陸域および海域利用のための改変の結果として、種および現

存種の構成個体群がかつてない速さで絶滅しつつある。過去数千万年の平均絶滅速度（背景

率）、すなわち 100 万種当たりの年間絶滅種数（E/MSY と表す）は 0.1～1 であったが、現在、

あらゆるレベルの種の絶滅速度はその 100倍から 1,000倍に跳ね上がっていると推測され、いま

だ加速を続けている25。絶対値でみると、種の数が 1,000万、現在の絶滅速度が 100 E/MSYとす

ると、毎年 1,000 種が絶滅している計算だ。不確実ではあるが、こうした数字は生物圏における

人類の存在の巨大さを物語っている。これらの数字を見れば、私たちが生命誕生以来 6 度目の大

量絶滅を目の当たりにしていると地球科学者や生態学者が主張する理由がわかる26。 

比較的よく研究されているグループ（陸生脊椎動物、植物）について解明していることから判断

すると、今後数十年の間で種の 20%程度、今世紀末までにはおそらくその 2 倍が絶滅する可能

性がある。哺乳類種 84種が 1500年以降絶滅し、1900年以降だけでも 32種が絶滅していると推

定される（IUCN, 2020; Pimm and Raven, 2019）。 

Ceballos, Ehrlich, and Raven（2020）は陸生脊椎動物 3 万種近い個体群のデータを調査し、絶滅

危機にある種の数を推計した。絶滅危機の基準は 1,000 個体未満の個体群とされている。その結

果、515 種、調査リストの脊椎動物の 1.7%が絶滅の危機に瀕していることがわかった。 

 
  

 
25 De Vos et al.（2014）、Pimm et al.（2014）、Ceballos, Ehrlich, and Ehrlich（2015）を参照。 
26 第六次絶滅はホロセン絶滅とも呼ばれており、約 11,000 年前の最終氷期の終わりに始まったもので、その特徴は大型の陸生哺

乳類の絶滅によってもたらされた。Kolbert（2014）は、進行中の大量絶滅についての叙述である。 
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絶滅速度が皆同一とすると、陸生脊椎動物の個体群は約 40 年で半減するという。しかし、絶滅

速度はさまざまな理由により上昇する可能性が高い。第一に、生物圏に与える人類の圧力は増加

傾向にある（下記参照）。第二に、絶滅の危機に瀕した種の分布は、人類の強い影響を受ける地

域でかろうじて生存を続ける、数百種の絶滅危惧種の分布に一致する。第三に、種の間の緊密な

生物圏相互作用が他の種さえも絶滅させる傾向にあること、すなわち絶滅がさらに絶滅を誘発す

る。同論文は、絶滅に瀕した種のすべてが同様の傾向に直面していると仮定した上で、そのうち

推計 23 万 7,000 個体群以上が 1900 年以降に絶滅したとしている。 

 

生物地球科学的特徴や種の絶滅の傾向は、自然資本の世界ストックの傾向と一致しています。

Managi and Kumar（2018）は 140 カ国における人工資本、人的資本および自然資本の 1992 年か

ら 2014 年までの会計価値を追跡しています27。同研究では、再生可能資源に含まれるのは森林資

源（木材ストック、非木材資源の一部）、漁業（ストックは過去の漁獲量から推計）、農業地

（農耕地、牧場）であり、非再生可能資源には化石燃料と一部の鉱物資源が含まれています。同

研究は、温室効果ガス排出による炭素の社会的費用（負の会計価格）を用いて、地球の気候変動

による将来の損失を計上しています〔ただし、自然資本には含まれていません〕。 

図 9 に示すのは、1992 年から 2014 年までの資本財 3 区分の世界全体の 1 人当たり会計価値の推

計値です。1 人当たり人工資本の価値は 2 倍に、1 人当たり人的資本は約 13%の増加がみられたの

に対し、1 人当たり自然資本ストックの価値は 40%近くも減少していることを示しています。 

 
 

 

出典：Managi and Kumar（2018） 
 

 
27 人工資本の価値は、公式の国民経済計算から得られたものである。データの制限により、自然資本は鉱物と化石燃料、農地、

木材の供給源である森林、漁業に限定されている。これらの評価には市場価格を用いた。人的資本の会計上の価値は、経済学者

が教育と健康を評価するために考案した方法に基づいている。 
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6 持続可能でない経済開発 
生物圏は再生可能な存在であるため、想像を膨らませて、それが魚たちが生息し、漁業が行われ

ている湖水域の巨大版と見なしてみるとわかりやすいでしょう（森林を想像してみるのもよいで

しょう）28。生息する魚が少ない時、湖は魚が増えるのに十分な栄養分を供給します。このため、

湖水域での漁場は再生可能資源と言えます。しかし、湖の規模には限界があり、限られた量の栄

養分しか供給できません。当初は魚の数も増えるでしょうが、魚の 1頭当たりの栄養分は減少しま

す。やがて魚の数は湖の環境容量で決まる規模に達し、その後は増減を繰り返します。漁業者が

現れると魚の数は減るでしょう。しかし、各期の漁獲量がある範囲内に収まっている限り、漁業

は継続できます。これが持続可能な漁場です。ところが、漁獲量が漁場の再生速度を上回り続け

たら、継続できなくなります。これが持続可能でない漁業です。 

生物圏は広さに限界があるため、提供する財やサービスのフローにも限界があるのです。人間の

活動は、上記の例の漁業者の活動になぞらえることができるかもしれませんが、漁業者と違って

人間は湖とともに存在する者で、外部の存在ではありません。人間は私たちが棲むの惑星（=地球）

から財・サービスを手に入れ、廃棄物をその地球に捨てます。物質は均衡が保たれなくてはなり

ません。ある一定期間に人間が地球から手に入れ、そして、廃棄物として地球に戻すものは、私

たちのエコロジカル・フットプリントとして知られています。したがってフットプリントは、私

たちが生物圏から収穫・採取する財・サービスだけでなく、生物圏が廃棄物を処理する速度も考

慮されることになります。ここで、供給、調整・保全、文化的サービスという生態系サービスす

べてが役割を果たします。エコロジカル・フットプリントを経済学者の用語を使い、人間の生物

圏に対する需要と呼ぶことができるかも知れません29。 

Ehrlich and Holdren（1971）の古典的論文では、インパクトという用語を使って、今私たちが「エ

コロジカル・フットプリント」や「需要」と呼んだものを指しています。同論文は、人類が生物

圏にもたらすインパクトを、人間の活動と、生物圏の財・サービス供給を活動に転換する効率性

に、分解しています。当然ながら人間の活動の尺度として世界 GDP を用い、技術の役割によって

（この論文の著者はそう言っているわけではありませんが、技術と並んで制度によっても）生物

圏の財・サービスを GDP に転換する効率性が決まるとしています。 

しかし、世界 GDP は人口規模と 1 人当たり世界 GDP を掛け算したものです。したがって 3 つの

要素を考慮することになります。つまり、人口規模、1 人当たり GDP、および生物圏の財・サー

ビスを GDP に転換する効率性、そして世界中の廃棄物によって生物圏が変容する程度（速度）で

す。これら要素はもちろん相互に独立したものでなく、いずれの場合にせよ、私たちの選択の結

果です。出生率は生活水準に影響を与え、影響を受けます。出生率と生活水準は、使用する技術

と制度に影響を与え、影響を受けます。ですが、それでもエコロジカル・フットプリントを 3要素

に分解するのは有益です。トレードオフの関係を明らかにできるからです。例えば、この要素分

解によれば、効率性の要素が一定の場合、人口規模と生活水準は反比例します。人間のエコロジ

カル・フットプリントを一定にしたいならば、世界人口が 2 倍になると 1 人当たり世界 GDP は半

減させる必要があります。 

人口は増加傾向にありますが、1 人当たり世界 GDP も増加しています。効率性も向上しています

が、人口と 1 人当たり GDP の増加の影響を打ち消すのに十分ではありません（Box 6）。図 10、

図 11 を見ると、人口も 1 人当たり GDP（図 8）も、GDP と同じように過去数世紀にわたって増

 
28 本章と次章は、A. Dasgupta and Dasgupta (2017)と Barrett et al. (2020)に基づいている。 
29 物質が均衡しなければならない（マテリアルバランス）というのは、Kneese, Ayres and d'Arge (1970)と Māler (1974)における

洞察である。本レビューでは、物質的なバランスの条件を利用して、経済生産高を無限に成長させることはできないことを示し

ている。この点については第 11 章で触れる。 
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加していることがわかります。産業革命の幕開けから徐々に増加し、1950 年代半ばからは自律的

に急増しています。 

 

 

出典：Maddison（2010）、UNPD（2019）、本レビューにおける算出 
 

 

出典：Our World in Data based on World Bank（2020a）、Maddison（2018）, Bolt et al.（2018）、本レビューにおける算出 

1750 年から世界の実質 GDP が成長していることを示した図 8 を見てください。図 8 は、効率性

要素が GDP の成長に追いついていないのであれば、世界のエコロジカル・フットプリント（つま

り人間のグローバル・インパクト）が増大していると解釈できます。ただし、フットプリントが

生物圏の自己再生能力を超えていると断言することはできません。この問題には Global Footprint 

Network（GFN）が大胆な研究プログラムで取り組んでいます。同研究は、私たちの生物圏需要量

の生物圏再生量に対する比は、1960 年代後半に 1 でしたが、2020 年には 1.6 に増加していると推

定しています（Wackernagel and Beyers, 2019; Lin et al. 2020）30。私たちの現在の需要量を持続

 
30 彼らの推定によると、以前はこの比率が 1 未満であった。比率を推定するために GFN が採用した方法は、彼らの年次刊行物に
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可能に満たすのに、1.6 個の地球が必要であるとたとえているのです。 

 

しかし、この正確な数値にはあまり意味がありません。重要なのは、この数十年間、需給ギャッ

プが拡大傾向にあり、人間がその需要増の流れを変えられない限り、今後もその傾向が続くこと

が、様々な調査でこれまでに得られた証拠（第 5 章および付録 1）からわかっています。Barrett et 

al.（2020）の用語を借り、世界のエコロジカル・フットプリントと生物圏の再生量のギャップを

インパクト不均等と呼ぶことにします（図 12）。 

健全な生物圏では、人間は妥当な功利主義に基づいて、生物圏を一部使って、自然の財・サービ

スを消費するだけでなく人工資本（道路、建物、機械、港湾）や人的資本（健康、教育、資質）

の蓄積に使うことを選択できます。このような行動こそが人間が数千年にわたって行ってきたこ

とであり、多くの人にとっての経済開発が意味してきたところでした31。持続可能な水準の需要を

満たせる生物圏の財・サービス供給能力をエコロジカル・フットプリントが下回っていた時には、

経済開発の正当な姿だったのです。 

現在、事情は異なります。 

 

 

インパクト不均等をインパクト均等に転換するために人間ができることは4つあります。下記を実

現する方法を見つけることです。 

①￼世界全体の 1 人当たり消費量を削減させること32 

② 世界人口を現水準から減少させること 

③ 生物圏が供給する財・サービスを世界総生産に転換し、廃棄物として生物圏に戻す一連

のプロセスの効率性を向上させること 

④ 保全・回復によって自然へ投資を行い、自然ストックと生物圏の再生率を高めること 

 

 
記載されている。Wackernagel and Beyers (2019)は、調査結果を専門用語を使わずに説明している。なお 2020 年の推定値（1.6）

は、世界中で COVID-19 によるロックダウンが発生して経済活動が低下したため、2019 年に比べて若干低くなったことに留意す

る必要がある。 
31 Barbier (2011) は、このプロセスの優れた歴史的説明である。 
32 説明を簡単にするために、世界の生産高と世界の消費高を同じにしている。 
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Box 6 はこれを定式化したものです。近年の経済体験に基づく実証結果を用い、SDGs を 2030 年

までに達成したい場合、生物圏の財・サービスを GDP に転換する効率性はどれくらい高くないと

ならないかを推定しています33。必要となる効率性の上昇は、直近で達成できた上昇率を大幅に上

回ることがわかりました34。供給サービスの使用で膨大な廃棄物（世界全体で原材料から最終消費

の過程での食料だけでも、なんと30%程度が捨てられています35）が発生するため、効率性向上の

余地はあります。また、自然サービスの使用に支払うさまざまな補助金に起因する廃棄物もあり

ます。生物圏の財・サービス（水、化石燃料など）の多くには負の価格がついているのです。世

界的に自然の補助金は年間 4～6兆米ドル、または世界 GDP の約 5～7%にのぼります（Box 9）。 

しかし、財・サービス消費の効率性を高めることで削減できる世界需要には限界があります（技

術進歩については第 12 章参照）。だからこそ、上記の大まかな推定から言えることは、私たちは

自然に投資し、成長や気候変動の経済学では注目されない 2つの問題にも同時に取り組まなくては

ならないのです。その 2 つとは、1 人当たり世界消費の削減（必要とされる再配分政策は大規模と

なるでしょう）と、大家族が当たり前の国と地域での人口転換の促進です。まずは、これらの軽

視されてきた 2 つの問題の理解を進めていきます（第 7～9 章）。 

 

Box 6 

インパクト不均等と国連の持続可能な開発目標（SDGs） 
 

人間の生物圏に対するグローバル・インパクトと生物圏の再生速度をそれぞれ I、G とする。I、

G はいずれも生物圏の財・サービスの会計価値で推定し、たとえば年間実質（国際）ドルなどで

表す。I は G と等しくある必要はない。先に述べた湖水域漁場の例えを引き続き使えば、両者の

違いは生物圏ストックの変化で自動的に調節されるからである。生物圏ストックを S とする。S 

の低下は生物圏の健康悪化と解釈できる。説明を明解にするため、すべての生態系を会計価格で

評価し、S を地球上の全生態系の会計価値の総和と考えよう。S はストックであり、実質（国

際）ドルで表す。湖水域漁場の例と同様、G は S によって決まるため G(S) と表す。ただし、S 

には上限があるため G にも上限がある。 

世界人口、1人当たり世界GDP、生物圏の財・サービスを人間が生産・消費する最終製品に転換

できる効率性の数量的指標をそれぞれ、N、y、α とする。このとき、世界 GDP は N と y を掛け

たものであるから、Ny と表す。同じ水準の GDP に対して、α が大きいほど人間の自然に対する

需要は小さくなる36。逆に、同じ水準の α に対して、Ny が大きいほど自然に対する需要は大き

くなる。このとき、I は Ny/α と表せるため、生物多様性の経済学の中心にある基本的な不等式

は、 

 
I = Ny/α > G(S) (1) 

 

となる。式(1)がグローバル・インパクトの不均等（図 12）である37。 

 
33 ボックス 6 には、このレビュー要約版の中で唯一の技術的な内容が含まれている。読者は、レビューの論点を見失わずに読み

飛ばすことも可能である。将来の社会生態学的な可能性について、数学的な議論がどのように定量的な理解を進めていくのかを

知りたい読者のために用意した。 
34 COVID-19 は、私たちの計算よりもさらに SDGs を後退させることが予想される。 
35 これは非常に大まかな推定値に過ぎず、生産のいくつかの段階では情報が不足している。FAO (2019)を参照。 
36 簡単な例として、家庭に二重窓を設置することが挙げられる。電気やガスへの依存度を減らしても同じ暖かさを享受できるた

め、α は増加する。 
37 式(1)の世界全体のインパクト Ny/α の式は、任意の α の値に対して、N と y は互いに逆の関係にあると考えることができる。こ

れは算術的には正しいが、この考え方は誤解を招く恐れがある。なぜなら、N と y は互いに独立したものではないためである。

人間には口だけでなく、手や脳もあります。レビュー（第 4 章*）では、完全な資本モデルを提示しており、そこから経済発展の

様々な段階における N と y の間の「トレードオフ」を推定することができる。Dasgupta and Dasgupta (2021)は、持続可能な開

発に合致する N と y の間のトレードオフを計算するために、このモデル上で展開できる簡単な方法を構築した。 
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図 10 および 11 は、Ny がこの数十年間、かつてない速度で増加していることを示している。一

方、図 9 は S がその間に減少していることを示している。MA（2005）および IPBES（2019）

は  G もこの数十年間に減少を続けていることを確認している。Global Footprint Network 

（GFN）は、I と G のギャップが過去数十年間に拡大しており、2019 年には G に対する I の比

率が 1.7 にまで上昇したことを明らかにした。この数十年間、I と G のギャップが拡大したこと

で S が減少した。今、ここで確認した現代経済の成長の推計値を考えると、国連 SDGs が 2030

年までに達成できるのかという疑問が生じる。 

簡単な計算をしてみよう。一定価格の世界 GDP が 1970 年から年平均成長率 3.4%で増加し続け

ると仮定する。Managi and Kumar（2018）は、世界全体の 1 人当たり自然資本の価値は 1992

年から 2014 年にかけて 40%減少したと推計している。これは年率 2.3%の減少率と換算できる
38。しかし、世界人口のこの期間の年増加率は約 1.1%であった。つまり、自然資本ストックの

価値 S は、年率（2.3ー1.1）% = 1.2% で減少した。G の関数形の推定はないため、ここでは G 

は S に比例すると単純に仮定しよう。つまり G も年率 1.2% で減少したとみなせる。既に見た

ように、GFN は I/G が 1970 年の 1 から 2019 年の 1.7 に増加したと推定したが、これは年率で

言えば 1.1%で増加したことになる。Ny、G 、および [Ny/α]/G の年変化率の推計値から、α が

1992 年～2014 年に年率 3.5%で増加したことがわかる。 

ここで、2030 年に Ny/α と G を均衡させたいとする。つまり、[Ny/α] の G に対する比率を 10 年

間で現在の 1.7 から 1 に下げることを考える。そのためには、G に対する Ny/α の比率が年平均

5.4%で下がらなくてはならない。Ny が年率 3.4%で成長を続け、G が同 1.2%で減少し続けると

仮定する（つまりこれまでの状態が続くと仮定する）。この場合、α の増加率はどの位必要とな

るか。答えは年率 10.0%である。α の増加率が歴史的に 3.5%であることを考えると、これは極

めて高い数字であり、SDGs を達成するためには別の政策を考慮しなくてはならないと言える。 

次に、現在から 2030 年まで Ny が一定とし、さらに生物圏の悪化率が年率 0.1%となるよう私た

ちの需要を制限する、極めて厳しい政策を導入すると仮定する。簡単な計算により、これに必要

な α の増加率は年率 （5.4＋0.1）% = 5.5% とわかる。これでさえ、この数十年間に年率 3.5%

で増加を続けたものをほぼ 60%引き上げなくてはならない。非常に荒い計算ではあるが、効率

性の向上だけでは今後 10 年間で I と G のギャップを縮めることはほとんど不可能だということ

は示していよう。 

インパクト不均等は、永続的な経済成長が長期的に見て可能と想像することが間違いであること

も指摘している。ここで重要なのは、熱を仕事に換える熱機関の効率を 100%にすることは理論

的に不可能だという点である。これを生物圏に当てはめて考えると、今後発生する廃棄物を転換

して、廃棄物同化サービスに対する需要がこれ以上なくなる状態にすることは、理論的にさえ不

可能ということである。もし可能ならば私たちは自然から離れられるということになってしま

う。この不可能性があるがために α には上限があり、私たちがどれだけ賢くなろうが、世界生産

量（Ny）にも上限が必要なのである。 

 
 
 
 
 
  

 
38 興味のある読者は、レビュー本編で、対応する Box の中の計算ステップを追っていただきたい。 
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7 富裕層と貧困層、消費、人口 

エコロジカル・フットプリントは所得でどれほど変化するのでしょうか39。図 13 は、高所得の国

ほどフットプリントが大きいこと、フットプリントは所得と比例するほどは増加しないというこ

とを示しています。私たちが生物圏に与えるインパクトは暮らしが豊かになるほど大きくなりま

すが、豊かになれば、生物圏の財・サービスを最終財・サービスの市場価値に転換する効率性も

向上するようです。ここに深刻なジレンマがあります。他の条件を一定にした場合、SDGs に込め

られた平等主義的な目標が、エコロジカル・フットプリントを削減するというグローバルな要請

と相反する可能性があるのです40。 

 

 

出典：2018 年の 1 人当たり GDP に関するデータ（1000 ドル、2017 年基準、国際ドル固定価格）は World Bank、1 人当たりエ

コロジカル・フットプリントの推計値は Global Footprint Network（単位：gha, グローバル・ヘクタール）および本レビューにお

ける算出 

 

世界銀行加盟国は 4 つの所得グループに分類されます。①高所得国（1 人当たり GDP の平均が

52,000PPP ドル）、②高中所得国（平均 17,500PPP ドル）、③低中所得国（平均 6,800PPP ド

ル）、④低所得国（平均 2,500 PPP ドル）。表 1 は所得、人口、合計特殊出生率（TFR）がこの

所得グループ間でどのように分布されているかを示したものです41。 

 
 
 
 
 

 
39 本章は、A. Dasgupta and Dasgupta (2017)に基づいている。 
40 これは図 13 からも確認できる。仮に、すべての国が世界の平均的な所得である約 16,000 

の国際ドルを得たとする。世界のエコロジカルフットプリントは、現在の所得分布におけるすべての国のフットプリントの合計

よりも大きくなります。 
41 地域の合計特殊出生率（TFR）とは、女性の生殖年齢（15〜49 歳とする）における 1 人当たりの平均出生数のことである。目

安として、ある地域の人口が長期的に一定となる出生率は 2.1 とされており、これが「人口置き換え水準出生率」である。 
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表 1  所得と人口の割合 

国(所得、PPP ドル) GDP(2019 年、兆) 世界 GDP に占め

る割合(%) 

世界人口に占め

る割合(%) 

合計特殊出生率
(TFR) 

高所得国 64 47 16 1.6 

上位中所得国 50 47 37 1.9 

下位中所得国 20 15 38 2.8 

低所得国 2 1 9 4.6 

出典：World Bank（2020a）.数字は丸めてあります。 

数字は意義深いものです。世界人口の 15%強が世界 GDP の 50%近くを生産する一方、10%弱が

1%を生産しています。世界の低所得国の大半はサブサハラ・アフリカにあります。同地域は世界

人口の 14%程度を占めていますが、その経済は世界の 3%をわずかに上回る程度です42。 Global 

Footprint Network の推計値は、サブサハラ・アフリカのエコロジカル・フットプリントは世界フ

ットプリントのわずか 6% にすぎないことを示しています。ですから、私たちが今日直面する地球

規模の環境問題の責任がサブサハラ・アフリカにあるはずはなく、その責任は真っ先に今日の高

所得国にあり、そして低中所得国や高中所得国の責任も次第に高まっています。 

 

8 インパクト不均等への取り組み－ 1. 世界消費 

世界の供給サービス、特に食料、木材、繊維、バイオ燃料、水の需要がこの数十年間で著しく増

加しています。これは、私たちの経済が究極的に依存している、生態系の調整・保全サービスの

供給能力に影響を与えてきました。例えば、農地は 1980 年から 2000 年の間に熱帯地方で 1 億ヘ

クタール以上増加しました。そのうち半分は、気候調整や土壌侵食防止を担う熱帯林を直接転換

したものです。海洋での漁獲量は 1950 年から 4 倍以上になりました。農作物、繊維、バイオ燃料、

木材、水、水産資源、養殖魚など供給サービスの現在使用量や将来予測データからは、これらに

ついても同じく需要が急増していることがわかります。自然が持続的に供給できる水準を超えず、

かつ人間の需要を満たし続けるには、消費や生産のあり方を根本的に再構築する必要があるでし

ょう。 

陸域の生物多様性減少の最大原因は食料生産です。しかし、人間には「同伴者」もいます。土地

は犬や猫などペット用飼料の生産にも使われます。世界の農作地の 0.8～1.2%がペットフードの生

産に使用されており、これは英国の国土のおよそ2倍にもなることが、ペットフード需要に関する

最近の調査結果で明らかになっています（Alexander et al. 2020）。しかし、それでも私たちの肉

食志向に及ぶものではありません。家畜生産は 2016年、世界で 32億 8,000万ヘクタール（67%）

の農地を占めています。この数字には家畜飼料の穀物生産が占める約 35%の土地は含まれていま

せん（Foley et al. 2011）。これを含めると、家畜生産に使われる農地の割合は 77%に達します43。

農地がかつては林地や森林、草地や灌木地、湿地や沼地であったことや、食料生産・消費に伴う

廃棄物の排出を考えると、供給サービス、とりわけ食料供給への私たちのニーズと、調整・保全

サービスへのニーズとの間に存在する緊張状態がいかに大きいかが見えてきます。 

 
  

 
42 これらの数字と表 1 の対応する数字との間に若干のずれがあるのは、サハラ以南のアフリカには低中所得国と高中所得国が一

握り存在するからである（例：南アフリカ、ケニア、ナミビア、ボツワナ）。 
43 Klein Goldewijk et al.（2017）と Poore and Nemecek（2018）を参照。 
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世界人口は増加し、持続可能な方法で十分な食料生産を行わなくてはならないという問題は益々

深刻化するでしょう。廃棄物量も問題です（Box 7）。先に触れたように、生産された食料のおよ

そ 3 分の 1 は失われるか（ロス）か廃棄されています（FAO, 2014, 2019）。世界人口の 10%以上

が毎晩空腹のまま眠りにつくのに、富裕者のところでは食品が本来よりも安い値段で売られてい

るのは皮肉では済まされない問題です。 

 

Box 7 

食料のロスと廃棄 

雇用率の低下を防ぐためには消費を促進させる意味で、短期的マクロ経済学は浪費を煽ってい

る。雇用は福祉を向上させることはわかっているので、生物圏を劣化させるような消費と雇用の

リンクを断ち切る必要がある（本レビュー第 11 章）。食料のロスや廃棄のフットプリントのう

ち、3つの主要項目は定量化できる。つまり、温室効果ガス（GHG）排出、土地への負荷、およ

び水への負荷である。いずれも生物多様性に影響を与える。消費されない食料の生産は環境への

影響が著しく高い。食料のムダや廃棄される食料の生産による GHG 排出量は全排出量の 8%に

のぼる。米国、中国に次いで世界第 3 位の二酸化炭素排出者である（Hanson and Mitchell, 

2017）。 

サプライチェーンにおける食料のロスや廃棄の規模は各国の状況で変わってくる。出荷、貯蔵、

輸送が難しい地域では、これらの段階でのロスが大きい。世界的に見て、食料のおよそ 3 分の 1

がロスか廃棄されている（FAO, 2019）。インドとカナダの国土を合わせた広さの土地が、消費

されない食料生産に使用されている。水産食品では、漁獲後のロスがとりわけ小規模漁業で深刻

だ。冷蔵設備に必要な電力へのアクセスが難しい地域を中心に、輸送と保管の段階で大量の魚が

失われる。漁獲後のロスは、2005 年において世界の漁業・養殖生産高の 10%と推定されていた

（Béné et al. 2007）。 

食料ロスと廃棄を減らして環境目標を達成するには、サプライチェーンのどの段階で食料廃棄が

発生するかだけでなく、廃棄される食料のフットプリントや各段階での廃棄削減の介入コストも

把握する必要がある。例えば土地フットプリント削減の場合、食料ロス・廃棄の土地フットプリ

ントの 60%は家畜生産によるものだから、動物性食料廃棄物の削減を目指した政策が必要にな

る。食料廃棄の大幅削減に成功した国もある。英国は 2015 年から 2018 年にかけて、食料廃棄

の 7%削減（48 万トン）に成功している。これは主に、食品小売業者とのパートナーシップや家

庭内での削減に取り組んだ結果である（WRAP, 2020）。しかし、世界的に見ると食料廃棄は依

然として膨大だ。 

 

9 インパクト不均等への取り組みー2. 世界人口 

世界人口は 20 世紀中頃以降に急増しました。医薬品や公衆衛生習慣が普及して死亡率が大幅に低

下した一方で、それに見合うだけの出生率の低下が見られなかったからです。表 1 は、富裕国ほ

ど出生率が低いことを示しています。この表は、出生率がサブサハラ・アフリカ諸国が大半を占

める低所得国で際立って高いことも示しています44。 

 
44 本章の以降の部分は、John Bongaarts、John Cleland、Aisha Dasgupta、Paul Ehrlich、Peter Raven との議論に負うところが

大きい。 
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2018年、サブサハラ・アフリカの女性は生涯で平均 4.7 人の子供を出産しました。世界平均は 2.4

人です。この世界平均でさえ、およそ 2.1 人の人口置換出生率を上回っています。 

 

南アジアの出生率は地域で大きく異なります。家族計画プログラムの任意参加を受け入れたバン

グラデシュでは現在 2 人をやや上回る程度であり、インドも 2.2 人まで下げることに成功しました

が、パキスタンは 3.5 人です45。一方、中国の出生率は 1.7 人です。 

ここで、世界のエコロジカル・フットプリントは人口の絶対数に依存することを思い出してくだ

さい。人口を一定に保てたとしても、他の条件を一定にした場合、人口規模が大きければフット

プリントも大きくなり、生物圏を劣化させる可能性があります。ですから、人口置換出生率は

「出生力転換」（高出生率から置換率への転換）の概念としては、人口学においてほど、生物多

様性の経済学においては重要ではないのです。生物多様性の経済学においては、人口置換出生率

に向かうかどうかより、それを下回る転換に注目する必要があります。表 1 に示す通り、グルー

プ全体としてみると高所得国や高中所得国にこの特徴がみられます。 

生物多様性の経済学では、人口統計学者による人口予測に着目する必要があります。国連による

2100年の世界人口予測中央値は109億人。95%の信頼区間で94～127億人です（UNPD, 2019）。

現在の 77 億人からの増分の 4 分の 3 以上がサブサハラ・アフリカでの増加で、同地域の 2100 年

の人口は現在の 11 億人から 38 億人、95%の信頼区間で 30～48 億人増加すると予測されています

（図 14）。しかし、同地域の所得を増加させるには、現在の世界平均所得（約 1 万 7,000 国際ド

ル）までの増加だったとしても、30 億近い人口増を考えると、地域生産を現在価格で今日の 4.3

兆国際ドルから約 68 兆国際ドルに増やさなくてはなりません。この生産増は、仮に可能だとして

も、この地域の生態系に悪影響を及ぼし、社会的衝突や地域内外に及ぶ人口移動の動きを活発化

させる可能性が高いと思われます（Juma, 2019）。 

国連人口部(UNPD）とは別の人口予測もあります。Vollset et al.（2020）は UNPD（2019）の仮

定とはかなり異なる 2 つの仮定を設け、2100 年の世界人口予測を行っています。仮定とは、①出

生力転換が既に進んだ国の出生率がさらに急激に低下する、②低所得国の出生率がより早く低下

する、の 2つです。この研究によると、2100年の世界人口予測の中央値は 88億人、95%の信頼区

間で 68～118 億人です。サブサハラ・アフリカの人口は現在の 11 億人から約 20 億人の増加、

UNPD（2019）の予測中央値から 7億人ほど少ない値です。2100年の世界人口中央値が 88億人と

いう予測は、UNPD の 95%信頼区間の下限値 94 億人よりも少なかったため、メディアの注目を集

めました。 

実は、2 つの世界人口予測の違いが顕著になるのは 2070 年以降のことで、それまでは両者の差は

5%未満です46。この点は、2100 年時点の差よりもずっと重要です。自然は、自然に対する人間の

需要に反応するものであり、需要の変化率や、変化率のそのまた変化率を計算しているわけでは

ありません。生態系が生産性を失う状態にティッピングして（陥って）しまえば、通常は元に戻

すことはできません（例外的状況では可能ですが、莫大なコストが発生します）。2070 年までに

プラネタリー・バウンダリーの項目をあといくつかを超えてしまう（付録 1）と、2100 年の世界

人口予測の差はほとんど関係なくなるでしょう。 

 
45 1970 年（パキスタンが 2 つの国に分割される前）の合計特殊出生率は、バングラデシュで 6.9、パキスタンで 6.6 と、バング

ラデシュ、パキスタンともに高かった。2000 年に、バングラデシュでは 3.2 に低下したが、パキスタンでは 5.0 であった（A. 

Dasgupta, 2020）。バングラデシュにおける出生率の低下に家族計画が果たした役割については、レビュー本編（第 9 章）を参

照のこと。 
46 この点を明確にしてくれた国連人口部の Patrick Gerland 氏に感謝する。 



第 1 部：現状とその背景 

31 生物多様性の経済学：ダスグプタ・レビュー - 要約版 
 

SDGs は人口にあまり触れていません。しかし（自然に対する私たちの需要において人口の役割が

大きいことを考えると）、目標年を 2030 年から 10 年以上先延ばししたとしても、人口問題に取

り組まずして SDGs が持続可能とは考えにくいです。 

 

産業革命前に比べて世界的平均気温の上昇を 2℃に抑える目標は、人口増を大幅に抑制しない限り

不可能だという指摘もあります（O’Neill et al. 2010）。にもかかわらず、直近 2015 年の気候変動

に関するパリ協定でさえ、人口のことにも、世界の貧困層の女性の多くに家族計画に関する制度

が行き渡っていないことにも言及していません。現在、EU からアフリカに向かう国際援助で家族

計画に関するものは 1%未満です。Box 8 は家族計画へのニーズがいかに満たされていないかを明

確に示しています。 

 
 

 

出典：UNPD（2019） 
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Box 8 

家族計画とリプロダクティブ・ヘルス（性と生殖に関する健康） 

女性の教育は、出産の選択も含め、女性のエンパワーメントへの最も確実な道であると長年、開

発の専門家は考えてきた。女性のエンパワーメントにおける女性教育の重要性はすべての政府が

認識しているが、今日でさえ低所得国の 15～24 歳の女性の非識字率は約 30%にのぼる（World 

Bank, 2020a）。しかし、家族計画やリプロダクティブ・ヘルスのプログラムは、低所得国の政

府にも手が届く政策である。こうした計画は政府が女性のエンパワーメントに取り組む有効な方

法なのだが（今風に言うと「容易に達成できる目標」）、開発アジェンダにおける優先順位は低

いままである。これは逆説的である。 

東アジアやラテンアメリカの国々は 1960 年代から 80 年代、避妊具やサービスへの助成金に対

するアクセスを提供することで家族計画やリプロダクティブ・ヘルス計画を推進し、出生率減少

を加速させることに成功した。Cleland et al.（2006）の推定によれば、こうした計画を高出生率

諸国で推進することで妊産婦死亡の 30%以上、子供の死亡の 10%近くを回避することができた

可能性がある。このような計画の内容と範囲を積極的に拡大すべきことの根拠として、避妊を望

んでいるにもかかわらず現代的な避妊方法を使っていないと回答している女性が途上国、主に低

所得国に 2 億 1,500 万人以上いることにもよる。こうした女性のうち、1 億 5,000 万人以上が避

妊手段を持たず、およそ 6,500 万人が伝統的な避妊法に頼るのみだ（UNPD 2020）。

Guttmacher Institute（2020）は低所得国および中所得国には毎年約 1億 1,000万件の望まない妊

娠があると推定する。同研究所はまた、途上国で満たされていない現代的避妊ニーズがすべて満

たされた場合、望まない妊娠の 70%近く、数にして年間約 3,500万件が減少するだろうとしてい

る。満たされていない避妊ニーズが満たされると、妊産婦死亡も 70,000 件減少する。望まない

妊娠の多くは中絶に至るが、その多くが安全でない条件下で行われている。 

避妊具の使用は、望まない妊娠を減らすだけでなく、妊娠間隔を拡げ、教育機会を増やすこと

で、女性自身や子供の健康を高めることにもなる。ガットマッチャーインスティテュート

（2020）の推計では、低所得国および中所得国で毎年 250 万人以上の新生児が生後 1 カ月以内

に死亡している。コミュニティに根差した現代的な家族計画やリプロダクティブ・ヘルスのプロ

グラムは、女性が自分自身の命を管理し、健康な乳幼児を出産する可能性を高める手段となる。

現代的な家族計画やリプロダクティブ・ヘルス計画の効果が高いというならば、一方でそのコス

トは低い。ある推計（Guttmacher Institute, 2020）では、発展途上国における現代的避妊に対す

る女性のニーズを満たすサービスの拡充に要するコストは 1 人当たり 1 年に 2 米ドル以下だとい

う。出生率転換への道として、コミュニティに根差した現代的な家族計画やリプロダクティブ・

ヘルスのプログラムへの投資は、今や不可欠とみなされるべきである47。 

 

10  環境外部性 

私たちはなぜ、どうやってここまで過度に生物圏に対する需要を拡げるようになったのでしょう

か。環境経済学者が近年研究を重ねてきた説明の一つは、私たちの近視眼的な考え方と、自分の

ためになる行動を選択する能力の欠如です。行動心理学の研究では、世界を理解する上で、そし

て消費する財や取ろうとするリスクなど、個人が選択を行う上で系統的バイアスが存在すること

が確認されています（Box 11）。 

こうした研究結果は参考にはなりますが、私たちのオーバーシュート（超過利用状態）がこの数

十年間でこれほどまでに加速して、生物圏の一部は生産力を失う状態に転換（ティッピング）し

 
47 家族計画サービスが貧困世帯にもたらす利益を報告した多くの出版物のうち、特に Cleland et al.（2006）、Bongaarts（2011, 

2016）、Miller and Babiarz（2016）、Guttmacher Institute（2020）を参照。 
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てしまい、別の一部はおそらく生産力を失った状態になる転換点からそう遠くないほどのところ

にあるほどになってしまった理由を説明するには十分ではありません（付録 1）。整理して考える

ため、人間は賢く、論理的に考える能力があるとします。そこで問題は、なぜ個人レベルで良く

考えた上での選択であるにもかかわらず、深刻な集団的失敗に至ってしまう可能性があるのか、

ということです。答えを見つけるため、不調和を生む生物圏の特徴を見てみます。 

先に記したとおり、移動性、不可視性、無音は、調整・維持サービスに広く見られる特徴です。

これらの特徴により、誰かが調整・保全サービスを使用したことについて観察したり検証するこ

とや、あるいは誰かがおそらくうっかりとこれらサービスを劣化させる行為を行ったことを観察

し検証することが困難なのです。だから、自然プロセスの所有権を定義するのも難しければ、た

とえ権利を設定したとしても、執行するのも難しい。ここで所有権とは、私権だけでなく集団的

権利（例えばコミュニティの権利や国家の権利）も含まれます。所有権が定義できたとしてもそ

れを社会が尊重できないと、外部性を引き起こします。「外部性」とは、1 人または複数による行

動が将来世代を含む他者に及ぼす、考慮されていない影響です。「考慮されていない」という修

飾語句は、影響を受ける人を事前に関与させることなく、または未来の人々に対する十分な考慮

なく、問題となっている影響が発生するという意味です。私たちがここで注目する「環境外部性」

はあらゆるところで見られます。生物圏サービスの多くは支払いを求められることがないからで

す。 

タダで使えるので、需要が過剰になる。すなわち、私たちの集団利益以上に求めるのです。Box 9 

ではさらに、生態系の財・サービスには、ゼロ価格ではなく、負の価格が付くものも存在するこ

とを確認します。簡単に言えば、生物圏を搾取すれば「もうかる」ということです。これには政

府補助金にも原因の一端があります。 

 
 

Box 9 

自然補助金 

世界のほとんどの政府は、生物圏を守る以上に、人々にお金を払って生物圏を使うようにするこ

とで、負の環境外部性を増幅させている。こうした補助金は悪い補助金と呼ばれてきた。農業、

水、化石燃料、漁業、エネルギー、肥料への補助金が代表例である。こうした補助金は生物圏の

過剰な搾取や収穫を促進する。自然の搾取につながる政府補助金の規模は膨大だ。最近の推定に

よると、生物多様性に有害な直接補助金の額は年間 5,000 億米ドルにのぼり、環境外部性を考慮

すれば補助金総額はさらに増え、少なく見積もっても年間 4 兆から 6 兆米ドル程度が上記セクタ

ーに交付されている（OECD, 2017b; Andres et al. 2019; Coady et al. 2019）。こうした数字をみ

ると、生物圏の保全や回復、持続可能な使用に充てられる税支出の規模が小さくみえる。例え

ば、生物多様性の保全および持続可能な使用に関する国内財政の世界総額は年間約 680億米ドル

である（OECD, 2020）。生物多様性に対する財政フローの総額は年間推定で 780 億から 1,430

億米ドル（2019 年の世界の名目 GDP の 0.1%程度に相当）である48（レビュー本編第 8、20

章）。 

 

外部性には2つのタイプ、一方的なものと相互的なものを対比させるとよいかもしれません。まず

これらの外部性を紹介した上で、外部性を減らすために社会が作ってきたさまざまな種類の制度

を検討します（第 11～13 章）。 
 

 
48 Deutz et al. (2020) と OECD (2020)を参照。 
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10.1 一方的外部性 

ある行為者（の集団）が他の行為者（の集団）に対し、考慮されていない損害または便益を与え

るとき、外部性は一方的であると言います。ある企業が有害化学物質を水路に放出するのが、一

方的外部性の一例です。また、一方的便益の一例として、川の上流の土地所有者が管理している

森林によって下流域住民が地すべりから守られている場合があります。 

一方的外部性の最も分かりやすい例として、将来世代の関わりがあります。説明のため、私たち

の消費水準によって、将来世代に何を残せるかが決まることを考えてみましょう。子供に遺す貯

蓄はその人自身に決める権利があり、いずれにせよこの問題には、両親が答えるのが立場上、最

も良いと考えるのが通例です49。 考え方としては次のような流れになります：人は自分の子供を

大切にし、その子供たちも将来は孫たちを大切にすることがわかっており、孫たちもひ孫たちを

大切にするだろうことがわかっている、という具合です。回帰的に推理すれば、思いやりのある

親であれば、その子孫すべてを大切にするでしょう。ですから、親がどのくらい子供たちに遺す

かを考えるとき、子孫全ての福祉を考えているのです。自由で公正な市場に自主的に参加すれば、

親は自らの資源に頼りつつも、このように子孫まで大切に思う気持ちを表現できるでしょう。 

こうした考え方の問題の一つ（他にも問題はありますが）は、例え親がその子孫の福祉を内部化

することができたとしても、他の親とその子孫たちに与える正や負の外部性は考慮しないだろう

 
49 もちろん、この議論には例外があり、教育への投資もその一つである。 
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ということです。生物圏の調整・保全サービスの多くが無料であるため、私たち一人ひとりに

（無意識にかもしれませんが）、人類全体にとってよいことという観点からみると過剰にサービ

スを搾取してしまう衝動が生まれます50。その結果、私たちが協力して決めるとしたらあり得ない

ほど、子孫の便益を割り引いてしまうのです。ですから、市場の割引率は高すぎるということに

なります。これに対して、しばしば社会的割引率と言われる、会計価格に対応する利子率は低く

なります。経済学者は、自然資本に適切な所有権が存在しないことがこの問題の原因だと指摘し

ています。 

 

10.2 相互的外部性 

相互的外部性では、集団の一人ひとりがその他すべての構成員に、考慮されていない損害や便益

を与えます。その集団には、一村落ほどの小さいものから全世界ほどの大きなものまであります。

相互的損害の例としては、各家庭からの二酸化炭素排出や私たちの活動がもたらす生物多様性の

減少などがあります。相互的便益はその裏返しで、世界の国々が二酸化炭素排出削減や生物多様

性損失の阻止に向けた目標を実現したときに発生します。有名なことですが、Gordon（1954）は、

皆に属している資産は誰の資産でもないと述べました。さらに有名なことですが、Hardin（1968）

は「コモンズ(共有地)の悲劇」という表現を使い、自由にアクセスできる資源に何が起こり得るか

を説明しています。使用者は料金が課せられたり使用が制限されたりしないため、誰もが過剰に

使ってしまいます51。これは単なる市場の失敗ではなく、明らかに制度の失敗です。二酸化炭素排

出削減に関して取り決めた公約の遵守を確実にする方法に関して各国政府が合意できないのは、

国際的ガバナンスが失敗しているからです。市場の失敗ではありません。 

気候変動や生物多様性減少で見込まれる損失を減らすことは、公共財の生産に似ています。公共

財は非競合的（ある集団が何らかの公共財を使用しても、その他の人々が入手可能な量に影響を

与えない）、かつ非排除的（その財へのアクセスから誰も排除されない）です。個人が自力で公

共財を供給するようなインセンティブを与える役割を市場に期待することは、ほぼできません。

公共財の供給から得られる便益はすべての人で共有されますが、その生産コストはすべて供給者

が負担することになるからです。まさに「フリーライディング（ただ乗り）」という用語があら

わす現象そのものです。だからこそ経済学者は、政府が汚染税、自然資源採取料、さらには禁止

令といった政策（保護区の設定、決まった数量の排出取引許可証の発行など）を導入して、有害

な外部性を削減するよう主張するのです。 

世界的に見ると、公共財は例えば気候システムに組み込まれた調整・維持サービスのようなもの

です。こうした公共財を供給する生態系にはさまざまあり、その供給能力の向上にはそれぞれに

適した方法が必要です。世界の熱帯雨林は、一連の世界的公共財ですが、各国の管轄地域にある

と考えてみます。すると、熱帯雨林は一方的外部性を生じさせます。世界の熱帯雨林の保全を考

えるのであれば、国際社会は熱帯雨林のある国々に支払う覚悟をすべきでしょう。反対に、200 海

里排他的経済水域の外部にある、世界中の海洋は世界的公共財ですが、アクセスが自由な資源な

ので、相互的外部性を生じさせます。ですから、海洋保全は国際的にコントロールすべきなので

す（海洋漁業や海洋輸送への国際税、保護区の拡大など）。これら 2つのケースの公共財源はそれ

ぞれ異なりますが、相互に関連づけることはできます。国際漁業や海洋輸送からの歳入は例えば、

熱帯雨林保全に対する国際的支払いに部分的でも充当することができるかもしれません。第 2部で

 
50 人類学者は、子供たちが食事をする速さは、一人一人の皿から食べるときよりも、共通の皿から食べるときのほうが速いこと

を観察している。 
51 自由な資源をすぐに枯渇させないのは、採取には私的コストがかかるためである。これについては、Dasgupta, Mitra, and 

Sorger (2019)を参照。 
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は、生物圏ひいては私たちの繁栄と福祉を守る取組み、グローバル・マーシャルプランの考え方

を探ります。 

 

Box 10 

外部性と権利 

伝統的に所有権の設定および保護は外部性経済学の中心であるにもかかわらず、権利の考え方は

経済学ではぎこちなく感じられる52。人類の福祉を追求する手段として人や組織に付与される権

利ではなく、基本的権利についての話である。しかし基本的権利でさえ、正当化が必要である。

生物多様性経済学のその他の分野と同様、行動の是非を判断したいならば、トレードオフとなる

ものを比較する必要がある。権利の考え方は、このような複雑性をすっ飛ばしてしまう。 

権利が衝突すると思われる、最も驚くべきかつデリケートな分野はリプロダクションである。

1994 年の国際人口開発会議において、家族計画およびリプロダクティブ・ヘルスの分野におけ

る権利という文言が再確認された。同会議は以下のような結論に至っている。 

「リプロダクティブ・ライツは、（中略）すべてのカップルと個人が自分たちの子どもの数、出

産間隔、ならびに出産するタイミングを責任を持って自由に決定でき、そのための情報と手段を

得られるという基本的権利、ならびに最高水準の性に関する健康およびリプロダクティブ・ヘル

スを得る権利に基づいている。」（UNFPA, 1995、第 7 章第 3 項）53 

「責任を持って」という修飾語句は、リプロダクティブに関する意思決定により生じるかもしれ

ない負の環境外部性についてカップルに考慮するよう求めると解釈できるかもしれないが、これ

は拡大解釈というべきものであろう。 

確かに、この国連宣言を支持する論文では、上述の一節やその意図をより狭義に解釈している。

例えば、「子供を持つかどうか、またいつ、いかに、何人の子供を出産するかを自由に決定す

る」という個人の基本的権利は「家族計画 2020」のビジョンと目標の中心に据えられている

（FP2020）。また、国連の持続可能な開発目標（SDGs）のリプロダクティブ・ヘルス指標に

おいても中枢を担っている。SDGs のビジョンにおいては、家族計画およびリプロダクティブ・

ヘルスに関する情報やその他のサービスは、家族の規模を決めるのと同じく権利である。しか

し、これら二つの権利が同等の効力を持つかは明らかでない。 

権利は問答無用であり、だからこそ問題を含む。この問題を克服する方法の一つは、さまざまな

権利をヒエラルキー状に並べることだ。これこそが、Rawls（1971）が正義の原則の枠組みを作

ったときに達した有名な結論である54。しかし、個人の行動に伴う負の外部性に注目するのであ

れば、誰の権利が優先されるかは全く明らかでない。だからこそ、権利という考え方は生物多様

性経済学の文脈ではぎこちない位置づけなのである。インパクト不均等が存在、それも強く存在

する世界において、私たちが生物圏に与えるインパクトを抑制すべきと主張するとき、将来世代

の権利を主張するのが合理的なように思える。例えば、Sen（1982: 346）は持続的な汚染物質

を抑圧の道具に例え、「長く続く汚染は、将来世代に対する一種の数値化できる抑圧である」と

述べている。 しかし、追加的出産が残留性汚染物質の排出をさらに増やすと考えられるのであ

れば、カップルの生殖の権利が、なぜ将来の人々が抑圧されない権利よりも優先されるのか？こ

 
52 この Box の内容は、A. Dasgupta and Dasgupta (2017)から引用している。 
53 道徳哲学者は、家族計画プログラムの評価には、プログラムのおかげで生きられなくなる人生の質を含めるべきだと主張する

だろう。私たちは、思慮深い親が子孫の潜在的な福祉や、再帰的には自分の家系の福祉を考慮して、自分たちが希望する子供の

数に達すると仮定することで、こうした難しい問題を回避している。この問題と人口倫理の関連事項については、Dasgupta 

(2019)を参照。 
54 これに対して、国連の人権宣言の 30 か条にヒエラルキーはない。Blackburn (2001) は、国連宣言を用いて、権利に基づく倫理

に内在する弱点を示している。 
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れは、リプロダクティブ・ライツの考え方が見落としている倫理的ジレンマである55。 

 

 

11 社会に埋め込まれた好み 
前章では物質世界で外部性が働いていることを示しました。実は、外部性はそれよりも大きな空

間に埋め込まれているものです。社会的世界は物質環境と同じぐらい強力に外部性をもたらし得

るのです。外部性が社会的世界に現れるよくある形は、私たちの関係性が好みや欲求にどう影響

を与えるかというものです。これが、持続可能な開発への転換は、懸念されているほど人的コス

トをかけずに達成可能だとする予測の根拠になっています。 

政府省庁が使う経済モデルでは、人間は利己主義的に行動するものとされています。行動のいく

つかの側面では確かにそのとおりですが、別の側面では私たちは社会に埋め込まれており、他者

を見て行動します。動機もさまざまです。生活のある部分では競争的であり、また、別のある部

分では同調的です。人間の生来の社会性が認識されないと、生物多様性経済学は依然として深刻

なほど不完全であり、人間の社会的内包性が無視されていては、情報が不十分なまま政策が実施

されてしまいます56。消費活動を中心に人間関係が構築、維持されることは、歴史学者や人類学者

が伝統的社会の研究において繰り返し唱えてきたことです。特別な出来事を記念する行事（誕生、

成人、死、収穫、春の復活祭）は研究者が幾度も取り組んできたテーマです。ホメロスやビヤー

サの叙事詩にもそれが溢れています。『オデュッセイア』では、肉を焼き、切り分け、会食し、

ワインを飲むくだりが出てこない章はないほどです。『マハーバーラタ』では、神への捧げもの

の印や、王国の首都建設のお祝いに、王が一族や客人を贅の限りを尽くしてもてなす様子が、こ

とあるごとに描写されています。 

消費を研究対象にする歴史学者であれば、集団で食事する人々の行為は、あらゆる地域社会にと

っても際立った特徴の一つであり、太古の昔から饗宴が社会を結びつけてきたということを理解

しているでしょう。現代の歴史学者が理解しようとしてきたのは、世帯単位を越えた会食が一般

の人々に普及した社会変化についてです。叙事詩で描かれる饗宴は貴族だけが興じたもので、普

通の人々がどのように特別な行事を祝ったかについては何も伝えていません。一方、現代の歴史

学者は、中世後期や近世初期以降、西洋社会の一般的な発展の過程で、小旅館やカフェやレスト

ランが増加したことを理解するのに苦心しています。 

今のところ、社会に埋め込まれた好みについては、主に歴史学者、社会学者そして社会・行動心

理学者によって解明されています。社会歴史学者からは、好みの形成と消費習慣が時間とともに

どう形成されてきたかについてのストーリーが研究成果として得られています（Trentmann, 2012, 

2016）。また、大規模調査で回答された幸福や生活満足度からは、他者と比べた場合の自分の立

ち位置が重要であることが確認されています（本レビュー第 11 章）。 

競争的選好の古典的研究に Veblen（1925）がありますが、アメリカで豪商が台頭した 19 世紀の

金ぴか時代を理解するために「顕示的消費」を提唱しました。「消費者主義」という用語が侮蔑

的な意味合いを持つように、消費パターンの競争的選好が社会的に過剰な消費を生むことは、広

く知られています。消費体験を求めて参加してしまう激しい競争（「ラットレース」）の力に

人々は気付いています。お隣の「ジョーンズ家」に負けじと消費するのもよくある言い回しです。

一方で。競争は、エネルギー効率のより良い家電や電気自動車の需要など、生物圏劣化を軽減す

 
55 明らかに例外的な状況では、政府は権利のヒエラルキーを作ることでジレンマを解決する。現在の COVID-19 パンデミックで

は、多くの政府が、マスクをしたり友人と安全な距離を保ったりすることで、他人から感染しない権利は、個人の好きなように

する権利に勝ると主張しています。 
56 他人が私たちに影響を与え、私たちが他人に影響を与える方法についての現代的な古典として、Cialdini（1984）がある。 
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る消費を促すこともあります。 

同調的な好みは競争性とは別のものです。他者より上でも下でもなく、同じでありたいという欲

求を反映しています。同調性も過剰消費を促すことがありますが、それは他者が浪費家であるか

らそうなるのです。ですから、浪費の背景に競争性と同調性のどちらがあるかを実証するのは難

しいかもしれません。それでも、同調性は競争性とは別物です。なぜなら、私たちに同調性があ

るとすると、他者が倹約家であれば自分の消費習慣も倹約的になるからです。同調性の下では、

浪費も倹約もそれ自身がその傾向を強める特徴を持ちます。よって、同調的な社会で生まれる行

動パターンには、不確定性があると言えます。この不確定性により、欧米の富裕国の消費パター

ンは浪費的であるとか、さらに悪くは、欧米の富裕国が生物多様性を損ない、その結果、富と福

祉も害しているという一般的な考え方、私たちの慣習が社会的に有害な方向に進化してきたとす

る考えが、あたかも事実のように受け止められるのです。しかし、不確定性は希望も与えてくれ

ます。生物圏を損なう消費の削減は、人が消費のあらゆる面で利己主義的であるような世界に比

べて、心理的な負荷をはるかにかけずに済むかもしれないからです。 

生殖に関する慣習も個人の希望や欲求に影響を受けるだけでなく、社会的習慣にも影響を受けま

す。生殖行動が同調的となるのは、ある世帯が望む家族の大きさが、コミュニティや、その世帯

と接点があるより広い世界の平均的家族規模と一致するときです。他の世帯すべてが大家族を目

指しているのに、自分たちだけその習慣から逸脱したい世帯はないでしょう。他の世帯すべてが

子作りを控えているとしたら、どの世帯も同じように控えることを望むでしょう。したがって社

会は、高出生率と低生活水準を特徴とする、自動的に持続する行動様式に埋め込まれる可能性が

ありますが、一方で、低出生率とより高い生活水準を特徴とする、誰もが望むような、自動的に

持続する行動様式も潜在的にありうるのです（Dasgupta and Dasgupta, 2017）。 

 

 

ケニア農村部における避妊具の使用に関する研究では、社会的ネットワークが強く、市場経済が

未発達なコミュニティにおいては、女性が自分のネットワークで避妊具使用率が低いと、自らも

使わない傾向が高く、逆に使用率が高いと自らも使う傾向が高いことが明らかにされています

（Kohler, Behrman, and Watkins, 2001）。バングラデシュにおける避妊理解に関する最近の分析
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でもこの考え方は支持されています（Munshi and Myaux, 2006）。この研究は、コミュニティは

同じだが宗教グループは異なる女性を対象に実施されました。この研究は、教育、年齢、資産な

ど個人差の影響を排除しても、避妊具の使用に関する女性の選択が、自らの宗教グループの他の

女性でよく選択されているものに強く依存し、他の宗教グループに属する女性によくみられる選

択には左右されなかったことを明らかにしました。コミュニティ内で避妊および生殖に関する議

論を促進する家族計画プログラムによって、女性が自らの選択を決定し、協調できるようになり、

エンパワーされます。 

 
 

Box 11 

行動バイアス 

行動心理学者らは長年、私たちの選択が陥りやすい系統的バイアスの数々を明らかにしてきた。

このバイアスそのものは社会に埋め込まれた好みを反映しておらず、単に情報を吸収し、それに

反応する際のバイアスをいう。例えば、選択肢の組み立て方（フレーミング）は、私たちが選択

するものに影響を与えるため、初期設定（デフォルト・オプション）は行動変容に強い影響を持

ち得る。これは「ナッジ（そっとひと押しする）」と呼ばれる（Thaler and Sunstein, 2008）。 

グリーンエネルギー供給会社を利用したいと人々は言うが、実際そうする人はほとんどいないこ

とが研究でわかっている（Reisch and Sunstein, 2016）。約 4 万世帯を対象にした調査による

と、グリーンエネルギー供給をデフォルト・オプションに設定してあると、対象世帯の 69%が

グリーンエネルギーを選択したのに対し、それがデフォルト・オプションでない場合は、7%に

過ぎなかった（Ebeling and Lotz, 2015）。別の例として、今日では、ホテルで、バスルームタ

オルの交換を毎日行わなくてよいとするデフォルト・オプションを宿泊客に提供することがあた

り前になっている。 

特定の選択を行ってもらうよう相手をナッジ（そっとひと押し）するには、人々が意思決定をす

る環境を変えることでも実現できる。ナッジには、対象物や介入手段の大きさ、入手可能性、位

置など、物理的環境に存在する「きっかけ」も含まれる。例えば、健康的なベジタリアン食がカ

フェのメニューに多く含まれていると、カロリー消費量も肉の消費量も減少することが研究で明

らかになっている（Pechey et al. 2019）57。 

 

12 技術と制度 

技術と制度はともに、生物圏が供給する財・サービスを最終財に転換するときの効率性に影響を

与えます。また、生物圏が財・サービスを持続可能な方法で供給する能力にも影響を与えます

（バイオエンジニアリングなど）。 

 

 

 
57 今日、非合理的な行動に見えるものは、遠い祖先が直面した問題に対する合理的な反応にルーツがあるのかもしれない。人間

が貯蓄行動に用いることが知られている、時間変化する割引率を理解するこうした考え方については、Dasgupta and Maskin 

(2005)を参照。 
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12.1 相乗効果と不調和 

制度と技術が相互に影響を与えることは、一般的な知見です。制度は、人があることを行うイン

センティブを明らかにし、インセンティブは生産、普及、知識の活用を形作ります。人命を救う

ような技術に積極投資し、その技術を実用化する国は、社会をより良く変えることができます。

同様に、技術的可能性が制度を形作ります。自然資本の地理的広がりを地図化し、自然資本の利

用状況をモニタリングする方法が進歩することは、所有権の執行を後押しする可能性があります。

制度と技術が相互に良い影響を与えた例は、歴史的にもたくさんあります。 

また、制度と技術は、少なくとも部分的には相互の欠点を補うよう整備できることも広く知られ

ています。生物圏劣化は制度的失敗によるとされることが多いものの、人々はしばしば科学と技

術の進歩で何とかなると期待を寄せます。気候変動の経済学は、化石燃料の代替として安価な再

生可能エネルギー源の開発に注力し、支援してきました。難分解性汚染物質を分解性廃棄物に置

き換えたり、エネルギー産業の脱炭素化を促進するような自然保全型技術は、生物圏の財・サー

ビスを最終財に転換するときの効率性を向上させ得る方法の一つです。所有権の特徴や執行を改

善するような制度の変化は、効率性を向上させうるもう一つの方法です。生態系の保全を目的と

した保護区域の設置、汚染税の導入や汚染の完全禁止、自然資源採取や農業生産への補助金の撤

廃などは、公共政策で実施できる制度変化の一つです。食品廃棄削減につながる行動規範の変化

もこれらに加えることができます（第 19 章）。 

しかし、問題があります。企業が技術開発を行うインセンティブは、今ある所有権制度によって

形作られます。企業は当然ながら、高価な生産要素（安価な生産要素ではない）の必要性を減ら

すような技術革新を行おうとします。そう考えると、現代技術が生物圏の財・サービスを貪欲に

使っていることも驚くことではありません。それらの多くは、無料、もしくは価格がマイナスの

ことさえあるからです。戦後に、ソナー技術の開発と漁獲技術の進歩が著しく見られたのは、各

国の管轄外の海洋漁業が無料だからです。（チェーンソーのように）現代技術を使い放題に熱帯

雨林が伐採できたたのは、政府がそのような行為を安価で許可してきたからです。いずれの環境

破壊も制度の失敗がなければ防げたかもしれません。技術それ自体に良し悪しはありません。 

技術の使われ方こそが、生物圏の財・サービスを最終財に転換する効率性に影響を与えるのです。 

 

Box 12 

遺伝子組み換え作物 

生態系が作物を供給する能力を変えることで、限界耕作地の利用、作物の病原体への耐性、既存

農地の収穫量増大および栄養価の上昇が可能になる。食料ニーズが増大する世界における遺伝子

組み換え作物の重要性については、英国ナフィールド生命倫理審議会 (Nuffield Council on 

Bioethics)のような高名な研究機関も肯定し続けているが（NCB, 2003）、依然として論争の的

となっている58。 

古典的な遺伝子組み換えや、より新しく高速かつ正確な CRISPR/Cas9 によるゲノム編集技術が

作物に望ましい特徴をもたらしているとする事例はいくつもある。遺伝子工学による変換作物の

重要な一例はコメに関するものである。コメの一次代謝を改変することで収穫量が飛躍的に増大

する（C4 米）。コメは世界のカロリー摂取の約 20%を占めるため、生産効率向上は広い範囲で

 
58 Zilberman, Holland, and Trilnick (2018)は、優れた要約である。 
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影響が及ぶ（Elert, 2014）。植物は C3または C4モジュールを使った光合成を行うことができる

が、C4 経路のほうがはるかに効率的だ。現在、C3 光合成を使う種の収穫量は、C4 を使って再構

成できれば飛躍的に高まるだろう。イネは現在 C3 植物であるが、世界的研究コンソーシアムが

2009 年からトウモロコシの遺伝子を使ってその光合成経路を C4に変換することに取り組んでい

る。研究では、コメの収穫量は最大 50%増やすことができ、水の使用効率も 2 倍にできると推

定されている（Rizal et al. 2012、Ermakova et al. 2019）。 

 

12.2 私たちの有限経済 
経済的可能性に関する現代の理解では、生物圏は有限で、限られたフローの財・サービスのみ生

産できると考えられています。しかし、その理解は、正しいインセンティブを生むように制度設

計され、人類の英知を結集すれば、有限の地球という束縛を克服できる考えを助長します。マク

ロ経済成長の定式化モデルでは、人工資本財の代替可能性と技術進歩により、無限に経済成長で

きることが前提とされています。 

気候変動経済学や二酸化炭素排出をめぐる国際交渉は、さらにその先を行っているようです。つ

まり、GDP 成長が①二酸化炭素の排出を減らす、②世界の貧困を撲滅する、③発展を持続可能な

ものにする、唯一の実現可能な方法であると、暗に示唆されています59。この考え方は矛盾を生み

出しました。つまり世界生産の成長は、エコロジカル・フットプリントを増やす形で実現できた

と知られているのにも関わらず、エコロジカル・フットプリント削減に必要な資金源の確保には

世界生産の成長が不可欠だと見なされているのです60。 

人間が地球に与える負荷は、生物圏から得る物質だけでなく、廃棄物として生物圏に投げ捨てる

変換物質からも発生します。人間が使用するために（生物圏から）採取したものは元の場所に戻

さなくてはなりません。しかし、経済と財務を担う政府省庁や計画委員会が使用する経済成長や

開発のマクロ経済モデルでは、物質はその発生源から吸収までバランスが必ず保たれる〔マテリ

アル・バランス〕ことが認識されていません。プラスチック（バッグや容器）、ナイロン（漁網

や合成繊維）、有害化学物質（殺虫剤、農薬）、金属や鉱物（硫化鉄鉱、水銀化合物）などの難

分解性の汚染物質は、土壌や水域にマイナスの影響をもたらす例です。生分解性廃棄物でさえ

（ある意味、これこそ）考慮しなくてはなりません。 

廃棄物が生分解性なら環境への負荷がないなどと考えてはなりません。それらを廃棄することに

よって自然に過剰な負荷を加えると、分解プロセスが生物相を変え、他の生態系サービスを危う

くすることになります。抗生物質などの医薬品や化粧品などのファッション製品は土壌や水域を

汚染します。私たちが口にする食べ物、飲み物、空気に悪影響を及ぼします。化学肥料や家畜の

排泄物は、農業生産の最終過程で廃棄物として発生し、河川流域や水域に富栄養化を引き起こし、

窒素循環をかく乱します。経済活動から排出される二酸化炭素でさえ、生分解性廃棄物です。光

合成の一次生産者によって吸収されるからです。しかし、二酸化炭素の過剰な排出は、生物圏が

気候を制御する能力を阻害します。グローバルな気候変動は、ますます生物多様性減少の主原因

となるでしょう（Lovejoy and Hannah, 2019）。これは生態系の機能的全体性を損なうことになり

ます。大気中の二酸化炭素濃度が高まることで、生物圏の機能を根本から変える一連の事象が発

生すると予想されます。調整・維持サービスは、人類の経済、生理機能が進化してきた境界の外

 
59 これはまた、国連の SDGs の根底にある暗黙の前提でもあるようだ（ボックス 1）。 
60 自然が何の役割も果たさない豊かな世界というビジョンは、相変わらず根強い。2019 年 9 月に国連でスピーチを行った若き気

候活動家グレタ・トゥンベリを批判して、Sky News の経済担当編集者は、The Times（2019 年 9 月 27 日：p.30）にこう書いて

いる。「永遠の経済成長は、人が嘲笑して吐き出す言葉ではなく、まさに我々が目指すべきものだ。」 
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に出てしまうのです61。 

現代の経済成長の考え方では、技術進歩は経済成長のエンジンとみなされています。しかし、技

術進歩には研究開発への投資が必要です。こうした経済成長の考え方には、GDP 成長がより高い

生活水準に経済を押し上げている時でさえ、更なる技術進歩に必要な自然財・サービスの量はど

んどん縮小していくという確信が含まれています。この確信の背後には、人類は長期的にみれば、

やがて生物圏の有限性という束縛から自由になることができる〔自然無しでやっていける）とい

う前提があるのです。人間は自然の外部にいると想定されているのです。本レビューでは、人間

は自然に埋め込まれているとの理解に基づいて、生物多様性の経済学を展開します。この視点は、

人類の経済が有限の生物圏に束縛されていることを示唆しています。本レビュー（本編第 4、4*章）

は、生物圏の原則に基づき、生物圏の財・サービスが最終財・サービスに転換される効率性には、

人々がどれだけ英知を結集できたとしても限界があると判明するだろうと主張しています。イン

パクト不均等を転換させたいのならば、そのことを認めなくてはなりません。 

本レビューの世界経済モデルで概略を示したように（レビュー本編第 4*章）、生態系の原則を忠

実に反映できるモデルのが今まさに必要とされています。そのようなモデルには自然資本につい

てのデータも組み込まれていなければなりません。このモデルによる実証的な推定は、現在必要

とされている消費と投資の方向転換が近い将来の世界 GDP 成長と両立するのか、どの程度の期間

両立するのかという課題に取り組む上で必要です。自然資産の減耗をもたらす活動で得られる世

界 GDP が将来にわたって無期限に成長することは相当程度あり得ないことを、第 5 章で示した証

拠は物語っています。この証拠はまた、科学者が特定したプラネタリー・バウンダリーの9つの境

界のうち 2 つは既に安全圏を越えてしまっており（Rockström et al. 2009）、さらに 2 つの境界が

安全圏を越えようとする危機に直面していることも示唆しています（付録 1）。今こそ生物圏の保

全と回復を最優先課題とすべきです。でなければ、世界の環境負荷は増加の一途を辿るでしょう。 

技術進歩の予測とは、不確実な未来を覗き見るようなものです。現代の制度に望ましい改革を見

出すには、私たちの経験の中にヒントを探すことが有効です。続く 2つの章では、外部性を減らす

ことがわかっている地域に根差した制度の特徴を見ていきます。 

 

 
61 後者の例である、気候変動が私たちのスポーツ能力に及ぼす影響については、Smith et al (2016)を参照。 
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13 生態系サービスへの支払い（PES） 

一方的外部性においては、受益者が、ある生態系の所有権を持つ人に支払うのは、仕組みとして

は市場操作に類似しています。「生態系サービスへの支払い（PES）」と名付けられており、背

景にある考え方は至って単純です。アマゾン熱帯雨林は地球の肺と言われています。ブラジル政

府が、アマゾンの破壊が自国の経済発展に必要と確信しているのであれば、世界の他の国々は森

林保護のためにブラジルに年間料金を払うべきではないでしょうか。ある土地所有者の敷地内の

湿地が渡り鳥のサンクチュアリであるなら、愛鳥家らは、他の用途のために湿地を埋めてしまわ

ないよう、土地所有者にお金を支払うべきではないでしょうか。これらは、生態系が公共財を生

み出しながらも私有地に存在するケースです。PES は交渉を伴うものなので、スーパーで客が商

品の値段を受け入れるのとは異なります。 

PES は、生態系サービスの受益者はその保全や回復に対価を支払うべきだとする原則に基づいて

います。このシステムは、土地所有者が生態系サービスの提供と必ずしも（おそらく普通は）両

立しない方法で土地を管理している事実に大きく影響を受けています。現代の農業慣行はその顕

著な例です（第 2 章）。そのため PES システムの設計者は、土地の所有者や管理者に、こうした

サービスの提供を補償する方法を見つけようとしています。 

熱帯地方は生物多様性に富み、世界の最貧国の多くが熱帯地方にあることから、低所得地域を対
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象とした PES プログラムを構築するのが自然な考え方です。国が積極的な役割を果たす PES シス

テムは、野生動物の保護や生息地の保全にとって魅力的です。低所得国では、草原、熱帯林、沿

岸湿地、マングローブ、サンゴ礁の所有権はしばしば曖昧です。国が自然資産の所有権を主張す

るかもしれませんが（よく「公共の財産」と遠回しに言われます）、監視が困難な地形であれば、

そこに住み続けている居住者らはそこから得られる生産物で生活すると予想されます。ですから、

居住者は重要なプレーヤーです。居住者の関与なくして生態系の保全はできません。一方、こう

した場所には観光客が定期的に押し寄せます。国がすべきことは、明らかに、観光客に課税し、

その税収で地元住民にお金を支払って、彼らのランドスケープを密漁やフリーライディングから

守ってもらうことです。国のこうした対策は、地元住民がその土地で守るべきルールや規則を作

るインセンティブとなります。観光客から料金を徴収する権利を地元住民に委ねるのも一案です。 

低所得国における PES システムには特筆すべき側面が 2 つあります。一つは貧困削減への貢献で

あり、もう一つは生物多様性の保全です。残念ながら、研究ではいずれの側面についても一貫し

た結果が得られていません（Zilberman, Lipper, and McCarthy, 2008、 Pattanayak, Wunder, and 

Ferraro, 2010）。PES システムが貧困削減や分配的正義にとっては良くないと思われる状況もあ

ります。低所得国の貧しい農村部の人々の多くは、自分が所有していない資産から発生する自然

サービスを享受しています。土地所有者が提供する生態系サービスに対して、農民自身が支払い

を求められるような所有権システムに参加する意思があったとしても（ニカラグアの混牧林プロ

ジェクトの慎重な研究で Pagiola, Rios, and Arcenas（2008）が報告しているように）、彼らの中

でより経済的に弱者である人たちが不相応な額を支払うことになるかもしれません。そうなれば、

以前よりむしろ貧しくなる人が出てくるかもしれません。こうした状況では、一般の税収を使っ

て国が資源の所有者に支払うべきだと主張できるでしょう。誰が支払うべきかは、状況によるの

です。 

 
 

Box 13 

生態系サービスへの支払い(PES)プログラムの経験 

PES プログラムは、生態系サービスの需要の種類や規模、支払い元（誰が支払うのか）、支払

い対象活動の種類、支払い対象サービスの質判断に用いる尺度、支払いの規模によってさまざま

である。PES プログラムの有効性はその設計に大きく依存する。 

ジンバブエの CAMPFIRE プログラムのように、国が生態系（サバンナの放牧地など）の住民に

対し、その生態系が提供するサービス（エコツーリスト向けサファリ体験）の対価を請求する権

利を与えるものもある。また別のプログラムでは、国が回復費用を負担し、市民の利益となるよ

う使う。例えば、最近復活したインド政府のガンガ・アクションプランはガンジス川再生のため

のプログラムである。また、コロンビア政府が紛争後の自然資本の維持と生活向上を目的に、生

物多様性のある森林の保全に支払う政策を取っているのもその一例である。 

もっと小規模のプログラムもある。英国ケンブリッジの南端に位置するトランピントン・メドウ

ズの開発計画は、NGO 団体ワイルドライフ・トラストの地元支部、地元農家、不動産デベロッ

パーの参加のもと、1,200 戸の住宅を建設するとともに、60 ヘクタールに及ぶ自然保護区（その

うち 80%は野草地）を設定した。既に新たな種がこの自然保護区に群生している一方、開発前

に生息していた種の一部も依然として新たな草原で確認できる。さらに別の例として、状況を危

惧した一市民が立ち上げたトラストがある。トラストに個人や政府が拠出し、地元住民にとって
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価値のある生態系の回復を目指すものだ。ニュージーランド国会議事堂からわずか 2km のとこ

ろに位置するジーランディアでは 225ヘクタールに及ぶ野生生物保護プログラムが実施され、同

国本土では 100 年以上生息していない野生生物 20 種の再生が確認されている。この例では、都

市住民が気軽に自然環境を体験できる空間を提供しているだけでなく、多くの地域保全活動が生

まれている（Lynch, 2019）。 

また、農家が政府補助金や観光収入を財源に、一方的に自分の土地を「野生化」し、生態系サー

ビス（二酸化炭素の吸収や野生生物の体験）を提供する例もある62。こうした例では、生態系サ

ービスの受益者がその対価を支払っている。それは当たり前と思われるかもしれないが、生態系

サービスが提供されない場合、生態系サービスの供給者が潜在的な受益者に補償しなくてはなら

ないような法律を制定することだって、原則としては可能なのだ！ 

現在、文字通り数百もの PES スキームが世界に存在する。例えば、中国やコスタリカ、メキシ

コでは、生物多様性の保全、炭素貯留、景観、水文サービスの促進のため、土地所有者が支払い

を受ける大規模プログラムが展開されている。これらプログラムには複数の目標が設定されてお

り、実際、PES システムは複数の目標を掲げて設計する必要があるかもしれない。そして、そ

れは問題を生む。システムが生態系の分断化を削減することを目的としていたとしても、個体群

の間で疫病の感染拡大につながらないように考慮しなくてはならない。また、鳥類の生息地の改

善を目指しつつ、流域の他の生態系サービスの供給量を増加させる、炭素貯留と水域サービスの

両方の向上を目指す、自然保全を促進しつつ地域の貧困削減を目指す、などといろいろなシステ

ムが考えられる。複数の目標設定は、システム設計上の課題を増やすことになる63。 

 

14 コモン・プール資源（CPRs） 

生態系の規模の大小を区別して考慮することは重要なことです。大気は汚染の吸収源として、ま

た人類すべてを取り巻くものなので、地球上に住む全ての人たちの共有物です。反対に、放牧地

は通常、村落の管轄区域にあります。気候変動の経済学は、二酸化炭素排出の抑制に利用可能な

制度的な取り決めを検討してきましたが、国がプレイヤーとして関わります64。反対に、地理的に

限定された生態系は住民自身による管理が可能であり、そのほうが望ましいのです。村の放牧地

や熱帯雨林を利用し過ぎた場合、コミュニティ内で罰金制度（さらには社会的制裁）を設けるほ

うが、政府による課税よりもはるかに簡単というのが理由の一つです。交渉に関わる管轄区を少

なくし、活動の監視は外部から派遣される政府の役人でなくコミュニティの住民自身で行うほう

がはるかに簡単です。また、地域の生態系についての知識は、共有地で働き、その近辺に住む人

が持っています。地域住民参加型の民主主義によって、そうした知識を資源の使い方に活用する

ことができます。これらを併せて考えると、地理的に限定された生態系の利用をめぐる協力の基

盤としては、政府などの部外者の手によるよりも、住民相互の実施の方が信頼性が高いと言える

でしょう。 

しかし、この確証を得ることは容易ではありません。Somanathan, Prabhakar, and Mehta（2005, 

2009）は中央ヒマラヤの森林管理の質に関する卓越した研究において、衛星画像と、ガバナンス

についての自然実験〔グループ間で異なる条件が偶然発生したために、条件がもたらす影響を比

 
62 イザベラ・ツリーは、著書『Wilding』の中で、自分の農地を自然保護区に変えた方法を生き生きと説明している（Tree, 

2018）。 
63 Perrings（2014）では、PES システムの違いについて、詳細で拡張された議論を行っている。 
64 Barret（2003、2012）は、気候変動交渉がなぜこれまで失敗してきたかについての重要な出版物である。 
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較できる状態〕についてのフィールド調査を用いました。その結果、村落の評議会の管理地と国

の管理地の間に樹冠面積の違いは認められなかったものの、国の管理地では支出が桁違いに大き

かったことが明らかになりました。同研究はまた、村落管理の共有地では、管理されていない共

有地に比べて広葉樹林の樹冠率は高かったものの、松林では有意な違いが見られなかったと報告

しています。利用者の規則のもとでは、広葉樹林は松林よりもコミュニティのメンバーにとって

の便益が大きくなっていたことも指摘されています。どのような管理問題でも、個人のインセン

ティブと監視コストが重要なのです65。 

 

ここで申し上げたいのは、資源利用者間の協力関係を維持するために社会的規範が果たす役割に

ついてです。人類学者や政治学者が観察したのは、Hardin（1968）が「コモンズの悲劇」を描い

たときに考えていた世界とは異なる世界です。ハーディンが遠くから放牧地を見ていたのに対し、

彼らは村の経済圏を実際に訪れた上で放牧地を考察しました。彼らは、森林、水源、放牧地、マ

ングローブ林、沿岸水域といった空間的に限定された生態系の多くが共有財産でありながらも、

彼らのコミュニティの財産とみなされていることを発見しました。すなわち、コミュニティの同

意なくして外部の人がアクセスすることは許されないのです。ハーディンが想定していたオープ

ン・アクセス資源と、空間的に限定された共有資源を区別するため、学者らは後者をコモン・プ

ール資源（CPRs）と呼ぶことにしました。社会的行動規範に基づいた、さまざまな手段（下記参

照）を使って CPRs の使用に規制を加えるコミュニティが存在することを示した印象深い文献が

無数にあります。コミュニティのメンバーには、規範を互いに課すインセンティブがあるので、

規範はうまく機能するのです。ハーディンはすべての人に開放されている訳ではない共有資源の

存在を認識していなかったため、彼の研究は批判の的となりました（Feeny et al. 1990、Ostrom, 

1990）。低所得国の地域生態系がコミュニティによって保持されていることは偶然ではありませ

ん。その理由は付録 2 で議論します。 

CPRs は非市場的な関係の中心にあるため、それに関わる取引は市場価格を介さず、そのため、通

常は国民経済計算に計上されません。CPRs の利使用に関わるコミュニティ内の慣習は、地理的、

歴史的条件によって、複雑さが異なることを、多くの実証研究で明らかになっています。CPRs の

使用に関するルールや規制は外部（国など）から課されたものでなく、コミュニティ構成員が相

互に課しているため、実際の例が参考になります。 

Netting（1981）は、スイスアルプスの立木の使用に関する共同体主義的な配分ルールを調査しま

した。この研究によると、コミュニティの構成員が同等の配分量となるよう、立木に印を付け、

くじ引きでどの区画の立木を獲得するか決めていました。そして、権利を得た分量以上に薪を取

った人には制裁が加えられていました。夏の間、牛の所有者は、その前の冬の間に私的に蓄えた

干し草で育てられる頭数だけ、共同地のアルプスに牛を放牧する権利が与えられました。こうし

て、放牧する動物の総数は、村の牧草地から得られる飼料の潜在的な供給量におおむね合わせら

れていたのです。同研究によると、アルプスにおけるこうした共同体的な決めごとの起源は 15 世

紀に遡ります。 

Wade（1988）は南インドの村落における水域と放牧地に関する共同体的な配分ルールの研究で、

下流の村々には灌漑用水路から引く水の使用を規制する細かいルールがあったことを報告してい

ます。ルール違反者には罰金がありました。ほとんどの村には、牧草地の利用に関して、似たよ

うな取り決めがありました。 

Howe（1986）はパナマの先住民クナ族の研究で、淡水の共同水源を守るために作られた行動規範

に違反した者に課せられる複雑な制裁について述べています。Cordell and McKean（1985）はブ

ラジル北部の海面の保有権について研究し、漁場保護のための規範体系を明らかにしました。規

範の違反者には、漁具の利用制限や取り壊しを含む一連の制裁が取られました。このような例は

 
65 Baragwanath and Bayi（2020）は、ブラジルの熱帯雨林のサイトについて、同様の発見を報告している。住民に集団財産権が

与えられた領域内の土地では、境界外の土地に比べて森林破壊が有意に少なかった。 
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まだまだあります。 

農村に暮らす人々にとってCPRsは重要でしょうか。Jodha（1986）によるCPRsの重要性に関す

る先駆的な研究では、中央インド半乾燥地域を調査対象とし、農村世帯の収入のうち CPRs に直

接基づく収入が 15～25%占めることを明らかにしました。Cavendish（2000）はジンバブエの村

落の研究で、Jodha よりさらに大きい推定値を示しています。CPRs に直接基づく収入の比率は

35%、所得五分位の第 1 分位である最貧困層においては 40%であると推計しています。 

CPRs は家庭に対して、生態系サービスや有形財のフロー（水、燃料木、繊維、建築資材、果実、

医薬、はちみつ、魚）を定期的に供給するだけでなく、農業リスクから保護する役割も果たして

います。CPRs は時として、権利を奪われた人々がアクセスできる唯一の資産です。Pattanayak 

and Sills（2001）はブラジル・タパジョス国有林縁辺部の世帯を調査し、家計は農業収入が低い

時ほど、非木材財を求めて森に入る回数が多いことを明らかにしました。初期の研究の一つ、

Hecht, Anderson, and May（1988）はブラジル・マラニャン州の研究で、土地を持たない人々にと

ってババス製品が重要であると述べています。この羽状のヤシ科植物で作られた製品が最貧困層、

とりわけ女性を支えているのです。同研究は、ババス製品が収穫端境期の重要な現金収入源であ

ると報告しています。Falconer（1990）は西アフリカの森林地帯でも同じような状況であると指

摘しています。 

共同体的制度の問題点は、他の多くの制度と同じく、不平等があることです。インドの共同体的

山林地の研究では、女性が CPRs から排除されている可能性があると指摘しています（Agarwal, 

2001）。CPRs から得られる権利はまた、私的な保有資産に基づいていることが知られています。

つまり、裕福な世帯ほど多くの利益を得ているのです。例えば、Beteille（1983）はインドの例を

挙げ、CPRs へのアクセスがしばしばエリート（例えばヒンドゥー教のカースト）に限定されてい

る〔カースト外の人々はアクセスできない〕ことを指摘しています。Cavendish（2000）はジン

バブエの村々を対象にしたサンプル調査で、富裕層の世帯が貧困層の世帯よりも絶対水準で CPRs

から多くの利益を得ていると報告しています。初期のレビューにおいて McKean（1992）は、

CPRs の恩恵はしばしばエリート層が掌握していると指摘しています66。Agarwal and Narain

（1999）のガンジス平野における水管理慣行に関する研究でも同様の現象を認めています。この

点については、国が強力な役割を果たすことができます。国は社会的不平等の解決を目指し、地

域社会に関与できます。うまく機能している国は、その他の面でも地域社会との関わりを持って

います（公正な選挙の確保など）。以下では、国が間接的ながら CPRs の管理で重要な役割を果

たしていることを見ていきます。そのためには、人々がお互いを信頼し、信頼関係を守る制度に

信頼を寄せるのに必要となる条件を考察しなくてはなりません。当然ながら、こうした問題は生

物多様性経済学には不可欠なものです。 

 

15 国家、地域社会、市民社会 
制度は、あらゆることに影響を及ぼす重要な存在です。人々が互いに関与するのは、制度の中で
のことです。制度がない状態では、集団における協調行動をとろうとしても不可能であるとわか

るでしょう。すると次のような疑問がわいてきます。義務を遂行するには人々が信頼しあうこと
が必要ですが、互いに関与することを望む人々の集団は、どのような状況であれば、互いの信頼
を得られるのでしょうか？ 

家族の中を除けば、三つの状況が考えられます。①その人々が信頼できる、②その集団は、合意

を履行するよう外部機関に訴えることができる、③その集団のメンバーは、合意を互いに履行す

るという行動規範に落ち着くことができる67。 

市場の経済モデルは、その大部分が②に基づいて構築されています。外部執行者は通常は国家と

考えられ、その強制力を持つ武器は法と、法を執行するのに必要な強制力です。経済モデルで①

 
66 CPR 管理スキームの広範なレビューについては、Bromley (1992)および McKean (1992)も参照。 
67 家族内の日常生活は、メンバー間の相互の愛情があるために、特に何をしなくても続いていく。 
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が仮定されることはあまりありませんが、現実世界では意外にもそれほど珍しくありません。進

化心理学の専門家は、共同生活・ロールモデリング・教育・（現世あるいは来世での）信賞必罰

を通じて、私たちは全般的には向社会的行動を好むようになることを発見しました。人々を信頼

できる度合いは、さまざまです。私たちが森で珍しい植物に近づいて見ることを我慢するのは、

傷つきやすい自然を踏みつけたとして他者に非難されるからとは限りません。自然を傷つけたく

ないときにもそうするでしょう。問題は、人間にとって向社会性(理解や共感する心情や行動)は未

知のものではありませんが、社会は人の向社会性だけを当てにすることはできない点です。では、

人はどのようにして、他者がどの程度信頼できるのかを知るのでしょうか？良心に反することで

大きな私的便益が得られるのならば、ほとんどの人はそうするでしょう。ほとんどの人には値札

がついています。ただし、誰にいくらの値段がついているのかを見分けることは困難です。 

世界のどこでも、人々は協調するインセンティブを持てるような制度を確立しようとしてきまし

た。 

それぞれのインセンティブは細部では異なりますが、一つの共通点があります。それは理由なく
合意に背く者は処罰される、ことです68。①では、自己検閲により罰が与えられますが、それとは

対照的に②では、本人の外部機関（国家、部族長、村の長）から罰が与えられます。③では、相
互検閲によりコミュニティの中で罰が与えられます。これには行動の社会的規範が必要です。②

が機能している場合、人々の行動の証拠として、検証が必要になります（法廷での裁判など）。

これとは対照的に③では、人々が互いの行動を観察可能であることが必要です。観察可能でない

と、社会規範を適用しようがありません。 

他者や政府・市場制度への信頼は、人々が双方の利益のために互いに関与することを可能にしま

す。これを社会関係資本（ソーシャルキャピタル）といいます69。一般的には、社会は家計・市

場・国家の三種類の制度で構成されるとされています。気候変動の経済学は当初、この三つの分

類で明確に枠組みされていました。社会関係資本という概念により、コミュニティと市民社会か

らなる第四の制度が浮かび上がります。コミュニティも市民社会も、市場または国家に直接関与

されることなく、人々が互いに関与するための必要不可欠な役割を担っています。 

社会関係資本は、個人と組織が社会への説明責任を果たすと考えられている場です。評判はイネ

ーブリング資産の一つの形であり、民間企業は何とか手に入れようとします。今日の企業は、評

判をお金で買おうとしており、その成否は分かれています（Bakan, 2020）。しかし以前は、評判

とは、評判を構築する行動を取ることで得るものでした。それを確立された手法とするためには、

消費者がビジネスをする規範について、企業と協調する必要がありました。口コミはかつて、こ

うした協調の一般的な手法でした。今日では、ソーシャルメディアが強力なプラットフォームの

一つになっています。第2部では、私的投資を自然の保護・回復および持続可能な自然利用のプロ

ジェクトに向かわせることに、公的・民間の金融制度の両方が大きな役割を担うことを述べます。 

「第三階級」と呼ばれることもあるコミュニティと市民社会には、少し違った意味合いがありま

す。「コミュニティ」を、例えば各地域の生態系を管理するために国家の外で機能する制度だと

考えるのは、間違いではありません（コミュニティはその大半が、少なくとも現代の感覚でいう

国家が存在しなかった時代に伝統的な社会で進化したものです）70。これと対照をなすといえるの

が、「市民社会」です。市民社会とは積極的に国家に関与する制度、と考えてよいでしょう。関

与が行われるのは、例えば、国家が提供に消極的な、または提供できないサービスの場を創出す

るため、もっと広く言えば、国家がよりうまく機能するためです（言うまでもなく、このことで

 
68 良い行動に対する報酬の提供はその裏返しだが、明らかな理由により、報酬はお金ではなく名声の形で提供される。 

69 文献は膨大にある。ここで研究している問題に直接関係するものとしては、Coleman（1988）、Putnam（1993）、

Fukuyama（1995）、Granato、Ingelhart、Leblang（1996）などがある。Dasgupta and Serageldin (2000)は、このテーマに関す

る理論的・実証的な論考を集めたものである。本レビューでのソーシャルキャピタルの捉え方は、上記の研究での捉え方と必ず

しも同じではないし、上記の研究の中でさえ、必ずしも同じではない。しかし、このような複雑な概念においては、曖昧さは障

害にはならず、むしろ助けとなり、ソーシャルキャピタルの意味についての議論をこれ以上遅らせないことができる。 

70 これはもちろん、どこまでさかのぼるかによる。Finley (2002: 89)は、ホメロスの歌の中の世界についてのエッセイの中で、

「オデュッセウスの世界は、イサカのような多くの共同体に分かれていた。その中で、それぞれの共同体と他のすべての共同体

との間では、通常の関係は敵対関係であり、ある時は受動的で一種の休戦状態であり、またある時は能動的で好戦的であった。」

フィンリーはここで、「共同体」を島の王国全体の社会構造を指して使っているようだ。 
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国家と地域社会間の摩擦が起こることがあります）。 

コミュニティにも市民社会にも、欠陥がないわけではありません。前章で述べた通り、コミュニ

ティは大きな不平等をはらむ場合があり（男女間・カースト間・民族間など）、市民社会は単な

る利益団体、悪ければ街の厄介者になってしまう場合があります。話を単純化するため、地域社

会と市民社会を合わせ、この二つが監視する社会的な取り決めを、共同体的制度と呼びます。 

国家は、資源を動員することができる点において、共同体的制度に比べてはるかに優位です。国

家は、共同体的制度が自力では資金調達できないようなプロジェクトの資金調達をすることがで

きます。また、国家は活動を連携させて、活動の相互便益を図ることもできます。 

 

生物圏は空間的にかなり不均一であるため、生態系独自の特徴は、住民にしかわかりません。一

方住民側では、自分たちの生活圏外の状況に関する知識が非常に限定されている場合があります。

これが、国家の役割が非常に重要であるもう一つの理由です。ただし Box 14 では、地域社会によ

る生態系の保護・保全を援助しようとした政府の大規模な失敗を取り上げます。 

したがって、効果的な制度構造とは、多元的なものです71。この概念は以下で説明しますが、混合

経済の考え方においては一般的です。混合経済では、競争市場が私的財およびサービスを提供し、

中央当局は公共財およびサービス（これには法の適用、国民に公平に資産を分配する方策が含ま

れます）を供給します。価格メカニズムは、市場の大きな特徴です。人々の選択を調整するだけ

ではなく、経済全体に拡散した情報を同時に集約する機能を果たします72。ただし、このメカニズ

ムには生物多様性を保全する機能はありません。自然のプロセスは、市場がうまく機能するのに

必要な多くの技術的な条件を充たさないからです。特に重要な点は、二つです。①自然は動くも

のであるため、その多くのプロセスに私的財産権を設定することができません（無音と不可視性

によりますます難しくなります）。②生物圏が関係する（ということはすべての！）生産・消費

の可能性集合〔インプットとアウトプットの関係〕は、非線形〔比例関係にないこと〕が特徴で

す。共同体的制度は、市場がうまく機能しない部分を埋め合わせるものなのです。 

 
71 この言葉を広めたのは Ostrom (2010) である。 
72 うまく機能している経済における価格システムの位置づけについての優れた説明は、Stiglitz (1989)を参照。 
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したがって、生物多様性の保全および増進に最適な多元構造とは、世界・地域・国・地域社会を

ベースとする多層的な制度です。それぞれの層で、下層および他の層と横方向に連携するため、

その頂点に権威が必要とされます。こうしたことから現代社会では、各地の制度の構築または再

構築において、政府と非政府組織（NGO）が極めて大きな役割を担います。政府とNGOが構築す

る制度を通じて、変革期における情報に基づく集合的管理の利点が、地域社会で理解されるよう

になります。政府や NGO の支援には、負担と便益の配分に関して明確に定義されたルールの策定

が含まれます。このルールの遵守は、関係者が観察（できれば検証も）できるようなものです。

図 19 では、国家の制度を分類するにあたり、従来の三つの分類（家庭・市場・国家）に共同体的

制度が追加されています。国家それ自体には、国境を越えた外部性を抑制する機能はありません。

熱帯雨林や海洋からの便益などの誰もが享受するグローバル公共財や、誰もが被害を受ける野生

動物の不法取引やパンデミックの管理には、国境を越えた制度が必要です。第 2部では、現在人類

に共通して必要な、超国家的制度の強化版を取り上げます。 
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Box 14 

信頼の脆弱性 

集団でおこなう事業は、必然的に他者への信頼と信用に基づいて実施される。法は、市民が互い

の法の遵守を信じ、政府の法執行を信用したときのみ機能可能である。その一方、法の執行責任

を負う者は、自らの責任の不履行には大きな代償（次の選挙などで）が伴うと思わなければなら

ない。コモン・プール資源(CPRs)の共同体的管理も、信頼の上にこそ築かれるものである。メ

ンバーが合意を守り、協調の便益を享受できるようにするインセンティブを与えるメカニズムに

は、社会規範の活用が必要である。しかしその社会規範は、そもそも人々が互いに社会規範に沿

って行動すると信じあうときだけ、機能する。このように相互信頼は、自己確証的なものなので

ある。 

問題は、相互不信も自己確証的であることだ。集団的な約束に従って行動する人などいないと誰

もが確信していたら、誰もが自分の信念を確証するような形で行動するだろう。ある信念から他
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の信念へ移行すると、社会は秩序から無秩序に急転（ティッピング）する。社会の断絶の根本的

な原因がこうした信念の逆転であるとしても、直接の原因は外的なものかもしれない。国のごく

一部の地域で、小集団が他の小集団に虐待されている噂のようなものでも、それが引き金になっ

て暴動が広がることもある。協調の便益を享受できるのは、いくつもの外部の出来事のどれか一

つによってだけでも起こりうる集団的機能不全を、抑え込んで修復する是正制度が社会に備わっ

ているときである。多元的な制度では、管轄区域を必要に応じて分離し、協調が行われない場合

に社会で是正することができるようにする73。 

MA（2005a-d）と IPBES（2019）は、近年になって貧困地域の多くで CPRs が劣化してきてい

ることを発見した。以前は持続可能な方法で運営されていた場所で、なぜこうしたことが起きた

のか？ 

いくつかの理由が思い浮かぶ。一つは、外部環境の悪化により、資源ベースへの投資に対する私

的もしくは地域社会的な収益性が低下する。一般的な原因としては、政情不安がある。政情不安

は、言うまでもなく資源の劣化の目に見える原因である。市民による騒擾によって、人工資本や

人的資本のみならず自然資本が破壊されてしまうことは非常に多い。しかしよくある隠れがちな

原因として、共同体の所有権が不確実になることがある。国家または統治権を持った軍部が

CPRsを掌握してしまうのではないかと人々が心配する可能性がある。CPRの安全が確保されて

いない場合、集団〔管理〕行動の期待収益率は低くなる。因果関係は逆方向にも働く。つまり、

資源が稀少になると、対立する集団が資源をめぐって争い、政治の不安定化につながる。フィー

ドバックはプラスであり〔資源の希少性が政情不安をもたらし、政情不安がさらに資源をめぐる

対立を深刻化させるという悪循環のループ〕、問題は一時的に悪化し、期待される利益は一層低

下する。 

二つめの理由が、良かれと思ってとられた公共政策が、意図せぬ影響をもたらしてしまうことで

ある。そうなってしまう過程は興味深い。Mukhopadhyay（2008）によるインドのゴアにおける

農地改革の歴史研究によると、改革以前、現地の農地は「communidades（コミュニダージ

ス）」と呼ばれる共同体的制度により所有・管理されていた。ゴアがインドに併合されると

〔1961 年〕、政府は農地改革を導入し、借地人は当人が耕作していた土地を購入する権利を与

えられた。論文の著者はこの土地改革の背景にある動機を批判はしていないものの、ある不幸な

結果を記している。それは、それまで高潮から土地を守っていた堤防の保全・維持において、世

帯間の協調が崩れたことである。堤防の劣化が長年にわたって続いた結果、土壌の塩分は上昇し

てしまった。 

多くの場所で CPRsが劣化した第三の理由は、人口の急激な増加と関係がある。人口の急増によ

って資源への圧力が高まったとき、制度的慣習が適応できないと、環境の劣化を引き起こす。例

えば、コートジボワールでは 1990 年代、農村部の人口増に伴って森林伐採が増加し、休耕地が

減少した。バイオマスの生産は減少し、農業の生産性も低下した（López, 1998）74。 

第四の理由は、地域社会の権利が中央の恣意的判断で覆される場合に見られる。サヘル〔サハラ

砂漠南端の乾燥地帯〕にある多くの国家では、政治的権力を確立するために課したルールによ

り、森林の共同体的管理の慣習が破壊されてしまった。村々は、地域社会のルールを破った者へ

の制裁権を失ってしまった。それなのに国家当局にはコモンズを管理するノウハウがなく、汚職

も頻繁に行われていた。Thomson, Feeny, and Oakerson（1986）、Somanathan（1991）、

Baland and Platteau（1996）を始めとする多くの研究で、国家当局の権力行使が各地の制度に

ダメージを与え、CPRs が事実上オープンアクセスの資源となりかねない方法を特定した。 

 
73 単に生物多様性の経済学だけでなく、経済学を理解する上での信頼の位置づけについては、Dasgupta（2007）〔邦訳：ダスグ

プタ（2008）『経済学』〕を参照。 
74 Diamond（2005）は、地域の生態系が崩壊したことで崩壊した過去の社会について説明している。多くのケースでは、持続不

可能な土地利用を招いた人口増加の圧力が崩壊の引き金となった。 
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グローバルなコモンズを管理するとなると、信頼醸成に向けた環境はより一層複雑になる。国家

間が連携した電気通信・空域の利用・計時などの活動では、気候および生物多様性におけるこれ

までの交渉結果と比較して、驚くほどの成果が上がっている。Barrett（2003, 2012, 2015）によ

る一連の広範囲な研究で、気候に関する交渉で合意された目標がこれまで達成されていない理由

が明らかにされている。彼は、合意事項には実効性がなかったことを示している。つまり、合意

されたコミットメントは、互いに守ると信用できるものではなかった。Barrett は、合意に実効

性を持たせるための方法も探っている。 

 

 

16 資産の裁定 
このレビューの冒頭で、私たちは皆、資産管理者であり、資産管理にはポートフォリオの比較

――時間を通じた比較、またはある一時点における横の比較――が必要であると述べました。つ

まり、資産管理では、異なる投資機会を比較することになります。とはいえ、世界を一方向から

だけ見る人はいません。私たちはそれぞれ一個人としての役割を担いますが、市民として世界を

見る場合もあります。この公私の違いは、本レビューの要です。この違いがあるからこそ、人々

がインパクト不均等につながる集団行動を嘆く一方で、そのような行動に加担してしまう理由が

わかってきます。 

具体的にイメージするため、次のような想定をします。人は私的資産の管理者として個人の富を

最大化したいと思い、株を市場価格で評価します。一方で、市民としては、社会的福祉を保護・

推進する経済プログラムに賛成し、実際に投票することさえあります。後者は、市民としての投

資家は、会計価格の観点から投資機会を評価することを意味します。市場では自然にほとんど価

値がつかないことから、個人としての投資家のポートフォリオには、自然保護および自然優先に

向けた投資（いわゆる「グリーン」プロジェクト）が多くは入っていません。一方、市民投資家

は、グリーンプロジェクトが入ったポートフォリオを支持します。にも関わらず、個人投資家と

して行動するのか、市民投資家として投資プロジェクトを推奨するのかに関わらず、ポートフォ

リオの価値を最大化させる目的は共通しています。この二種類の投資家における大きな違いは、

富を最大化させると思うポートフォリオにあります。個人投資家の場合、富とは「個人の富」で

あり、市民投資家の場合、富とは前述の「包括的な富」と呼ばれるものです。その違いは、資本

財の評価に用いる価格にあります。私たちの誰もが「私」と「公」の役割を担っていますが、そ

の違いを明確にするため、市民投資家は資産のグローバルなポートフォリオに関心があると想定

します75。いずれの場合も、富を最大化することは、選択可能なポートフォリオの中から選んだポ

ートフォリオの価値を最大化することです。 

 

16.1 特定の時点における資産の裁定 
ポートフォリオ価値の最大化はゴールではありますが、それ自体がポートフォリオの選択や推奨

の際に従うべきルールを教えてくれるわけではありません。一例として、ある個人投資家が投資

原資を持っていて、その金額を X ポンドと想定します。価値の最大化を目指す場合、投資期間を

例えば1年とし、期末までにリスク調整後利益をなるべく稼ぐようなポートフォリオを選択するこ

とになります。話を単純化するため、この投資家は原資 X ポンドを金融資産と固定金利型の 1 年

物国債のみで運用すると仮定します。言うまでもなく、この投資家の関心は実質収益率にありま

す。しかし、消費者物価指数の変動を予測できないことからしても、実質収益率は不確実です。

 
75 本文中で行った比較は、市民投資家が国家のポートフォリオにのみ関心を持つ場合にも行うことができる。 
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この不確実性は、すべての資産について言えるでしょう。そこで、この後の説明ではこの点は考

えず、国債の利回りは確実だと想定します。 

ポートフォリオの選択にあたり、個人投資家は購入できるいろいろな株から得られそうな収入を

評価します。株で得られる収入（つまり受取配当）を株の配当といいます。しかし株価は、投資

期間内に国債より高くなったり低くなったりするかもしれません76。これをキャピタルゲインとい

います。ここで「ゲイン（益）」は「ロス（損）」になる可能性があることを認識しておきまし

ょう。投資期末には、株に資本化された投資家の富は、購入した株の配当に株価を足したものに

なります。株価にはキャピタルゲインが含まれます。つまり、株式投資の収益率とは、投資期間

中の単位当たり配当にキャピタルゲインを足したものとなります。 

これとは対照的に、国債では 1ポンドあたりの利子がその配当です。投資期末に国債に資本化され

たこの投資家の富は、国債を現金化した際に受け取る金額となります。言い換えれば、国債に投

資した場合の収益率とは、投資期間中の国債の利子率となります。この投資家の期末の富は、選

択したポートフォリオに投資した額に、その投資から得る収益を足したものとなります。すると、

この個人投資家が価値を最大化しようとして選んだポートフォリオでは、リスク調整後の資産の

収益率は同じになるのは明らかです。このルールは、裁定条件と言われます77。そしてこの投資家

は一年後の不確実性を低減させるため、資産を一種類だけにしておくのではなく、ポートフォリ

オを組みます（卵を一つのカゴに盛るな、という格言の通りです）。 

リスク評価やリスク感覚は人によって違うため、個人投資家のポートフォリオは同じにはならな

いでしょう。しかし基本的な考え方は変わりません。資産管理とは、投資の収益率を比べること

なのです。 

この小規模な個人資産の管理者が選択するポートフォリオが、価格に影響を及ぼすことはないで

しょう。しかし、人類が保有すべきポートフォリオについての見解を持とうとする市民投資家に

とっては、収益率の見積りに用いる価格と、その人が支持するポートフォリオとは無関係ではあ

りません。例えば、この投資家は、海洋や大気の利用を調整する市場も社会制度もないことに気

づきます。つまり、海洋や大気の価格はゼロです。もちろん漁業会社は漁獲のコストを負うので

すが、そのコストは魚を海から市場に運ぶ分だけで、獲った魚について国際社会に対して支払う

べき使用料（レント）は含まれません。また、漁獲のうち売り物にならないため海に廃棄した分

の料金も含まれていません。同様に、二酸化炭素排出に課せられる国際的な税もありません。ほ

とんどの場合、二酸化炭素は排出し放題になっています78。 

市民として投資に臨めば、生物多様性が豊かな地域に住んできた人々には、自然資産（豊かな生

物多様性）に対する権利が保障されておらず、資源採取や放牧や大規模農場を展開したい企業を

支援する政府に退去させられてしまうかもしれないことも分かってきます。人権と、彼らが住む

土地の生態系（この稀有な地域の生物多様性は世界の公共財です）の重要性を認識し、この市民

投資家は正の価値をつけます。つまり、会計価格は正になります。そして、この市民投資家は私

たちがこれまで見てきた理論を適用する段階に進みます。この例において論理的に考えることで、

この市民投資家は議論の余地なく高い価値をこの地域に見出すと考えられます。このことは、こ

の地域は絶対に開発のために転用してはならないことを意味します。この市民投資家は、この地

域を地球規模の資産ポートフォリオに留まらせるべく、国際的な合意を求める活動を始めます。

この地域を供給サービスの生産のみに役立つ資本財へ転換することを許可しないように、当該地

域の政府に対して金銭支払いをする内容を含む合意になるでしょう。 

市場における収益率の予想は難しく、市場のない資産に対して行う投資の収益率の予測はなおさ

ら難しいものです。そのため、市民投資家の投資は、個人投資家が行う投資よりも難しくなりま

す。市場での価格がない生態系の配当を測るには、生態学の知識が必要です。この市民投資家が

 
76 ここの説明では、国債を価値尺度財としている。このように考えても一般性を損なうことはない。 
77 リスクを調整した上で、ある資産の期待収益率が別の資産の期待収益率よりも高かったら、後者はポートフォリオから外され

るだろう。これが「裁定」の本質であり、2 つ以上の資産市場間の価格差を利用するという意味である。 
78 実際、市場ではレントはゼロではなく、政府が自然を利用するために人々に提供する多くの補助金のために、マイナスになっ

ている（Box9 参照）。 
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検討している資本財が海洋漁業だとすると、配当は、1 単位の漁獲を今減らすことで 1 年後に漁獲

可能となる追加的な魚の生物量（バイオマス）となります79。現状のままなら、人工資本のストッ

クと比較して漁獲量は減少すると予想されているため、この市民投資家は、国債と比較した海洋

漁場の会計価格は時間とともに上がると見込みます。つまり、この市民投資家は漁場の収益率

（この投資家は市民としての投資を考えていることから、収益率は社会的収益率です）は、配当

に、受け取る（会計上の）キャピタルゲインを足したものとなります。この市民投資家が検討し

ている資産が、排出された二酸化炭素の吸収源としての大気である場合、その社会的収益率は、1

単位分の排出を今減らすことでもたらされる、今後の被害の減少です80。Box 15 では、生物圏の

一次生産者ストックの配当を推定したものを示します（第 2章参照）。この数値例は、生物圏の状

態に関するマクロ統計（第 5～7 章）と、私たちが投資家として関与するグローバル統計のミクロ

的理由付けとを組み合わせたものです。 

 

Box 15 

一次生産者のグローバルな配当 

リモートセンシングによる数年間のデータを、様々なバイオマスの配当（年あたり純バイオマス

生産）を追跡するモデルで、太陽光・気候・土壌などの要素に適用したところ、地球の一次生産

者による 20 世紀末時点における配当は 1年あたり 105兆 kg と推計された（Field et al. 1998）。

一次生産者の配当を「一次生産量」と呼ぶのはわかりやすい。地球全体のバイオマスのストック

を同様の手法で推計したところ、約 550 兆 kg となった（Bar-On, Phillips, and Milo, 2018）。後

者の値は地球全体の一次生産者のバイオマスを上回る。これは、地球全体のバイオマスに含まれ

る細菌は、すべてが一次生産者というわけではないためである。またこの値には動物のバイオマ

スも含まれるが、こちらはほとんど無視できる。人類の視点から生物圏を全体的に見ると、スト

ックの生物圏全体での平均配当利回り（年間 105/550）は、バイオマス 1 単位に同じ重みを与え

ると、年間約 19％である。もちろん、バイオマスは空間的に不均一なので、この一次生産者配

当利回りは、生物圏全体で一次生産者バイオマスを少しだけ追加したときの最大利回りとして理

解すべきものではない〔限界配当利回りではなく、平均配当利回りである〕。さらに、19%とい

うのは過小評価である。なぜならば、分母となるストックは一次生産者のバイオマスより多めに

見積もっているからだ81。 

Jordà et al.（2019）は、住宅や株式の世界全体の長期配当利回り（賃料または配当）を 1 年あた

り平均約 5%だったと推定している。 

この値を人工資本の配当利回りの代理変数と見なし、しかも世界経済の資産ポートフォリオは効

率的に運用されてきたと仮定すると、自然資本と比較した場合の人工資本のキャピタルゲイン

は、最低でも、2 つの値の差（1 年あたり 14%）と等しくなっているはずである。これは、裁定

条件を適用したことによる。つまり、世界が理想的な状況にあったとすると、一次生産者の会計

価格は人工資本より相対的に 1 年あたり 14%下落したと予想できるはずだ。 

ところが、このようなことは過去数十年間も現在も起きていないのは明らかだ。世界の熱帯雨林

の破壊および土壌の劣化を、人工資本の地球規模の集積（1 年あたり約 3%）と合わせて考える

と、人工資本と比べて地上の熱帯雨林や地下の土壌（一次生産者にとって重要な温床）は、より

豊かになっているのではなく、より乏しくなっていることを示している。これは単純でざっとし

た計算ではあるが、現状がグローバル資産の効率的な配分とはかけ離れていることが分かる。特

に、人工資本と人的資本、また人工資本と自然資本の間のそれぞれに、私たちは、巨大な不均衡

を作り出してきたことを表している。 

 

 
79 生態系におけるバイオマスとは、生態系に含まれる生物の質量のことで、キログラムなどの重量で表される。 
80 気候変動の経済学でおなじみの「炭素の社会的費用」は、現在より 1 単位多くの炭素が排出された場合に、人類が長期的に被

ると予想される損害を合計して算出する。 
81さらに他の過大評価バイアスもある。詳しくはレビュー本編第 2 章を参照。 
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16.2 時点間における資産の裁定 
標準的な経済学の説明によれば、投資は消費の先送りとされます。つまり、資本財への投資とは、

資本財の量の増加もしくは質の向上であり、資源が今日消費されず投資へと回された場合に、将

来実現する消費を意味します82。ここで言っているのは、「純投資」、すなわち価値の下落を控除

した後の投資のことです。これとは対照的に汚染の場合、減価とは汚染の増加による社会福祉の

減少です（例えば、排出された二酸化炭素の吸収源としての大気の減価とは、二酸化炭素濃度の

純増です）83。 

もちろん、常識的な投資のイメージには、積極的に動くことがあります。たとえば政府が道路に

投資する際には、ブルドーザーで地面がならされ、ヘルメットをかぶった作業員が砕石を敷いて

いるイメージが浮かびます。しかし、ここで適用される資本財の概念には、人工資本だけではな

く、人的資本と自然資本が含まれます。誰かを教師にするための教育は、人的資本への投資であ

るというのは、わかりやすいでしょう。森林にダメージを与えないことは投資には見えないかも

しれませんが、間違いなく投資の一つです。こうすることで森が成長し、その成長が森林の配当

になります。漁場が自然に回復するのは、漁場への投資であり、バイオマス増加が配当です。他

にも例は多数あります。ただ待つことが自然への投資になる場合もあります。 

資産管理の説明にあたり、まずある個人投資家が X ポンドの原資を持っていると想定しました。

投資家は消費したい資金を取り置いておく必要があるため、現在保有する全財産は X ポンドより

大きいはずです。ところでこの投資家は、どうやって X ポンドを投資に回すと決めたのでしょう

か？ 

国債の利回りを 4%と想定します。この投資家にとっては、時間にはある方向性があることになり

ます。具体的には、1単位分の消費を今先送りにすることで、1 年後には 1.04 単位分の追加収入が

得られ、消費することができます。今の消費 1単位と 1年後の消費 1単位が違う意味を持つために

は、1 単位分の消費を今先送りにしたことへの見返りに、1 年後にはより多くを得たいと思うでし

ょう。 

「より多く」とは、いくらでしょうか？4％だけ多く、と考えられます。国債の利回りとして提示

されているからです。簡単に言えば、消費と投資の配分を調整し、今日の消費追加分と 1年後の消

費追加分の割合が 1:1.04 となるようなところまで、消費と投資を交換したいと思うわけです。こ

の値から、今日の消費の限界的な一単位と引き換えに、投資年の終わりに追加される消費の追加

分は、率にして 4%（0.04）という結論を出すことができます。 

このとき、この投資家の私的な消費割引率は年間 4%である、と言います。 

この投資家は合理的な人物なので、消費割引率と国債の利回りが等しくなるように消費と投資の

ミックスを選びます。この投資家は、翌年にはより多く消費したいと思うし、実際に消費できる

こと、しかも国債に投資する資金は確保でき、投資すればさらに生活に余裕が出ると考えます。

この投資家は子どもを持つことを計画しているので、さらに豊かになり続けて、子どもが自分よ

りも裕福になり、代々続くことを願っています。簡単に言えば、自分の一族に、持続可能な発展

を享受してほしいと思っているのです。 

この投資家がグローバルな市民投資家だとすると、うってかわって話はより複雑になります。こ

の市民投資家は人類への利益となるような投資を考えます84。世界に対して推奨できる消費と投資

のミックス割合を決めようとすると（「投資」とは、人工・人的・自然資本という三種の資本財

すべてに対する投資であることを思い出しましょう）、多様な資本財の将来の配当と、自分が推

奨するミックスには関係がないとは考えなくなります。国債の利回りですら、選択に影響を受け

るでしょう。しかし、個人投資家として使った理論と同じような考え方をすれば、彼女が求めて

 
82 炭素化合物の吸収源としての大気への投資は、（生産や消費の副産物である）炭素排出量の削減を意味する。 
83 海も大気中の炭素を吸収しているが、海洋は酸性化が進んでいるため、吸収源としての大気の減耗に含めるべきである。 
84 彼女が一国の市民投資家であれば、投資の理由付けは、より限定された配慮に基づくだろう。しかしそれにしても個人投資家

としての役割よりは、はるかに広範囲なものになるだろう。 
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いるのは、社会的に望ましい将来と社会生態的に可能な将来とが出合う理想的な点ということに

なります。これこそ、推奨する消費と投資のミックスなのです。そしてこのミックスにおいては、

各期の消費の社会的割引率が、資本財に対する社会的収益率と等しくなります。 

上記二種類の「率」を定義するのに「社会的」という言葉をつけたのには、市民投資家は私益で

はなく共通善に基づいて投資することを示す意図があります85。この投資家は、資本財の評価に市

場価格ではなく会計価格を用います。人工資本および人的資本への投資に際して、マイナスの環

境外部性が発生することから、この二つの資本財は、社会的収益率が市場収益率よりも低いこと

になります。同様に、人々は他者の子孫の福祉を我がこととは考えないため、消費の社会的割引

率は、消費の私的割引率よりも低くなると考えられます。これらを合わせて考え、社会的投資家

としては政府に対し、自然資本への投資を増やすよう個人投資家に働きかける政策の策定を求め

ます。こうした働きかけにより、ポートフォリオは自然資本の割合を増やす方向に向かうでしょ

う。 

Box 16 

将来消費の割引 

消費の社会的割引率に関する議論は、費用便益分析や気候変動の経済学において中心的存在であ

り続けている。政策評価で用いられる社会的割引率は、ほぼ常にプラスである。なぜか？ 

3 つの理由が考えられる。①市民投資家は、単に将来のことという理由で、将来消費の限界単位

につける重みを小さくしたいと思うだろう。②将来は人類が存在しないリスクがある。③市民投

資家は、将来は消費の平均的なレベルが上がると予想する。すると、将来の人間の消費を少し増

やしたときの価値は、現在の人の消費を増やしたときの価値よりも低くなる。理由①は、近視眼

的な考え方を、②は、絶滅リスクによる割引を、③は、世代間の不公平を割引で埋め合わせたい

という望みを、それぞれ反映している。ここで、理由③によれば、人々は将来、今より貧しくな

ると予想されるならば、消費割引率は負になり得ることに注意したい。 

市民投資家が将来世代の消費 1 単位に与える重みを、現在世代の消費 1 単位よりも小さくしよう

とする、より微妙な第四の理由がある。 

それは、将来に向けて資本の生産性が生み出すバイアスを打ち消すことと関係がある。適切に選

ばれた投資には正の利回りがあることから、経済学的な考え方では、時間は一方向にしか進まな

い。1単位の投資は、1単位以上の将来消費を生みだす。本レビュー本編第 10章では、この時間

的な非対称性が取り消されない限り、①から③の理由では、世代間でのある程度平等な福祉の分

配には不十分な場合があることを示している。 

上記の理論は、消費割引率には、市民投資家の倫理的価値観と、社会生態学的な可能性の解釈を

合わせたものが反映されることを示す。本レビューは、この市民投資家が将来消費に適用しよう

とする割引率（時間がたつにつれて変わる可能性がある）は、消費の会計価格の当該年における

下落率であることを示している。この市民投資家が選択した消費割引率は、ポートフォリオ選択

に多大な影響を及ぼす。このことを、気候変動の経済学における研究から抜粋した数値で示そ

う。 

この投資家は、1 人あたりの消費が 1.3%ずつ無期限に成長すると予想する。Nordhaus（1994）

と Stern（2006, 2015）が設定した必須の倫理パラメータを適用すると、Nordhausの場合は 1年

あたり 4.3%、Stern の場合は 1 年あたり 1.4%と、消費割引率は大きく異なる86。 

 
85 共通善という言葉は、経済学者の間ではもはやあまり使われておらず、代わりに、「社会的福祉」という表現が好まれている。

より幅広い倫理的配慮が含まれるからである。 
86 この数字は Dasgupta (2008)から引用したもので、そこで根拠が示されている。 
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単純計算で、消費の限界 1 単位に与えられた重みが半分になるのは、Stern の場合で 51 年後、

Nordhausの場合は 17年後である。こうした消費割引率における設定の違いは、地球規模の気候

変動に対する両執筆者の危機感の違いをある程度物語っている。Nordhausの年あたり 4.3%は、

Stern の年あたり 1.4%とさほど違わないように見えるかもしれないが、長期的経済に適用する

と、非常に高いことがわかる。100 年後のわずかな消費損失の現在価値は、割引率が年率 4.3%

の場合、年率 1.4%の場合の 17 分の 1 となることからも、その高さの違いが分かる。この教訓は

ありふれたものだ。つまり計画対象期間が長ければ、消費割引率の小さな違いが、費用便益分析

のメッセージの大きな違いを生み出す。 

Drupp et al.（2018）は、投資プロジェクトの割引に適切と思われる率をエコノミストに尋ねた

調査を報告している。回答者の30%がSternの1.4%またはそれ以下を推奨し、Nordhausの4.5%

またはそれ以上を推奨したのは 9%に過ぎなかった。61%の回答者が両者の中間を取った。

Drupp et al.は、割引についての文献から私たちが考えていたような経済学者の見解の相違は、

あまりないとも報告している。経済学者の 90%が、長期的な公的プロジェクトの割引率は 1～

3%が妥当と考えている。 

 

17 包括的な富の指標と社会福祉 

これまで、あくまで大まかなものではありますが、市民投資家が好む消費と様々な形の投資のミ

ックスをどのように決めるかについて見てきました。理論は、ミクロレベルにおける消費と投資

の配分の検討から（それこそがポートフォリオ分析の意味するところです）、時間とともに変化

するマクロ経済の概念（消費と投資の全体としてのミックス）に移りました。 

しかし、逆方向に考えることもできます。マクロ経済の評価から、ミクロ経済レベル（世帯およ

び企業レベル）での意思決定を決めるであろうルールへと考えるのです。 

 

この二つの考え方が最終的に同じ投資方針に至らなかったとしたら、この市民投資家は驚くでし

ょう。本章では、二つの考え方が同じ意味を持つことを確認します。話を単純化するため、この

市民投資家は世界経済を評価することに興味があると、引き続き想定します。 

市民として行う経済評価には、二種類あります。一つは政策分析、もう一つは持続可能性評価で

す。この二つには何が必要なのか把握するため、私たちがよく尋ねる、以下にあげる六つの質問

を検討します。 

(1) 経済の調子はどうなっているか？ 

(2) 近年の経済の調子はどうだったか？ 

(3) 政策や制度が予想どおりに展開したとすると、将来の経済をどう予測するか？ 

(4) 代替政策のもとでは、経済動向はどうなりそうか？ 

(5) どの政策を支持すべきか？ 

(6) 理想的な政策のセットとは何か？ 

これらの質問を考える時、この市民投資家は二種類の比較を行うことになります。 

まず、質問(1)～(3)では、経済が持続可能な発展の経路に乗っているかどうかを評価することが求
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められます。つまり、投資家はある経済に時間の経過とともに起こった、または起こりうる変化

を評価することになります。これが持続可能性評価です。ここでは、例えば「人々の生活が改善

される見通しは？その子孫の生活が 10 年前よりも改善される見通しは？」を吟味します。 

一方、質問(4)～(6)で、この市民投資家は政策分析に取り組むよう促されます。ここでは、ある時

点で提案された政策変更がもたらすであろう、経済の変化を評価します。政策分析では、例えば

「提案されている湿地保全プロジェクトで、人々とその子孫の生活が改善されそうなのか？」と

いったことを吟味します。 

質問(3)は、社会生態学的な世界の予測です。持続可能性評価および政策分析は、これを中心にし

て行います。 

持続可能性の評価と政策分析は違うものに見えますが、結局のところ同じ分析に行き着くことが

わかります87。また、この市民投資家が分析をするために用いる尺度は、富を包括的に測ったもの、

つまり、人口変化を調整したうえで、人工資本・人的資本・自然資本の会計価値を合計したもの

であることもわかります。この尺度を、包括的な富と呼びます（図 20）。 

時間の経過に伴う人口変化を調整したものは、包括的な富そのものではなく、1 人あたりの包括的

な富と解釈できます。図 9 は、Managi-Kumar（2018）による地球規模の 1 人あたりの包括的な富

3 要素の、1992～2014 年までの動きを推定したものです。 

包括的な富は、経済の生産力を測る尺度です。私たちが次の世代に受け渡す 1 人当たり包括的富

が、先代から受け継いだそれよりも大きければ、子孫に、より大きな生産的基盤を遺すことにな

ります。包括的な富は集計した数字であるため、人々の間の分配状況を反映するものではありま

せん。分配的正義については膨大な文献があり、これを持続可能性評価と政策分析をより精緻に

するために生かすことができます。 

 
 

ただし、そうする中で、市民投資家が読み取ることになるのは、GDP の分配ではなく、包括的な

富の分配についてです88。 

経済計算を、所得と支出ではなく、バランスシートで示す（バランスシートこそ富会計そのもの

です）と、多くの領域で良しとされている経済計算の見直しを迫られることになります。Box 17

では、環境外部性に基づいて、自由貿易擁護論が誤っている可能性について議論します。 
 

 
87 レビュー（第 13 章）には、この等価性を示す形式的な議論が含まれている。 
88 持続可能性評価と政策分析の目的にとっては、社会的福祉と、ここで包括的富と定義したものは、同等である。このことは、

Dasgupta and Mäler (2000) と Arrow, Dasgupta, and Mäler (2003a-b) が一般的な設定において示した。Dasgupta (2004)は、この

等価性を一冊の本で扱っている。Arrow et al.（2012, 2013）は、定理を応用し、1995 年から 2000 年までの 5 カ国（ブラジル、

中国、インド、米国、ベネズエラ）の包括的富の動きを推定した。UNU-IHDP and UNEP (2012, 2014)〔邦訳『包括的「富」報

告書』（2014 年）〕で始まったシリーズは、第 3 弾が Managi and Kumar (2018)で、ちょうど世界銀行が各国の GDP の動きを

毎年推計しているように、120 カ国以上の包括的富の時間的な動きを推計するのが目的である。 
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Box 17 

貿易、消費、富の移転 

マイナスの環境外部性の存在は、私たちに自由貿易への熱狂的な支持に疑問を持つよう告げるも

のである89。その理由を説明するため、低所得国の上流にある森で、政府が輸出収入を得るた

め、木材の伐採権を発行したとしよう。森林は土壌と水流の両方を安定させる役割を果たし、鳥

や虫の生息地でもある。そのため、森林伐採により土地は浸食され、水の流出が増加し、下流で

花粉媒介や病虫害抑制が損なわれる。森林伐採の被害者の権利が法で認められていれば、木材を

切り出している会社は下流の農家への補償を求められる。 

しかし、被害の元凶が何マイルも離れていたり、被害者の農家のグループが分散していたり、木

材会社と交渉していない農家に被害が限定されているわけではなかったりすると、被害が補償さ

れる可能性は低い。農場が受ける被害は一様ではなく、地理的要因が重要になるため、問題は複

雑化する。しかも、下流の農家は、自分たちの農場の生産性低下が、上流で行われている伐採の

せいかもしれないことを認識すらしていない可能性がある。 

こうした状況では、この林業会社の事業費用は、森林伐採の社会的費用を下回ることになる（社

会的費用とは、少なくとも大まかに推定すれば、この企業の伐採費用と悪影響を受ける全員の被

害となる）。つまり、輸出には、目に見えない補助（外部性）が含まれており、そのしわ寄せは

下流の人々に及んでいることになる。しかもこれには、森林の住民は含まれていない。彼らはさ

らに困窮した状況の下で暮らすことになる。公で議論されることはないものの、この補助は輸出

国から輸入国への富の移動を意味する。皮肉にも、輸出国の極めて貧しい人々の一部は、おそら

くは富裕国である平均的な輸入国の所得を補助していることになる。これが正しいはずはない。 

外部性に関する経済的な無駄はさておき、この例には、自由貿易への賞賛にはほとんど見られな

い、注目すべき点がある。低所得国は一次産品（コーヒー、茶、砂糖、木材、繊維、パーム油、

鉱物）の輸出に大きく依存しているため、低所得の輸出国から輸入国へ、富の隠れた移動が行わ

れる。輸入国が裕福であれば（多くの場合そうである）、この富の移動は格差を拡大させること

 
89 ここでの分析は、Dasgupta (1990) と Chichilnisky (1994) に基づいている。 
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にしかならない。富の移動は、どちらの国民経済計算にも表れない。外部性は国民経済計算に記

載されないからだ。 

この例には、一般的なメッセージがある。基本財をはるかに離れた外国からの輸入に依存する現

代の消費パターンでは、財の価格が本来よりも安く付けられがちである。基本財は、この例のよ

うに、生産地でも安い価格が付けられている。最終製品が割安になると、人々は必要以上に消費

するだけではなく、生態学的に悪い影響をもたらすモノを消費するインセンティブを持つことに

なる。さらに、研究開発費は、一次産品を使いまくる新製品や新技術に向けられる。こうして、

生物圏への負担はさらに高まる。 

 

この市民投資家は、なぜ経済計算に包括的な富を含めたいと思うのでしょうか？包括的な富の変

化は、世代を超えた福祉を正確に表しているからです。世代の間で福祉を向上させるような変化

があれば、包括的な富も増加します。逆に、世代の間で福祉が低下するような変化が起きると、

包括的な富も低下します。包括的な富と世代間の福祉は同じものではありませんが、完全に同じ

方向に動くのです90。 

経済の生産力を反映させる尺度が、なぜ世代間の福祉も表現できるといえるのでしょう？その答

えは、包括的な富を推計する際に、資本財の評価に会計価格が使われているからです。会計価格

の定義（第5章）を振り返れば、会計価格が富と福祉を結び付けていることがわかるでしょう。富

と言うと物質主義的に聞こえるかもしれませんが、形容詞付きの包括的な富について語るのであ

れば、私たちが倫理的に気にかけることと、富を使って生活を豊かにするための方法を気にかけ

ることとの間に、不協和音が生じることはありません。だからこそ、投資プロジェクトの評価は、

プロジェクトが包括的富を増やすかどうかを調べるのと同じであっても、驚くには及ばないので

す。 

エコノミストは、プロジェクトの評価基準は、社会的便益のフローの正味現在価値（NPV）とす

べきだと長年にわたって提唱してきました。モノとサービスのフローの会計価値という視点から、

コスト控除後の便益のフローを測定するという考え方です。実際にやってみるとなると、社会的

割引率で割り引いた純便益のフローの合計を求めることが必要になります。しかし、あるプロジ

ェクトによって時間とともに発生する便益の合計を求めれば、そのプロジェクトによってもたら

されると考えられる包括的な富の変化を求めることになります。社会的費用便益分析で長い間用

いられてきた基準が、政策分析は包括的な富への政策効果の観点から行われるべき要件を満たす

ことにも、十分納得がいきます。 

 

ただし、GDP と投資プロジェクトの NPV には関連がないことに注意してください。プロジェクト

評価の基準として NPV を提唱しながら、経済発展の尺度として GDP を用いることを主張するこ

とは、間違った経済学です。なぜこの二つが共に生き残ってきたのか、説明がつきません。 

こうして私たちはぐるりと回ってスタート地点に戻ってきました。市民投資家は今、ポートフォ

リオの価値を最大化することは、富を最大化することになることを認識しましたが、市民として

は、ここでの富を包括的な富として理解しています。例えば、この推計での会計上の賃金および

給与は、人的資本に対する社会的収益です。マングローブ林が荒天から守り続けてくれることは、

マングローブ林をエビ養殖池に変えてしまわないことに対する収益いうことになります。また、

植林や森林の手入れは、生物多様性を高めることに役立つとともに、大気中の二酸化炭素の低減

にも寄与します。陸域および海域に保護区を設置すれば、生物多様性の減少を防ぐことになりま

す。 

 
90 富の変化と福祉の変化の等価性は、レビュー（第 13 章）で正式に述べられ、証明されている。 
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市民投資家は今、長年にわたって、GDP の成長が経済発展を意味するという説に誘導されてきた

ことを悟りました。また、生物多様性の減少に関して自分が抱いていた懸念が言われていること

と対立するのには、十分な経済的根拠があることも知りました。また、ある期間から次の期間へ

の包括的な富の変動は、包括的な投資であると気付きます。包括的な投資とは、当該期間におけ

る三種類の資本財すべての質または量の純変化の会計価値です。 

今、投資家は紙とペンを使って、対象期間内の消費が国内「純生産」（NDP：GDP から全資本財

の減耗の会計価値を差し引いたもの）より少ないとき（そしてその時に限り）、包括的な富があ

る期間から次の期間にかけて増加することを確認します。そして、ある期間中に包括的な富が増

加しても、GDP が増加することは可能だと気付きます。一方で、世界のインパクト不均等はいま

非常に大きくなっているので、自然資産の価値を将来に向けて無期限に低下させるような活動に

よって世界の GDP が成長することは、世界の包括的な富が増加したとしても、まずありえないこ

とも分かりました。そうしたことから、データから推計された、自然資本を組み入れて定式化さ

れた経済モデルだけが、答えを出せると気付きます。 

また、投資家は公平性の点から、低所得国・地域における生活の物質的な水準の向上が優先され

るべきとも感じるかもしれません。個人の好みは社会に埋め込まれているという理解から、豊か

な国の国民が消費パターンをよりダメージの少ないものに変えるのに、実質的な犠牲は生じない

だろう、と楽観的になりました。 

また、市民投資家は、経済学は適切に実践されれば、自分の倫理観を反映するものとなり、懸念

事項を表現するための、いわば文法となることに気づきます。これは、長年にわたって聞かされ

てきたこととは反対のことでした。また、これらすべてを理解するとすぐに、誤解を招く経済的

成功の指標に頼り、したがって国の資産運用も誤っているとして、政府に苦情を申し立てます。

さらに、経済および財務を司る省庁に対し、なぜ国のエコノミストは自然資本の計算価値を投資

プロジェクトの評価、または当該省庁が提唱する社会政策に含めないのか、などについて説明を

求めます。昨年、世界の大手銀行 50 行は、生物多様性（林業および農業）に悪影響を及ぼす業界

に、2.6 兆米ドルを超える貸付や与信などを供与しました91。このようなことを許す世界の金融シ

ステムを是正するための行動をなぜもっととらないのか、政府に対して説明を求めるでしょう。 

そして投資家は、自分が感じている不満を自分のコミュニティに向けて発信します。望みは、市

民が団結して行動することで、 政府だけではなく、世界も耳を傾けてくれることです。警

戒を永久に続けることは、自由のために払わなければいけない代償であるかもしれないが、その

自由も、自然の崩壊を阻止できないのであれば意味がなくなってしまうのだ、と主張するでしょ

う。

 
91 Portfolio Earth (2020)を参照。 
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18 変化をめぐる選択肢 
現在、私たちが直面している問題の核心は、かつて祖先たちが直面した問題と変わりありません。

生物圏から取るものと、子孫に残しておくもの、どうバランスをとっていくかが問題なのです。

遠い昔、祖先は地球システム全体に影響を与えることはできませんでしたが、私たちは影響を与

える力を持っているだけでなく、実際に与えてしまっています。今、人間は選択を迫られていま

す。ひとつは、自然が本来もつ能力をはるかに超えるものをこのまま求めつづける道筋。そして

もうひとつは、人間と自然との関わりが、持続可能であるだけでなく、私たちと子孫の福祉を高

める道筋です。 

本レビューでは、生物多様性の経済学のために統一的な枠組みを構築しています（レビュー本編、

第 0〜13 章）。これについてはこの要約版第 1 部で紹介しました。この枠組みにより、私たちが

現在進んでいる道筋は、大規模な制度的失敗に端を発している可能性があることが明らかになり

ました。これは単なる市場という制度における失敗だけではなく、経済的な可能性をめぐる現代

人の世界認識の失敗でもあります。すなわち、人間は自然の一部であり、決して部外者ではない

ということを認めようとしない失敗も含んでいるのです92。 

本レビューでは、この新たな統合的な枠組みを適用し、人間と自然との関わりを強めることに貢

献できる制度についても考察しています（本編第 14～20 章）。生物多様性の様相は地域により異

なるため、取り組みの成功の形も、地域、生態系、国によりさまざまです。第 1部では、その背景

を示しました。それぞれの環境問題は異なるため、各地域における社会生態学的な条件に配慮し

た取り組みを行う必要があります。一部の国では、ガバナンスがなされていないため、心ある市

民からの提言としては、まずは国家の介入なしに、地域の共同体に生態系の管理を任せるべきと

いうものになります。一方で、善意のガバナンスが人々の生活における地域的な知識の位置づけ

を弱体化させている国もあります。さらに他の地域でうまくいった政策であっても、その地域に

は合わないような政策を、良かれと思ってとってしまう国もあります。そしてもちろん、人生や

生活を素晴らしくするものとは何かという考え方も、社会によって異なります。 

本レビューでは、現在ほぼ一般的に受け入れられている経済学的な進歩の概念を取り上げ、それ

が私たちを大きく誤った方向に導いていることを示しました。さらに本レビューでは、経済学が

私たちの価値観を形づくり、貢献するために必要な文法を構築しました。経済学は私たちの価値

観を形成するのを助け、価値観に寄り添うものでなければなりません。経済学が私たちの価値観

がどうあるべきだと指示すべきものではありません。本レビューで、多様な地域に適応する政策

の青写真を作成する試みを行わなかったのも、こうした理由からです。かわりに本レビューでは、

必要な変化を実現する上で人類に与えられた選択肢を通して、読者に指針を提供します。 

変化のためのオプションの方向性として、大きく3つの移行があり、これらは互いに関連していま

す。①人間社会の需要が自然の供給力を超えないようにし、自然の供給力を現在の水準より高め

るようにする、②より持続可能な道筋に私たちを導く助けとなるように、経済的な成功を測る手

法を変更する、③特に金融および教育に関する制度と体制の改革を通して変化を実現し、子孫の

ために維持する（図 21）。 

 

 
92 大規模な失敗には、特に適切な制度を作ることができなかったことが含まれる。私たちは、遺伝的にも文化的にも小集団の動

物であり、進化の過程で数十人から数百人、数百万人から数十億人へと変化してきた。私たちは数世代の間に、生物圏を劇的に

変化させ、潜在的には自分たちを絶滅させうる技術を開発したが、持続可能な活動パターンを達成するためにますます必要とな

る超国家的な制度を開発できていない。この問題を提起してくれたポール・エーリックに感謝したい。 
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私たちの周囲の制度とこれまでの習慣を変えるには、困難な選択を伴うでしょう。以下では、願

わくば有用で、他の取り組みの基礎となるようなアイデアをいくつか紹介します93。 
 

 

以下で世界各国から集めた成功例は、さまざまな可能性を示すのみならず、人間の天性の能力と

も言える創意工夫を試みる能力が生物圏に対してきわめて多大な要求をおこない、生物圏の歴史

をあまりにも短期間に、大きく傷つけてしまった一方で、同じ力をもってすれば、同じように短

期間で革新的な変化をもたらすことも可能であると勇気づけてくれるものです。時間は私たちの

味方ではないですが、手遅れというわけではありません。私たちは、個人として、集団として、

意識的に道筋を変えることがまだ決断できます。私たちの子孫には、変化の結果を受ける権利が

あります。 

 

19 自然の供給と人間の需要 

第二次世界大戦が終わり、西ヨーロッパの再建を目指してマーシャルプランとして知られる政策

が開始されました。一般的に、歴史家のあいだでは、欧州の回復はマーシャルプランだけのおか

げではないとされていますが、マーシャルプランが驚異的な復興を速めたのは間違いないでしょ

う。受益国の工業生産はわずか 4 年間に 55％増加し、1951 年のマーシャルプラン終了までには英

国、フランス、西ドイツで国民 1 人当たり所得水準が戦前を 10%以上増加し、成長軌道はその後

数十年にわたり続きました（Eichengreen and De Long、1991; Eichengreen、2010）。生物圏の

健全性を高め、人間の需要を減らしたいのであれば、まさにマーシャルプランのときのような

（あるいはそれ以上の）野心、協調、政治的な意志に裏打ちされた大規模な変革が必要になりま

す94。その理由を以下で説明します。 

 
93 以下は、レビュー本編第 21 章から引用した。 
94 このような訴えは、1992 年に出版されたアル・ゴアの Earth in Balance や、最近では 2020 年のニューヨーク気候週間の開始

を記念して行われたプリンス・オブ・ウェールズ殿下のスピーチでも行われている。 
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19.1 生態系の保全と回復 

第 1部で、他の条件が同じであれば、一旦劣化してしまった自然を回復させるという方法よりも、

最初から自然を保全する方法がコストがかからない理由を明らかにしました。また、市場だけで

は生態系の濫用を防ぐには不十分であることを指摘しました。生態系のティッピングポイントに

関する不確かさ、生態系プロセスの不可逆性、人間同士の互いの活動を確認することの不完全さ

を総合すると、量的規制（採取や汚染）のほうが、課税よりも良い手段かもしれません。自然保

全においては、科学的情報に基づき、法律が支える量的規制こそ、人間と自然の関わりにまん延

する外部性の修正に役立ちます。 

保護区は自然資本の保全と回復に不可欠な役割を果たしていますが、推定では適切に保護管理さ

れている保護区はわずか 20％にとどまっています95。改善策として考えられるのは、①保護区を

拡張し、周辺地域の陸地や海と一体化させる、②先住民および地域コミュニティに関与してもら

う、さらに③効果的な管理に要する十分なリソースを獲得すること、などが挙げられます（レビ

ュー、本編第 18 章）。本レビューでは、世界各国の成功例をもとに、改善に向けて考え得る、有

効な手段を取り上げています。具体例としては、カナダのグアイハアナス国立公園保護区やハイ

ダ・ヘリテージの共同管理、地域コミュニティ主導で管理するメキシコのカボプルモ国立公園、

拡大する海洋保護区指定（2000 年の 320 万 km2 から現在の 2,690 万 km2）などが挙げられます

（Duarte et al. 2018; Duarte et al. 2020a、2020b）。 

保護区域について、さらなる投資が求められています。必要な資金は少額です。世界の陸域と海

洋の 30％を保護し、2030 年までに効果的な管理体制を確立するために要する予算は年間平均

1,400 億ドル（世界の GDP のわずか 0.16％）であり、世界各国が現在、自然を破壊する活動に使

用する補助金の 3 分の 1 未満にすぎません（Waldron et al. 2020）。このレベルの保護活動がもた

らすメリットは、経済的な側面に限定してもコストを大幅に上回ることが予想されます（Waldron 

et al. 2020）。さらに人間の健康に関する社会的な大災害のリスク（特に感染症の発生とまん延な

ど）を低下させるなど広範なメリットも期待できます。Dobson et al.（2020）の研究によると、

（野生生物の取引、熱帯雨林の破壊・断片化に起因する）疾病のまん延を 10 年にわたり監視し、

防止するコストは、COVID-19 関連予算のわずか 2％にすぎません。 

しかし一方で、海洋保護区や陸域保護区による生物多様性の保全が、気候変動による影響で無効

になってしまうのではないかとの懸念があります。ここから分かるのは、自然の調整と維持のサ

ービスは、互いに補完しあっているということです。気候変動も生物多様性の損失もそれだけで

抑えることは不可能で、改善に向けた取り組みにおいて、これを認識しておくことが大切です。 

自然環境の劣化を回避することを最優先にしながら、一方で自然の回復（生息地の管理、再野生

化、自然再生、持続可能な生産性を備えた陸域と海洋の創生）も、生物圏の健全性を改善する上

で重要な役割を果たします（レビュー、本編第 19 章）。さらに自然の回復は、生物圏の供給サー

ビスに対する需要と、調整・保全・文化的サービスに対する需要の間の不均衡を解消するのにも

役立ちます。 

世界の生物多様性と生態系の多くは、保護区外にあります。近代農業は、環境の大幅な劣化を招

きました。単一栽培のシステムは、食糧生産を拡大した一方で、生物多様性を減少させました。

修復することで、単一栽培や荒廃した土地や海を、複数の生態系サービスを提供するランドスケ

ープへと変えていくことができます。 

 
95 UNEP-WCMC, IUCN and NGS (2018)を参照。 



第 2 部：今後の道のり 

66 
生物多様性の経済学：ダスグプタ・レビュー - 要約版 

 

（土壌を肥沃にし、害虫を減らす）転作や輪作は、持続可能な土地管理における標準的な手法で

す。さらに現代では、農家にさらなるインセンティブを提供することで、生物多様性と生態系サ

ービスを支える方法の採用を促すことで補完すべきです。農業環境スキームと生態系サービスへ

の支払い（PES）は、明らかに、さらに発展させるべき施策候補です。第1部で述べたように、低

所得国における PES スキームの有効性については、結果が分かれています。しかし PES が大きな

潜在力を持つ場合でも、成功するかどうかは、PES の設計と資金規模に左右されます。 

法的拘束力のある手段を用いて、陸域と海洋の生態系を活用するより良い計画を立案できれば、

生態系への高まる需要を緩和する枠組みの構築に役立ちます。より多くのスペースを自然に委ね

ることを要求することで、計画プロセスは、自然資本のストックを維持し、さらには増加させる

ことができます。これについては、バハマにおける持続可能なインフラ開発やベリーズの沿岸管

理など、成功例から教訓が得られます（レビュー、本編第 19 章）。 

生態学的ソリューション（Nature-based Solutions; 自然に根ざした解決策 とも呼ばれる）は、複

数の利益をもたらす可能性があります。生態学的な手段を用いた生態系の回復は、生物多様性の

損失や気候変動への対策となるのみならず、より広範な経済的メリットにもつながります。こう

した手法は、技術的な解決策よりもよりも費用対効果が高く、予期せぬ結果を招くことも少ない

ことがわかっています。雇用の創出にもつながります。景気刺激策や公的支出の一環としての自

然資本への投資は社会的価値が高く、早期に投資回収できる潜在性もあります。直近の研究によ

ると、植林、緑地の拡張、農村生態系の回復など生態学的な投資は、COVID-19 からの回復を目指

す景気刺激策でも優先度が高くなっています（UNEP、2020）。Hepburn et al.（2020）は、この

ような活動に投資する理由を 3つ挙げています。第一に、多くの「グリーン」プロジェクトは、ト

レーニングの必要性が最小限に抑えられており、すなわち 素早く実施できること。第二に、ソー

シャルディスタンス基準を満たすこと。第三にプロジェクトの青写真、があります。例えば、気

候変動に関する国際合意を満たすためのプログラムなどです。 

もう一歩進めて、雇用と「グリーン投資」の間にポジティブな関連性を期待することについて、

より深い事例を探すこともできるでしょう。自然資本を会計上の価格で評価された場合、グリー

ン投資が大幅に増加し、人工資本や人的資本の減少を補うこともできます（第 2章）。自然をもと

にした経済開発への移行は、人的資本へのより大きなリターンが生まれ、ひいては人的資本への

投資と雇用の需要を拡大することにもつながります。 

 

19.2 持続可能なエコロジカル・フットプリント 

自然環境が持続可能な提供ができる範囲を超えないようにするには（オーバーシュートを回避す

るためには）、消費と生産のパターンを根本的に変革する必要があります。私たちの基礎的ニー

ズを満たすために必要な資源を定量化し、その予測値を 150 カ国以上のプラネタリー・バウンダ

リー（地球の境界：付録 2）と比較した直近の研究によると、プラネタリー・バウンダリーを超え

ずに、世界の人々の栄養、衛生、極端な貧困の解消することは可能であるが、高所得国での現在

のライフスタイルを世界中で実現しようとすると、必要な資源は、持続可能なレベルを数倍上回

る資源が必要になります（O’Neill et al. 2018）。この数値は、第 7 章で私たちが概算したエコロジ

カル・フットプリントと一致します。 
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19.2.1 消費と生産パターンの変革 

食料、繊維、バイオ燃料、木材、水、漁業、養殖業など供給サービスの活用についての現在およ

び将来の予測は、需要の拡大と、それにともなう調整・保全サービスの減少を明確に示していま

す（レビュー、本編第 16 章）。 

供給サービスへの高まる需要に応えつつ、調整・保全サービスを維持するためには、いくつかの

アプローチが考えられます。人間と家畜用の農作物のバランスを変えることに加え、これ以上農

地を拡大せずに収穫量の格差をある程度埋めることも可能です（Foley et al.2011）。こうした取

り組みに役立つスキームとして、環境保全と農業の明確な境界を確立する（「土地利用のゾーニ

ング」と言われる）; 野生生物の生息地の改変を回避し、食品廃棄物を減らすためのコストを支払

う; テクノロジー、インフラ、知識を戦略的に活用する; 標準化および認証スキームを導入する、

などが挙げられます（Phalan et al.2016）。野生生物の生息地の改変を回避する戦略に加え、持続

可能な生産システムも多様な生態系サービスの効果的な提供に役立ちます。リジェネラティブ農

業（環境再生型農業）、有機農業、アグロフォレストリー、低栄養段階の魚種を育てる水産養殖

などの実践により、食料を提供しながら調整サービス（受粉や大気質調整など）を強化すること

も可能です。 

エコロジカル・フットプリントには、人間が生物圏から得る物質に加え、廃棄物として生物圏に

戻す変換物質も計上されます（レビュー、本編第 4 章および 4*章）。また再利用、リサイクル、

シェアリングの基準の強化も重要な役割を果たしており、雇用の創出など経済にプラスの影響を

もたらすことが期待できます。 

技術革新も、人間が及ぼす環境負荷の削減に大きな役割を果たすことができます。遺伝子組み換

え農作物を利用すれば、食料生産が気候変動や生物多様性の損失に与える影響を軽減しながら収

穫量を増やすことが可能です（Zilberman, Holland, and Trilnick, 2018）。また垂直農法や代替肉に

より、食糧生産が気候変動と生物多様性の損失に与える影響を軽減しながら収穫量を増やすこと

も可能です。さらに精密農業や総合的病害虫管理といった手法を通して、環境を損なう投入物を

軽減する多様な手段もあります。技術革新は、漁業の混獲を減らす取り組みにも役立ちます。い

ずれの手段にもポテンシャルがありますが、開発に対するインセンティブを提供し、大規模に展

開して初めて効果を発揮します。歴史的に、民間部門は国が投資する研究開発（R＆D）予算に依

存しながら、自らの R&D 投資の生産性を高めてきました。官民の取り組みに相乗効果があること

が、科学史の専門家によりかなり議論されてきました。持続可能な未来への移行を支援するため

に必要な投資の資金調達と調整をめぐり、国は多大な役割を担っています。 

しかしテクノロジーと人間の創意工夫だけに依存しているわけにはいきません。私たちは、みず

からの生産と消費パターンを変革しなければなりません。人間の経済には限界があり、研究開発

に要する資金を賄う目的で自然環境を損なうような経済成長を追求するのは、まったく非生産的

です。旧態依然の「ビジネス」を続ければ、高所得国、そして新興の高中所得国、低中所得国で、

消費が引き続き世界のエコロジカル・フットプリントを拡大する主要因になると予測されます。

エコロジカル・フットプリントの重要な要素は、食生活です。動物性食品を多く摂る食生活は、

植物ベースの食生活よりはるかに大きな負荷をかけます。牧草地と家畜の飼料を栽培する土地を

合わせると、畜産業は、世界の農地の約 80％を使用していることになります。一方で、植物ベー

スの食品から排出される温室効果ガスは、動物性食品の 10〜50分の 1です（Poore and Nemecek, 

2018）。地域によって相対的なフットプリントには大きな幅があります。推定によると、動物性

の食生活を止めれば、現在の農地の 50％の広さで、世界の全人口に必要な食料を栽培できるとい

います。さらに推定では、たとえ地球の全土を農地に転換しても、環境資源を集中的に使う食生

活を全世界に供給することは不可能です（Alexander et al. 2016）。 
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19.2.2 サプライチェーンと貿易 

ここ数十年の世界貿易の拡大は、GDP と平行して進んできました。これが世界のエコロジカル・

フットプリントを飛躍的に増加させ、同時に一次生産国から輸入国への富の移転が生じました

（Box 17）。これを踏まえ、サプライチェーン全体の追跡を通して貿易が生物圏に与える影響を

把握する研究は有益です96。 

消費と生産を持続可能なパターンへ移行する際には、サプライチェーン全体に環境への配慮を組

み込むことが必要です。サプライチェーン全体の透明性と情報共有は必須であり、さらに情報が

検証可能であり、基準の施行をサポートするものでなければなりません。（レビュー、本編第 8

章）。これには革新的な技術が助けになるでしょう。地理空間データの改善とサプライチェーン

全体での「ブロックチェーン」の導入によって、商品の生産が地域の生態系と個々の生物種に及

ぼす影響が明らかになれば、情報の透明性も高まります。地理空間データを機械学習と一体化す

ることにより、採掘活動が世界遺産に与える潜在的な脅威が世界規模で推定されています（WWF

および Swiss Re Institute、2020 年）。またこうした技術は、ソブリン債投資で自然関連リスクを

監視する際にも活用されています（WWF および Investec、2019 年）。認証スキームから変化を

生むこともできますが、既存スキームの有効性には幅があります。2013 年に WWF が多様な自主

的な認証スキームを比較した結果、認証スキームごとの社会生態学的な効果には大きな幅がある

ことが分かりました97。 

広範な貿易慣行と政策の変革は、持続可能性への移行を支援します（レビュー、本編第 15 章）。

税金などの市場是正手段によってエコロジカル・フットプリントを軽減するには限界があります

が、こうした手段が適切に設計され、広範に適用されていれば変化を生む可能性があります。国

境税調整は重要な運用例ですが、これには技術的・政治的な問題が伴います。地域貿易協定での

持続可能性に関連した条項にも可能性があり、環境に関する条項を盛り込んだ多様な地域貿易協

定が増えていることを示す明るい兆候もみられます。同様に、貿易支援を目的とした国際援助の

一部として、環境目標の資金拠出も増えており、現在では、国際援助総額の約 3分の 1を占めるま

でに拡大しています（UNEP および WTO、2018 年）。 

 

19.2.3 価格計算 
資産またはサービスの会計価格は、その市場価格としかるべき課税額の合計です98。このため会計

価格と市場価格の差は、商品およびサービス配分の非効率性を測る尺度となります。ふたつの価

格の差は、資源活用における無駄を反映します。しかし食品廃棄物（Box 7）とは異なり、こうし

た差は目に見えません。本レビューでは、会計価格を推定するために利用できる多様な手段につ

いて考察しています。地下水や海洋漁業といったオープン・アクセス資源は無料で利用できるた

め、会計価格は、その利用に課せられるべき税金です。（レビュー、本編第 7 章）。 

会計価格の信頼できる推定値が利用できる場合、税金は、環境に悪影響を与える行動を軽減する

ための手段にできます。現在、OECD や G20 加盟国では、エネルギーや自動車に関連するものを

除き、GDP の 1％を超える環境税を徴収していません（OECD、2019 年）。このため環境税の課

税により、国の歳入を増やす余地がまだ残されています。こうした税制を慎重に設計した上で、

自然環境を損なう他の活動へ移行する（漏れ（リーケージ））可能性をなくし、ティッピングポ

イントを超えるリスクを避け（税金が行動に十分な影響を与えていない場合）、課税される環境

 
96 例えば Green ら（2019）は、大豆の消費によって引き起こされる生息地の損失を、製品の最終目的地まで追跡している。 
97 おそらく驚くことではないが、ガバナンスの弱い国では、効果のない認証制度が急速に拡大している（WWF, 2013）。 
98 理想的な政策が商品に補助金を与えることである場合、会計価格は市場価格から補助金を差し引いたものとなる。 
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被害を合理的な精度で測定することが必要です。 

また、不正な補助金の問題を解決することも喫緊の課題です。その総額が世界の GDPの約 5〜7％

を占めていることからも（Box 9）、自然の会計価値をさらに拡大すべきであることが分かります。

一般的に利用されているすべての補助金には、分配的正義、国の食料自給率、強力なロビー活動

による政治的圧力などの歴史的背景があり、廃止することは困難です。 

 

しかし、もし廃止できれば、政府が利用できる資源にゆとりが生まれ、国民全体はもとより、社

会の中で最も脆弱な立場に置かれた人々に恩恵をもたらす多様なプログラムへの資金提供が可能

になります。非効率的な経済の歪みを正して制度的な失敗を解決することは、共通善の増強につ

ながります。 

 

19.2.4 未来の人口 

人口が増えることは、世界全体の環境負荷を増大させてきた大きな要因です。世界人口は、今世

紀も引き続き増加することが予測されています（UNPD、2019 年）。第 1 部では、出産に関する

個人の選択が、どのように他者の選択の影響を受けるかについて説明しました。また、低出生

率・高生活水準を特徴とする自立型の行動様式が存在し得る社会の中で、高出生率と低生活水準

を特徴とする自立型の行動様式が、どのように浸透していくのかについても考察しました。 

女性たちの金融、情報、教育へのアクセスを改善するのみならず、地域で現代型の家族計画やリ

プロダクティブ・ヘルス・プログラムへのアクセスを向上させることにより、女性の生活管理や

行動変容を進め、健康な子供が生まれる確率を高めることができます。 

現代型の家族計画とリプロダクティブ・ヘルス・プログラムには優れたメリットがあります（Box 

8）。現在のところ、家族計画への投資は少なすぎます。OECD の推定によると、EU からアフリ

カに対する政府開発援助（ODA）のうち、家族計画を対象としたものは、わずか1％未満です。家

族計画とリプロダクティブ・ヘルスにかける1ドルのメリットは、農業研究、ロタウイルスのワク

チン接種、未就学児の教育、貿易促進、さらに蚊帳の配布にかける 1ドルのメリットを上回るとさ

れています（Kohler and Behrman、2018）。人口動態の転換を加速するため、地域での家族計画

とリプロダクティブ・ヘルス・プログラムに対する予算確保は、今こそ不可欠な方法と見なすべ

きです。 

 

20 経済的進歩の測定 

GDP など標準的な経済指標は私たちを誤った方向に導くことがあります。何世代にもわたる福祉

（社会的な福祉）の保護と促進を目指す場合、政府は包括的富（社会にとっての手段の尺度）を

測定するべきです。包括的富とは、人工資本、人的資本、自然資本の会計価値を合算したもので

す。この尺度は世代を超えた福祉と直接的に連動しており（第 17 章）、ある変化により社会的な

福祉が高まれば同時に包括的富も拡大し、その変化が社会的な福祉を低下させれば包括的富も減

少します。社会的な福祉と包括的富は同じものではありませんが、同じ方向に動くのです。経済

勘定における包括的富の価値はここにあります。 

自然資本会計は、包括的富の会計作成に必要なステップです。これにより経済活動の中で通常見

過ごされがちなものを含めて、自然がもたらすサービスを把握・評価すること、ならびに自然資

本の長期的推移を追跡することが可能になり（持続可能性の評価に必要）、さまざまな政策が自

然資本に及ぼす影響を推定する手段としても活用できます（政策分析に必要）。 
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自然資本会計と評価の枠組みは現在、その多くが国連の環境経済会計システムを通じて開発され

ています。いくつかの国が、自然資本と生態系サービスを国家経済の成功の尺度に組み込みはじ

めています。中国の生態系総生産（GEP）、ニュージーランドのリビングスタンダードフレーム

ワークなどがその例です（レビュー本編、第 12 章および第 13 章）。 

自然資本会計は、まだ始まったばかりです。物理的会計や生態系の評価にもっと投資すれば、さ

らなる改善が期待できます。国民経済計算の構築とデータ共有で国際協力を行えば、世界各国の

意思決定を改善できます。国民経済計算の国際的な標準化とともに、技術的支援を行う必要があ

ります。国際金融機関が実施するマクロ経済調査（たとえば国際通貨基金4条協議の調査・監視活

動（IMF, 2020））に自然資本会計を組み込むことも、強力なシグナルになり、社会が直面してい

る問題の規模と緊急性を示すために、政府は政策議題を改革しようとするでしょう。 

自然を経済指標に反映させるかどうかは、生産性をどう解釈するかの鍵となります99。現代の経済

成長と開発のモデルは、人工資本と人的資本だけを主要な生産要素として考慮する傾向があり、

自然資本を明確に考慮していません（レビュー本編、第 13 章）。そのため全要素生産性は過大に

推計されがちとなるため、疑ってかかるべきです。生産性向上の意味を理解するには、自然の使

用と自然に対する影響を計算に入れた生産性の尺度を改善し、活用することが重要です。これに

ついては、OECD の生産性測定のグリーン化ワークストリーム（OECD、2017a）など複数の取り

組みがすでに始まっています。 

 

21 制度とシステムの改革 

持続可能性を達成できない世界的な失敗の原因は、私たちの制度にあります。私たちが構築した

制度の多くは、私たちの過剰消費を抑制する目的にまったくそぐわないことが明らかになってき

ました。さらに、こうした制度により、私たちの需要に応える自然界の能力には限界があるとい

う事実と、自然界は我々の需要をどこまでも満たしてくれるという思い込みの間のギャップが拡

大してしまったのです。効果的な制度は、人間と自然の関係を立て直し、資産を管理するための

基盤となります。公共財の管理に関するものなど、制度が目的に合ったものになるようにするこ

とに加えて、世界金融システムと教育システムという 2 つのシステムの変革が特に重要です。 

第 17 章で、トップダウン型とボトムアップ型、どちらの構造を持つ制度もうまく機能しないとい

う一般的な知見を述べました。生態系の中で暮らす住民が知っていることや観察できることは、

国の政府から送られてきた担当者が知っていることや観察できることとは異なります。さらに、

うまく機能する制度とは、厳格すぎず柔軟すぎず「多元的」で「階層化」された制度です。つま

り、多様な組織、コミュニティ、個人のあらゆるレベルの知識と視点を蓄積し、広く伝えること

ができる制度です。 

私たちは今、当たり前のことですが、きわめて緊密につながりあった世界で暮らしています。こ

の説が長年にわたり称賛されてきたのは、ある場所で達成した労働の成果が、あっというまに他

の場所に伝わっているからです。ある場所におけるアイデアや慣行は、人や物の移動を通して、

他の場所へスピーディに伝わっていきます。しかし、良くないものも素早く運ばれてしまいます。

これは、COVID-19 の急速な感染拡大によって残酷なまでに明らかになった事実です。 

効果的な制度の条件が特に顕著になるのは、世界規模での公共財の管理です。排他的経済水域を

超えた海は公共財であり、あらゆる国が自由にアクセスできる共有財産です100。 世界的な公共財

 
99 総資本の生産性を専門用語でいうと、全要素生産性（TFP）である（第 13 章）。 
100 国連海洋法条約では、200 マイルまでの排他的経済水域を設けることで、国家が海洋資源を枯渇させるインセンティブを排除

しようとしたが、技術的・地理的な優位性から、逆のインセンティブが残ってしまっている。 
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（1970 年代には｢人類の共有遺産｣と呼ばれていました）であるため、漁業権の発行や、クルーズ

や商品輸送のための海の利用料から得られる会計レントを集めて国家間で分配することも可能で

す。1970 年代には、海洋資源（海底のマンガン小塊など）への課税から徴収できるグローバルな

レントの規模について、活発な議論が交わされていました。税収を開発援助に活用できるという

アイデアです。国連加盟国が交渉中のグローバル海洋条約案は、生物多様性のモニタリングと保

全を目的とした既存の超国家的な取り決めにおけるガバナンスの差を埋める機会です。 

生態系の中には、地球規模の公共財の特徴を備えつつ、国境の内側に存在するために地球規模の

コモンズではないものもあります。その一例が熱帯雨林です。 

 

地域的な例として、多くの国にまたがる河川流域の管理が挙げられます。私たちの経済、暮らし、

福祉の運命を一国の主権に委ねてしまってよいのかと問うのは正しいことです。より公正なアプ

ローチは、私たち全員がその恩恵にあずかっている生態系を保護するため、流域の国々にお金を

支払うやり方です。生物多様性条約第 15回締約国会議は、2020年以降の世界目標について合意す

る予定です。自然は、国連気候変動枠組条約第 26 回締約国会議でも重要な議題となります。これ

らの会議は、次の 10 年に向けた新たな方向性を策定するための絶好の機会です。 

 

22 世界の金融システム 
金融は、きわめて重要な役割を果たしています。道筋を変えるための責任の相当部分が、地球規

模の金融システムにかかっています。政府、中央銀行、国際金融機関（多国間開発銀行など）、

さらに民間の金融機関のすべてに、移行を実現するための役割があります。 

ここでの課題は、〔市場価格に〕明示しなくてもよいので、民間の金融機関に会計価格への関心

を持ってもらうことです。「明示しなくてもよいので」と言ったのは、自然資本の市場価格と会

計価格はかけ離れているからです。そこで間接的な手段が必要になります。こうした手段のひと

つが、政府や国際金融機関による自然への投資で、自然環境の劣化や持続可能でない自然利用を

ともなうプロジェクトを投資の対象から「除外する」ような動きも含まれます。すると、公共投

資を補完するプロジェクトは、民間の金融機関にとって魅力的になるでしょう。消費者が自然の

財とサービスを使い過ぎる投資を嫌う姿勢を示せば、金融システムは融資活動を変えようとする

でしょう。消費者は、企業に対してサプライチェーンの条件を開示するよう要求できます（製品

にラベルを付けるのも、こうした手段のひとつです）。さらに消費者は、基準を満たしていない

製品をボイコットすることもできます。企業にとって評判は重要なので、市民はそれを利用でき

ます。 

自然が豊かになるように手つかずにしておくことは、自然に投資することでもあります。政府には、

間接的な手段ではあっても、使えるツールが揃っています。たとえば、税金、補助金、規制、禁止

令、そして生態系サービスへの課金（Box 13）、生物多様性オフセット・スキームなど自然特有の

メカニズムまであります。政府開発援助の総予算に占める生物多様性資金の割合は近年増加してい

ますが、現行の資金フローでは、開発途上国の自然保護ニーズを満たすには不十分です。資金フロ

ーの拡大は、債務免除、直接助成金、技術援助などの形で行えます。世界規模で合意した目的を確

実に実現するため、自然資本への公共投資に拘束力のある目標を設定することも、さらなるステッ

プとして重要です。 

生物多様性の損失に関連するリスク ―― サプライチェーンにおける生態系の生産性と回復力の低

下――は、マクロ経済と金融に多大な影響を及ぼします。このため自然関連の金融リスクについ

ての金融機関の理解と意識を高め、気候に関連する金融リスクについての最新の知見を学び活用

することを目指す取り組みに対して、もっと多くの世界的支援が必要です。中央銀行と金融監督

当局は、自然に関連する金融リスクのシステミックな範囲を査定することにより、こうした取り

組みを支援できます。これには一連の世界基準が必要です。この基準は、信頼でき、かつ意思決
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定に有用なデータに基づいたものにすべきです。企業と金融機関には、自然に関する検討事項と

他の目的を一体化することが義務付けられる可能性もあります。究極的には、企業や金融機関に

よる自然資本の利用を評価して情報開示させるという考え方です。2020 年に設立された自然関連

財務情報開示タスクフォース(TNFD)は、こうした目的を実現するためのステップです。 

個人投資家は、投資プロバイダーには持続可能性と自然を考慮して投資を決めてほしいと思って

いることを示す証拠が増えています（UNEP and PRI、2019）。生物多様性の保護と機関投資家や

アセットマネージャーの受託者責任を一体化することも、自然資本を確実に考慮した投資方針に

するための一策です。この策の障壁のひとつが、近視眼的な発想です。自然環境が劣化すると、

長期間にわたる影響が生じます。漁業慣行が海洋に与える影響は、未来の何世代にもわたり消え

ることはありません。 

熱帯雨林の破壊は、どこまでも不可逆的なものです。残念ながら、金融機関が計画し、行動する

期間はわずか数年にすぎません。金融規制当局や監督機関は、自らの評価の幅を変え、規制権限

を行使することで、必要な移行に重要な役割を果たすことができます。 

生態系の劣化に関連する生命と財産のリスクの多くは、影響を被る人々の間で、プラスに相関し

ます。マングローブの森が消失してサイクロンの被害を受けやすくなる人々がいれば、その近所

の人たちも被害を受けやすくなります。だからこそ、世界、地域、国家規模での保険基金が必要

なのです。環境災害を対象とする保険スキームは一部地域にあるものの（アフリカンリスクキャ

パシティやカリブ海諸国災害リスク保険ファシリティなど）、世界規模の保険スキームは現時点

で存在しません。理論的には、すべての国が貢献する世界規模のリスクプールは、極端事象によ

るショックから脆弱な国々を守るのに役立ちます。世界レベルの緊急支援は決して珍しいことで

はありませんが、その規模は常に不確実です。さらに支援はコミュニティが被災した後に行われ

ます。これに対し、保険は災害に対する安全保障となります。自然への投資こそ、信頼できる保

険の形なのです。 

 

23 市民社会のエンパワーメント 
とはいえ、こうした変化をもたらすことができるのは、究極的には私たち市民です。市民として、

私たちは、求める変化を要求し、形にしていく必要があります。金融業界には持続可能な投資を

求め、企業にはサプライチェーンの環境条件を開示するよう求め（製品にラベルを付けるも、こ

うした手段のひとつです）、さらに基準に合わない製品をボイコットする、といった活動が、目

的を実現するための手段になります。企業にとって評判は重要なので、市民はそれを利用するこ

とができます。私たちが今行動していないとすれば、それは私たちと自然との距離が開いてしま

ったからです。この隔絶は、都市化の拡大、テクノロジーの乱立、緑地へのアクセス減少といっ

た社会変化の兆候でもあります。自然とからの隔絶により、私たちの身体や情緒の健康が失われ

てきました。 

生物多様性に関する直接的な体験が人々の福祉に果たす役割についての文献が増えており、それ

を調べた素晴らしい論文 Capaldi et al.（2015）は、こうした経験を、自然とのふれあいと自然と

のつながりという 2つの側面から分類しています。前者には、室内に置いた植物や、風景の写真や

絵画などバーチャルな存在を通して自然界と触れ合う体験も含まれます。後者は、その人が自然

とつながっている感覚を意味し、その人が自然と触れ合った経験をどの程度内面化しているかを

反映しています。自然とのふれあいが個人の福祉を高めるものであるならば、自然とのつながり

はまた福祉の一側面であるはずです。 

緑のある空間（地域の公共財）へのアクセスも、健康に関する社会経済的な不平等を軽減できま

す。人と自然とのふれあいやつながりを高めることで、私たちの健康と福祉が向上するのみなら

ず、情報にもとづく選択を行い、需要を変えるよう動機づける役割も果たしていることを示す証

拠が増えています（レビュー本編、第 11 章）。 
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希望の光が見えてきました。都市環境における自然再生もそのひとつです（Box 13）。私たちの

欲望や欲求が社会に埋め込まれているということは、物質的に高度な生活水準を維持する世界の

多くの人々が、自然が提供するサービスの利用を減らすのは、彼らが心配するほど個人的なコス

トはかからないだろうと希望的に観測できます。もちろん経済が共有されていればの話ですが。

個人的人間についての現代的な考え方は、私たちが本来持っている社交性とは相容れないもので

す。このため全員が実践すべきと私たちが感じている節約行動も、どうせひとりで行わねばなら

ないのだと信じ込まされているのです。おそらくこのために、私たちの多くが、まわりの人たち

と共同で活動することができていないのです。 

このように、希望を持てる根拠はあるのです。今のところこの根拠は、小規模な取り組みにしか

つながっていないのは事実ですが、生物多様性の経済学は、大勢の人向けのものではありません。

私たち全員が実行したい構想は壮大ですが、自然と平和に暮らせるかどうかは、最終的には私た

ち市民が決めることです。 

 

24 教育 
人間と自然との隔絶が進むのと一緒に、自然の経済学的理由付けからの隔絶も進んでいるようで

す。自然との物理的な交流や情緒的な愛着が減少してもなお、多くの人々は、ほぼ完全に人間中

心の視点から自然をみています。自然の中における自分たちの存在の意味をよく理解するために

は、みずからを啓発しなければならないでしょう101。そうして初めて、私たちは、自然のプロセ

スと形が無限に織りなす美しいタペストリーの素晴らしさを理解できるのです。 

あらゆる国のあらゆる子どもたちが自然史を学ぶ義務があります。子どもたちに、自然の畏怖と

不思議を体験し、自然がみずからの暮らしにどのような貢献をしているかを実感してもらうため

です。教育政策に自然に関する学習を確立することは、変化するベースラインに対処するために

役立ちます。これにより私たちはみずからを、空虚になりつつある世界の住人であると徐々に再

定義し、目の前の光景が現状であり、その状況がこれからも続くと信じるからです。この変化す

るベースラインは「経験の消失」と呼ばれています（Pyle、2003）。 

しかし、目に見える効果を得るのは簡単ではありません。環境教育プログラムの開発・設計を、

こうした問題解決のために方向づけすることができます。Bawa et al.（2020）は、インドの農業

大学を例にとり、そのカリキュラムに「生物多様性の科学」を盛り込むべきだと提案しました。

環境教育の直接的な影響を概観した論文で、Ardoin, Bowers, and Gaillard（2020）は、科学者、資

源管理者、コミュニティ組織との協力など、地域の課題、またはより広範な課題の中でも地域に

関連のある側面を重視することが非常に役立つと示唆しています。本レビューでは生物多様性の

経済学におけるコミュニティと市民社会の役割を強調していますが、考え方は同じです102。 

しかし、それでも十分ではないでしょう。自然とのつながりは、私たちの生活に織り込まれてい

る必要があります。こうしたつながりは、幼年期から 10 代半ばにかけて減少し、その後一定のペ

ースで増加したのち生涯にわたる安定期に到達することがわかってきました（Hughes et 

al.2019）。皮肉なことに、私たちは子どもたちのまわりに動物や植物の写真やおもちゃをたくさ

ん置いても、やがて概念的な知識を教えることに注力し、カリキュラム全般の中で、環境教育を

軽視するようになっていきます。たとえ小学校で自然について学習しても、その後、こうした科

目とは出会わないかもしれません103。米国の大学では、1 年生の間に文明の歴史概論の科目を履修

 
101 生物多様性の経済学における教育の位置づけについて、メモを作成してくださった Mary Colwell 氏に感謝する。本章は彼女の

著作からの引用である。 
102 インドの高等教育機関を対象とした研究で、Bawa et al.（2020）は、農業大学のカリキュラムに生物多様性科学を取り入れる

べきだと提唱している。 
103 変化の兆しもある。慈善団体 iAfrica は、サハラ以南のアフリカの学校で、自然保護に関するデジタル教育プログラムを実験的

に実施している。英国では、2022 年に英国で自然史の GCSE が導入される予定である。 
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させることが一般的でした。大学は、基礎的な生態学の科目を新入生の必修とすべきでしょう。

こうした科目はフィールド実習をセットにすることで、特に都市部で育った学生に自然とのつな

がりを持たせることができるでしょう。最も単純な生物圏のプロセスを理解することでさえ、自

然に対する愛着を育むための第一歩となるかもしれません。 

幼い頃から自然とのつながりを持つべき理由は他にもあります。自然によく見られる 3 つの特性

――移動性、無音、不可視性――のために、自然を破壊する行為の影響について、その責任者ま

で遡ることは困難です。法の支配も社会規範による命令も、私たちが日常生活の中で自然に対し

て行った行為の責任を取るには不十分です。どんなに慎重に策定しても、制度上の規則では環境

外部性を排除するには不十分です。 

 

このため私たち自身の「自己規制能力」に頼ること、つまり自らを裁く裁判官や陪審員となるこ

とも必要です。そしてこれは、幼い頃から自然とつながれる環境を創造しない限り実現できませ

ん。 

 

25 自然の本源的な価値：神聖さ 
本レビューでは、人間中心の視点から自然を見ることで、生物多様性の経済学について考察して

きました。これはかなり狭い視点ですが、これには正当な理由があります。第 1 部で示したよう

に、たとえ自然を人間にとっての有用性のみで評価したとしても、自然を保護、促進すべきとい

うのであれば、自然に本源的な価値もあると認めるならば、なおさら保護、促進すべき、という

ことになります104。 

あらゆる社会で、おそらく多くの人々が、自然の中に神聖な意味を見い出しているでしょう。そ

して、それが不朽のものであると想像することによって正当化できなければ、この神聖なものは

交渉の余地がありません。ヒンズー教徒にとって神聖なガンジス河は｢マ・ガンガ｣と呼ばれてい

ます。しかしマ・ガンガは同時に世界で最も汚染された河のひとつで、そこには産業用の化学物

質や家庭ゴミ、農業流出物、火葬の残骸などが垂れ流されています。人々は、この河の神聖さと

糞尿の排出路としての役割の間に齟齬はないといいます。神の河であるマ・ガンガは何があって

も高潔でいられるからです。ニーズと欲求が相反するときに何らかの理由を見つけて正当化する

ことは、ごく一般的な行為です。 

相反する需要の正当化を回避できるのは、神聖さを守るためのコストが高すぎない場合に限りま

す。そしてその時に初めて、聖なるものを交渉の余地がないと見なすのです。ベナンは、聖なる

森の神聖さを法律で定義しています。この国のコミュニティが行う社会慣行の多くは、森の葉や

動物、水、石などを直接活用した資材・資源に依存しています。これらの森が神聖と考えられて

いるのは、伝統的に神々や霊が宿るとされてきたからです。聖なる森は儀式を行う場でもありま

す。ここでは、狩猟も、木々を焼くことも禁じられています。そして聖なる森を管理する権利は、

特別な家柄のメンバーに委ねられていました。食料と医薬品を目的とする植物の伐採と採集につ

いても、地域コミュニティが規制していました（Houngbo、2019）。ベナンには約 3,000 ヵ所の

聖なる森があり、その広さは 1 万 8,000 ヘクタール以上、国土の 0.16％を占めています。聖なる

森は大半が小規模なもので、5ヘクタール以上の森は約 10％にすぎません（Soury、2007）。しか

しベナンでも森林は消えつつあり、1990 年の時点で国土の 50％を占めていた森林地帯は、現在

40％未満にまで縮小しています。 

現代人の多くが、この神聖さを知ることを、畏怖と不思議の感覚を含むものであり、人智を超え

たものの存在を意識する方法であると見なすでしょう。こうして、私たちは皆、周囲の風景の中

でみずからを位置付けようと模索し、さらにその向こうに存在するものに想像を巡らすのです。

 
104 ケンブリッジ大学生存リスク研究センター（Centre for the Study of Existential Risk）に所属する Simon Beard 氏と自然の本質

的価値について議論したことは、私たちにとって非常に有益だった。この議論では、自然の道徳的価値を概念化する方法につい

ても議論されたが、このような難しい問題について、「何を考えるか」ではなく、「どのように考えるか」を示してくれた。レ

ビュー本編（第 11 章）には、彼のアイデアのスケッチが掲載されている。 
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この感覚は、国際人たちが「伝統的な文化」と呼ぶものにとどまりません。詩人のラビンドラナ

ート・タゴールが手がけた最も荘厳な詩のいくつかはヴェーダーンタ哲学をルーツとするもので

すが、ヴェーダ時代に語られた儀式からは切り離されており、人智を超えた存在を感じさせなが

らも、宗教との関連はありません。 

精神的な感覚は、今では個人の体験としてのみならず、吟遊詩人やバードウォッチャー、登山家、

サイクリスト、サーファー、ダイバーのなどのコミュニティにおける共同体験となることが多く

なっています（Grove-White、1992）。歴史学者のサイモン・シャーマは、西洋文化が自然界の持

つ精神性や自然の周囲に生まれる神話を放棄したと考えるのは誤りであると主張しました

（Schama, 1995）。シャーマは、人智を超えた存在が、芸術や建築作品の中で繰り返し表現され

てきたことを示しています。自然の超越性は、私たち人間から独立した価値を自然に与えていま

す。 

自然が想起させる人智を超えた感覚は、まだあらゆる場所に存在しているかもしれません。しか

しこの感覚が、現代社会の中で深刻な打撃を受けています。 

 

相反するニーズと欲求に対応するうちに、私たちは、自然の風景を守ることで自分たち自身も守

っていることを忘れてしまっています。より豊かな国の社会は、他の地域で自然を壊すことがで

きたために、ニーズと欲求という相反する感情を収めてきました。そして経済学という学問が、

このことをますます助長してきました。高所得国では、経済的な正当化が商業的な正当化の婉曲

表現として使われることがあまりにも多く、低所得国では「経済発展」という用語が、明らかに

価値のない投資の正当化によく使われています。 

そのような正当化をする必要はありませんでした。正しい経済学的理由付けは、私たち人間の価

値観と絡み合っています。生物多様性は、道具としての価値のみならず、本源的な価値をもち、

おそらくは道徳的価値さえあるかもしれません。いずれの価値も、私たちが自然の中に埋め込ま

れていると認識した時に、さらに豊かなものになります。自然を経済学的な理由付けから切り離

すことは、私たち人間が自然の外部にいると考えていることを意味しています。そのような誤り

は経済学そのものにあるのではなく、経済学を適用した私たちのやり方が間違っているのです。 
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付録 1 プラネタリー・バウンダリー（地球の境界）から

の安全な活動距離 

 
 生物圏が劣化していることのさらなる証拠は、地球システムプロセスの研究から得られます。こ

れは、過去 1万 1千年ほどの間（完新世）に経験した安定した状態を維持するために重要な生物圏

のプロセスを特定するというものです。Rockstrom et al.（2009）は、地球システムの機能に不可

欠な 9つの生物物理学的プロセスを特定しました。著者らの提案は、それぞれのプロセスに定量的

な境界を設定し、それを超えると地球の完新世の状態がさらに危険にさらされ、人新世への移行

がより確実なものになるというものでした。著者らは、プロセスが急激に変化しているかどうか

を確認するための目印を「プラネタリー・バウンダリー（地球の境界）」と名付けました。地球

の境界は、世界的な閾値やティッピングポイントと同じではありません。いずれにしても、9 つの

重要なプロセスすべてが単一の定義可能な閾値を持っているとは限らず、閾値が存在することが

わかっているものについても、それがどこに位置するかについては不確実性があります。境界線

は、これらの閾値の上流、不確実ゾーンの安全なほうの端っこにおかれています。 

 

9 つのプロセスのすべてが単一の識別可能なマーカーを持っているわけではないとはいえ、境界を

越えると、大規模で、潜在的には不可逆的な環境変化のリスクが高まります。9 つのプロセスのう

ち 4 つにおいて、地球は著者らが安全な活動領域の外にあると見なしているゾーンに移動してお

り、完新世の生物圏の状態から大幅に変化するリスクが高まっています。生物圏の完全性（「生

物多様性」と読み替えてもよい）と窒素・リンの循環は、その境界を最も大きく超えています。

しかし、土地利用の変化と気候変動もまた、その安全な活動範囲を超えているのです（図 22）。 

 

生物圏の完全性という概念を解明するには、問題があることがわかっています。図 22 が示すよう

に、Rockstrom et al.（2009）は、生物圏の完全性を、年間 100 万種あたりの種の絶滅率（E/MSY）

としていました。この指標を使用する際の問題点の一つは、絶滅率が脊椎動物の種に対して推定

されていること最も多いことです（記載されている種の 2％未満にしかならない）。Mace et al. 

(2014)はさらに、絶滅率は生命の遺伝子ライブラリー、生態系の機能的多様性、地球のバイオマ

スの条件とカバー率を反映していないと主張しています。Mace らの見解は、レビュー本編第 2 章

と第 3 章で検討した生物多様性のマーカーに通じるものがあります。以下では、これらの指標が

「人新世」の不吉な特徴を反映していることがわかります。生物多様性完全度指数（BII）に基づ

く新たな境界線が開発されていますが、まだ定量化はされていません（Steffen et al.2015）。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



生物多様性の経済学：ダスグプタ・レビュー - 要約版 77 

 

図 22 重要な地球システムプロセスとその境界 

 

 
 

 

出典：J. Lokrant/Azote based on Steffen, W. et al. (2015) 'Planetary boundaries: Guiding human 

development on a changing planet」、Science、347(6223:1-10) 

注：P＝リン、N＝窒素、BII＝生物多様性完全度指数、E/MSY＝年間 100 万種あたりの絶滅数 

  

地球境界の概念が拡張されているもう一つの点が、グローバルよりも下のレベルでの境界の研究

です。これが重要なのは、第 2章で述べたように、地域レベルの境界を越えると（例えば、アマゾ

ンの熱帯雨林の破壊）、地球システム全体に影響を及ぼす可能性があるからです。現在、生物圏

の完全性、生物地球化学的フロー、土地利用システム、淡水利用について、地域レベルの境界が

策定されています。 

 

地球境界という考え方には、直感に訴える魅力が強く、地球システムを支配するプロセスに対す

る一般の人々の想像力を刺激してきました。問題のある概念ではありますが、地球システムの生

物地球化学的プロセスの分類としては非常に有用です。 
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付録 2 コモン・プール資源が存続するのはなぜか？ 
  
なぜ共同体は、地域の生態系を分割して、私有地にしてしまわなかったのでしょうか？ひとつに

は、リスクをプールする必要があったから、と考えられます。例えば、森林は空間的に不均質な

生態系で、微気候はもちろん、土壌の質の違いも重要です。そのため、ある年には、森林のある

部分である植物グループが実を結び、また別の年には、別の部分で他の植物グループが実を結び

ます。乾燥地域、山岳地域、灌漑が行われていない地域では、平均的な生産量と比較すると、変

動が大きくなると考えられます。森林を私有地の区画に分割した場合、各世帯が直面するリスク

は、共同所有や相互規制の場合に比べて大きくなってしまいます。個々の世帯のリスクの減少は

小さいかもしれないですが、インドの村々では平均所得が非常に低いため、共同所有と契約の相

互執行による世帯の利益は大きくなると考えられます。共同体の所有は、リスクをプールするの

に役立つのです。 

 

その結果、コモン・プール資源（CPRs）が普及している地域では、所得格差が小さくなっていま

す。しかし、所得総額となると別の問題で、最も貧しいのは乾燥地域や山岳地域、灌漑のない土

地であると言えます。しかし、乾燥地域内でも CPR への依存度は、世帯全体の所得が増加するに

つれて低下します。理論的にもそう予測されており、事例研究でもそれが確認されています

（Jodha, 1986, 2001; Cavendish, 2000）。 

 

利用者が対称的に存在していると、分配も対称的になることが予想されますが、資源が不均一な

場合には、ちょっとした工夫が必要です。最良な場所へのアクセスを順繰りにする（ローテーシ

ョン）のが、一つのやり方です。これは沿岸漁業、林地の燃料備蓄、草原や山の斜面の飼料用地

などでよく行われています（Netting, 1981; Baland and Platteau, 1996）。ローテーションによっ

て、利用者は公平な分配を受けることができるのです。 

 

本来であれば、コミュニティが資源を私有地として分割し、家計が相互に保険スキームを構築す

ることも可能です。しかし、そうすると、他の活動への協力が妨げられてしまいます。その理由

は少なくとも 2つあります。第一に、協力は習慣的に形成されるもので、ある活動での協力をやめ

てしまうと、他の活動での協力が弱くなってしまう可能性があります。第二に、ある活動におい

て日和見主義的行動をとることに対する制裁に、その活動だけでなく他の集団活動からの排除が

含まれていると、協力はより強固なものとなります。つまり、ある活動分野での協力を放棄する

と、他の活動分野での協力も強固でなくなります。この事実は、ゲーム理論が示しているところ

であり、経済関係が互いに結びついていることが多い理由を説明しています（Dasgupta, 2007

〔邦訳ダスグプタ（2008）第 3 章〕）。 

 

地域の生態系が CPRs になることが多いのは、動物、鳥、昆虫が移動するからでもあります。移

動性は、生態系の構成要素を統合します。魚は泳ぐので、沿岸の生態系も断片に分けることはで

きません。第 2章では、生態系の生産性は、その空間的な部分の生産性の合計よりも大きいことも

指摘しました。つまり、生態系には不可分の要素があるのです。またたとえ他の用途に転用でき

ないと決められていたとしても、生態系を私有地に分割することは、移動可能な構成要素が生み

出す外部性が存在するために、非効率になるでしょう。共同体の所有権は、そのような外部性を

内部化します。もちろん、私的独占によっても外部性は回避できるのですが、そうするとコミュ

ニティの中の一人に、あまりにも大きな力を与えることになってしまいます。 

 

農地、特に人口密集地の農地は、また別の問題です。労働力と資本の両方が、生産における重要

な投入要素です。投資によって土地の生産性は大幅に向上します。CPRs としての農地は、投資コ

ストにただ乗りしようとする誘惑に駆られるなど、深刻な管理上の問題を抱えることになります。

投資と革新のインセンティブの欠如は、停滞、さらには衰退を招くことになります。旧ソ連の集
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団農場の経験がそれを物語っています。サハラ以南のアフリカでは、土地が親族によって所有さ

れている（あるいは最近まで所有されていた）地域があり、これは例外です。これは、過去に土

地が豊富であったことと、土壌の質が悪いために長期間休耕しなければならなかったことが理由

です。もちろん、土地が個人ではなく親族によって所有されていたからこそ、農業生産性が低い

ままだったのかもしれません。社会科学全般に言えることですが、因果関係は、両方向に作用す

ることが多いのです。
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